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第 2 号 令和4年度徳島県一般会計補正予算（第7号）

令和4年度徳島県一般会計の補正予算（第7号）は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第1条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ12，345，548千円を追加し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ552，328，914千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第1表歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費）

第2条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第213条第1項の規定により翌年度に繰り越して使用することができる経費は，「第2表繰越明許費」による。

（地方債の補正）

第3条 地方債の変更は，「第3表地方債補正」による。

令 和 4 年 9 月14日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第2号 令和4年度徳島県一般会計補正予算（第7号）
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第1表 歳入歳出予算補正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

9 国 庫 支 出 金 97，991，489 201，616 98，193，105

2 国 庫 補 助 金 65，726，135 199，616 65，925，751

3 委 託 金 1，320，352 2，000 1，322，352

12 繰 入 金 86，197，498 18，500 86，215，998

2 基 金 繰 入 金 21，532，063 18，500 21，550，563

13 繰 越 金 3，305，137 10，922，603 14，227，740

1 繰 越 金 3，305，137 10，922，603 14，227，740

14 諸 収 入 17，892，533 26，829 17，919，362

7 雑 入 5，483，045 26，829 5，509，874

15 県 債 44，824，000 1，176，000 46，000，000

1 県 債 44，824，000 1，176，000 46，000，000

歳 入 合 計 539，983，366 12，345，548 552，328，914

初校
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

2 総 務 費 28，506，249 10，247，719 38，753，968

1 総 務 管 理 費 13，163，877 10，052，996 23，216，873

2 企 画 費 7，742，084 70，000 7，812，084

6 防 災 費 1，692，782 124，723 1，817，505

3 民 生 費 69，640，455 181，794 69，822，249

1 社 会 福 祉 費 51，161，560 1，210 51，162，770

2 児 童 福 祉 費 13，772，894 180，584 13，953，478

4 衛 生 費 54，457，092 32，412 54，489，504

1 公 衆 衛 生 費 10，335，429 4，288 10，339，717

2 環 境 衛 生 費 3，756，018 3，184 3，759，202

3 保 健 所 費 1，624，359 21，280 1，645，639

4 医 薬 費 29，065，342 3，660 29，069，002

5 労 働 費 5，191，920 9，117 5，201，037

2 職 業 訓 練 費 1，046，025 9，117 1，055，142

6 農 林 水 産 業 費 33，474，032 66，126 33，540，158

千円 千円 千円
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1 農 業 費 5，532，393 13，190 5，545，583

2 園 芸 費 965，476 14，000 979，476

3 畜 産 業 費 1，390，158 32，961 1，423，119

5 林 業 費 11，112，312 284 11，112，596

6 水 産 業 費 2，564，131 5，691 2，569，822

7 商 工 費 75，018，586 211，481 75，230，067

1 商 業 費 65，784，549 80，000 65，864，549

2 工 鉱 業 費 3，945，758 20，481 3，966，239

3 観 光 費 5，288，279 111，000 5，399，279

9 警 察 費 22，093，106 30，327 22，123，433

1 警 察 管 理 費 19，457，537 30，327 19，487，864

10 教 育 費 82，041，926 1，566，572 83，608，498

1 教 育 総 務 費 13，068，090 13，710 13，081，800

4 高 等 学 校 費 18，501，094 1，474，235 19，975，329

5 特 別 支 援 学 校 費 7，627，727 27，632 7，655，359

6 社 会 教 育 費 3，306，969 40，995 3，347，964

7 保 健 体 育 費 1，744，971 10，000 1，754，971

再校
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第2表 繰 越 明 許 費

款 項 事 業 名 金 額

6 農 林 水 産 業 費 4 農 地 費 県営かんがい排水事業費 34，000

団体営土地改良事業費 10，000

県単独土地改良事業費 28，000

基幹農道整備事業費 38，000

広域営農団地農道整備事業費 210，000

県営農道整備事業費 13，000

中山間地域農村活性化総合整備事業費 66，000

農業集落排水整備事業費 47，000

経営体育成基盤整備事業費 115，000

農業水利施設保全対策事業費 740，000

農業水利施設保全合理化事業費 23，000

耕地地すべり防止事業費 138，000

老朽ため池等整備事業費 274，000

歳 出 合 計 539，983，366 12，345，548 552，328，914

千円

初校
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地盤沈下対策事業費 111，000

国営付帯県営農地防災事業費 89，000

震災対策農業水利施設整備事業費 5，000

農地海岸保全施設整備事業費 89，000

5 林 業 費 森林基盤整備事業費 1，214，000

県単独林道事業費 11，000

治山事業費 865，000

林野地すべり防止事業費 95，000

災害関連緊急治山事業費 80，000

県単独治山事業費 37，000

治山維持補修費 27，000

6 水 産 業 費 県管理漁港維持補修費 60，000

広域漁港整備事業費 128，000

水産物供給基盤機能保全事業費 170，000

水域環境保全創造事業費 39，000

漁港環境整備事業費 6，000

漁港海岸保全施設整備事業費 68，000

初校
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県単独漁港漁場整備事業費 19，000

7 商 工 費 3 観 光 費 観光施設管理運営費 91，097

8 土 木 費 2 道 路 橋 り ょ う 費 道路維持修繕費 494，000

道路局部改良事業費 195，000

路側整備事業費 107，000

道路改築事業費 1，565，000

緊急地方道路整備事業費 4，534，000

交通安全対策事業費 137，000

橋りょう修繕費 60，000

3 河 川 海 岸 費 河川海岸維持修繕費 257，000

河川特殊改良事業費 50，000

広域河川改修事業費 523，000

総合流域防災事業費 1，068，000

地震・高潮対策河川事業費 326，000

堰堤改良事業費 78，000

河川管理施設長寿命化事業費 126，000

通常砂防事業費 335，000

初校
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地すべり対策事業費 621，000

急傾斜地崩壊対策事業費 84，000

県単独砂防事業費 29，000

砂防維持修繕費 24，000

県単独急傾斜地崩壊対策事業費 20，000

災害防止対策緊急事業費 30，000

海岸侵食対策事業費 110，000

津波・高潮危機管理対策緊急事業費 58，000

海岸堤防等老朽化対策緊急事業費 114，000

4 港 湾 費 港湾海岸施設維持補修費 104，000

県単独港湾整備事業費 275，000

港湾改修事業費 184，000

港湾海岸保全施設整備事業費 470，000

港湾環境整備事業費 53，000

港湾補修事業費 366，000

5 都 市 計 画 費 公共下水道整備促進事業費 33，000

街路事業費 778，000

初校
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緊急地方道路整備事業費 373，000

公園整備事業費 921，000

公園維持修繕費 46，000

6 住 宅 費 県営住宅建設事業費 1，088，000

10 教 育 費 1 教 育 総 務 費 教育財産取得及び管理費 20，256

4 高 等 学 校 費 高校施設整備事業費 2，778，336

5 特 別 支 援 学 校 費 特別支援学校施設整備事業費 24，200

6 社 会 教 育 費 少年自然の家管理運営費 56，311

新ホール整備事業費 20，952

11 災 害 復 旧 費 1 農林水産施設災害復旧費 現年発生農地及び農業用施設災害復旧事業費 80，000

過年発生災害林道復旧事業費 97，000

現年発生災害林道復旧事業費 70，000

2 土 木 施 設 災 害 復 旧 費 現年発生治山施設災害復旧事業費 70，000

現年発生漁港施設災害復旧事業費 60，000

過年発生河川等施設災害復旧事業費 146，000

現年発生河川等施設災害復旧事業費 660，000

過年発生港湾施設災害復旧事業費 53，000

初校
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現年発生港湾施設災害復旧事業費 100，000

第3表 地 方 債 補 正

1 変 更

起 債 の 目 的
限 度 額

補 正 前 補 正 後

高 等 学 校 整 備 事 業 1，751，000 2，927，000

計 44，824，000 46，000，000

初校
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第 3 号 令和4年度徳島県地方独立行政法人徳島県鳴門病院資金貸付金特別会計補正予算（第1号）

令和4年度徳島県地方独立行政法人徳島県鳴門病院資金貸付金特別会計の補正予算（第1号）は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第1条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ198，000千円を追加し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ1，083，050千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第1表歳入歳出予算補正」による。

（地方債の補正）

第2条 地方債の変更は，「第2表地方債補正」による。

令 和 4 年 9 月14日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第1表 歳入歳出予算補正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 地 方 独 立 行 政 法 人
徳島県鳴門病院資金収入 885，050 198，000 1，083，050

3 県 債 648，000 198，000 846，000

歳 入 合 計 885，050 198，000 1，083，050

千円 千円 千円

第3号 令和4年度徳島県地方独立行政法人徳島県鳴門病院資金貸付金特別会計補正予算（第1号）
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 地 方 独 立 行 政 法 人
徳島県鳴門病院資金貸付金 885，050 198，000 1，083，050

1 地 方 独 立 行 政 法 人
徳島県鳴門病院資金貸付金 885，050 198，000 1，083，050

歳 出 合 計 885，050 198，000 1，083，050

第2表 地 方 債 補 正

1 変 更

起 債 の 目 的
限 度 額

補 正 前 補 正 後

地 方 独 立 行 政 法 人 徳 島 県 鳴 門 病 院 資 金 貸 付 金 648，000 846，000

再校
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徳 島 県 立 東 部 防 災 館 の 設 置 及 び 管 理 に 関 す る 条 例

（ 設 置 ）

第 一 条 広 域 的 な 物 資 の 輸 送 拠 点 と し て の 活 用 を 図 り 、 も っ て 本 県 の 災 害 時 の 円 滑 な 防 災 活 動 に 資 す る と と も に 、 県 民 の 健 康 の 保 持 及 び 増 進 そ の 他 の 県 民 の 福

祉 の 向 上 に 寄 与 す る た め 、 徳 島 県 立 東 部 防 災 館 （ 以 下 「 東 部 防 災 館 」 と い う 。 ） を 徳 島 市 東 沖 洲 一 丁 目 に 設 置 す る 。

（ 業 務 ）

第 二 条 東 部 防 災 館 は 、 前 条 の 目 的 を 達 成 す る た め 、 次 の 業 務 を 行 う 。

一 災 害 時 に お い て 必 要 と な る 物 資 の 集 積 及 び 配 送 を 行 う こ と 。

二 防 災 に 関 す る 意 識 の 啓 発 及 び 知 識 の 普 及 を 行 う こ と 。

三 メ イ ン コ ー ト そ の 他 の 施 設 を 利 用 に 供 す る こ と 。

四 子 育 て 支 援 に 関 す る こ と 。

五 そ の 他 東 部 防 災 館 の 設 置 の 目 的 を 達 成 す る た め に 必 要 な 事 業 を 実 施 す る こ と 。

（ 指 定 管 理 者 に よ る 管 理 ）

第 三 条 知 事 は 、 地 方 自 治 法 （ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 六 十 七 号 ） 第 二 百 四 十 四 条 の 二 第 三 項 の 規 定 に よ り 、 法 人 そ の 他 の 団 体 で あ っ て 知 事 が 指 定 す る も の （ 以 下

「 指 定 管 理 者 」 と い う 。 ） に 東 部 防 災 館 の 管 理 を 行 わ せ る も の と す る 。

（ 指 定 管 理 者 が 行 う 業 務 ）

第 四 条 指 定 管 理 者 は 、 次 の 業 務 を 行 う も の と す る 。

第 四 号

徳 島 県 立 東 部 防 災 館 の 設 置 及 び 管 理 に 関 す る 条 例 の 制 定 に つ い て

徳 島 県 立 東 部 防 災 館 の 設 置 及 び 管 理 に 関 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

令 和 四 年 九 月 十 四 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 四 号 徳 島 県 立 東 部 防 災 館 の 設 置 及 び 管 理 に 関 す る 条 例 の 制 定 に つ い て
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一 第 二 条 第 一 号 に 掲 げ る 業 務 の う ち 知 事 が 必 要 と 認 め る 業 務

二 第 二 条 第 二 号 か ら 第 五 号 ま で に 掲 げ る 業 務

三 東 部 防 災 館 の 施 設 等 の 維 持 管 理 （ 知 事 が 指 定 す る 補 修 等 を 除 く 。 ） に 関 す る 業 務

四 第 七 条 に 規 定 す る 利 用 の 許 可 に 関 す る 業 務

五 第 十 二 条 第 一 項 に 規 定 す る 利 用 料 金 に 関 す る 業 務

六 そ の 他 東 部 防 災 館 の 管 理 に 関 し 知 事 が 必 要 と 認 め る 業 務

（ 休 館 日 ）

第 五 条 東 部 防 災 館 の 休 館 日 は 、 次 に 掲 げ る と お り と す る 。

一 毎 月 の 第 四 水 曜 日 （ そ の 日 が 国 民 の 祝 日 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 二 十 三 年 法 律 第 百 七 十 八 号 ） に 規 定 す る 休 日 に 当 た る 場 合 を 除 く 。 ）

二 一 月 一 日 か ら 同 月 三 日 ま で 及 び 十 二 月 二 十 九 日 か ら 同 月 三 十 一 日 ま で

2 指 定 管 理 者 は 、 特 に 必 要 が あ る と 認 め る と き は 、 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 あ ら か じ め 知 事 の 承 認 を 受 け て 、 臨 時 に 休 館 し 、 又 は 同 項 に 規 定 す る 休 館 日 に

開 館 す る こ と が で き る 。

（ 供 用 時 間 ）

第 六 条 東 部 防 災 館 の 供 用 時 間 は 、 午 前 九 時 か ら 午 後 十 時 ま で と す る 。

2 指 定 管 理 者 は 、 特 に 必 要 が あ る と 認 め る と き は 、 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 あ ら か じ め 知 事 の 承 認 を 受 け て 、 同 項 に 規 定 す る 供 用 時 間 を 臨 時 に 変 更 す る こ

と が で き る 。

（ 利 用 の 許 可 ）

第 七 条 東 部 防 災 館 を 利 用 し よ う と す る 者 は 、 あ ら か じ め 、 指 定 管 理 者 の 許 可 （ 以 下 「 利 用 の 許 可 」 と い う 。 ） を 受 け な け れ ば な ら な い 。

（ 利 用 の 許 可 の 制 限 ）

第 八 条 指 定 管 理 者 は 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と き は 、 利 用 の 許 可 を し な い も の と す る 。

一 公 の 秩 序 を 乱 し 、 又 は 善 良 な 風 俗 を 害 す る お そ れ が あ る と 認 め ら れ る と き 。

二 集 団 的 に 又 は 常 習 的 に 暴 力 的 不 法 行 為 を 行 う お そ れ が あ る 組 織 の 利 益 に な る と 認 め ら れ る と き 。

三 災 害 が 発 生 し 、 又 は 発 生 す る お そ れ が あ る 場 合 に お い て 、 県 が 災 害 対 策 の た め 東 部 防 災 館 の 施 設 等 を 使 用 す る と き 。

四 そ の 他 東 部 防 災 館 の 管 理 上 支 障 が あ る と 認 め ら れ る と き 。

（ 利 用 の 許 可 の 取 消 し 等 ）
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第 九 条 指 定 管 理 者 は 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と き は 、 当 該 利 用 の 許 可 を 取 り 消 し 、 又 は 東 部 防 災 館 の 利 用 の 中 止 を 命 ず る こ と が で き る 。

一 前 条 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 理 由 が 生 じ た と き 。

二 利 用 の 許 可 を 受 け た 者 （ 以 下 「 利 用 者 」 と い う 。 ） が 利 用 の 許 可 に 付 し た 条 件 に 違 反 し た と き 。

三 利 用 者 が 偽 り そ の 他 不 正 な 手 段 に よ り 利 用 の 許 可 を 受 け た 事 実 が 明 ら か と な っ た と き 。

四 利 用 者 が こ の 条 例 又 は こ の 条 例 に 基 づ く 規 則 の 規 定 に 違 反 し た と き 。

2 指 定 管 理 者 は 、 利 用 者 が 前 項 の 処 分 を 受 け 、 こ れ に よ っ て 損 失 を 受 け る こ と が あ っ て も 、 そ の 補 償 の 責 め を 負 わ な い 。

（ 入 館 の 禁 止 等 ）

第 十 条 指 定 管 理 者 は 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 者 に 対 し て は 、 入 館 を 禁 止 し 、 又 は 退 館 を 命 ず る こ と が で き る 。

一 泥 酔 者 及 び 伝 染 性 の 疾 病 に か か っ て い る と 認 め ら れ る 者

二 前 号 に 規 定 す る 者 の ほ か 、 東 部 防 災 館 内 に お け る 秩 序 を 乱 し 、 若 し く は 安 全 を お び や か す 行 為 又 は そ の お そ れ の あ る 行 為 を す る 者

（ 原 状 回 復 ）

第 十 一 条 利 用 者 は 、 東 部 防 災 館 の 利 用 が 終 わ っ た と き 、 又 は 第 九 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 利 用 の 許 可 を 取 り 消 さ れ た と き は 、 直 ち に 、 そ の 利 用 に 係 る 施 設 等 を

原 状 に 回 復 し な け れ ば な ら な い 。

（ 利 用 料 金 ）

第 十 二 条 利 用 者 は 、 東 部 防 災 館 の 利 用 に 係 る 料 金 （ 以 下 「 利 用 料 金 」 と い う 。 ） を 指 定 管 理 者 に 支 払 わ な け れ ば な ら な い 。

2 利 用 料 金 の 額 は 、 別 表 に 掲 げ る 基 準 額 を 超 え な い 範 囲 内 に お い て 、 指 定 管 理 者 が あ ら か じ め 知 事 の 承 認 を 受 け て 定 め る も の と す る 。 こ れ を 変 更 し よ う と す

る と き も 、 同 様 と す る 。

3 知 事 は 、 前 項 の 承 認 を し た と き は 、 そ の 旨 を 告 示 す る も の と す る 。

4 利 用 料 金 は 、 指 定 管 理 者 の 収 入 と す る 。

5 指 定 管 理 者 は 、 あ ら か じ め 知 事 の 承 認 を 受 け て 定 め た 基 準 に よ り 、 利 用 料 金 の 全 部 又 は 一 部 を 免 除 す る こ と が で き る 。

（ 指 定 管 理 者 の 指 定 の 取 消 し 等 の 際 の 措 置 ）

第 十 三 条 地 方 自 治 法 第 二 百 四 十 四 条 の 二 第 十 一 項 の 規 定 に よ り 、 知 事 が 第 三 条 の 規 定 に よ る 指 定 を 取 り 消 し 、 又 は 期 間 を 定 め て 管 理 の 業 務 の 全 部 若 し く は 一

部 の 停 止 を 命 じ た と き は 、 当 該 取 消 し 又 は 停 止 に よ り 指 定 管 理 者 が 行 わ な い こ と と な っ た 業 務 は 、 知 事 が 行 う も の と す る 。 た だ し 、 当 該 業 務 が 第 四 条 第 五 号

の 業 務 で あ る 場 合 は 、 こ の 限 り で な い 。

2 前 項 た だ し 書 の 場 合 に あ っ て は 、 利 用 者 に 対 し て 、 使 用 料 を 徴 収 す る 。
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3 前 条 第 二 項 、 第 三 項 及 び 第 五 項 の 規 定 は 、 前 項 の 使 用 料 に つ い て 準 用 す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 同 条 第 二 項 中 「 利 用 料 金 」 と あ る の は 「 使 用 料 」 と 、 「 指

定 管 理 者 が あ ら か じ め 知 事 の 承 認 を 受 け て 」 と あ る の は 「 知 事 が 」 と 、 同 条 第 三 項 中 「 承 認 を し た 」 と あ る の は 「 使 用 料 の 額 を 定 め た 」 と 、 同 条 第 五 項 中 「 指

定 管 理 者 は 、 あ ら か じ め 知 事 の 承 認 を 受 け て 」 と あ る の は 「 知 事 は 、 あ ら か じ め 」 と 、 「 利 用 料 金 」 と あ る の は 「 使 用 料 」 と 読 み 替 え る も の と す る 。

（ 損 害 の 賠 償 ）

第 十 四 条 東 部 防 災 館 の 施 設 等 を 毀 損 し 、 又 は 亡 失 し た 者 は 、 こ れ に よ っ て 生 じ た 損 害 を 賠 償 し な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 知 事 は 、 当 該 毀 損 又 は 亡 失 が や む

を 得 な い 理 由 に よ る も の で あ る と 認 め る と き は 、 そ の 賠 償 責 任 の 全 部 又 は 一 部 を 免 除 す る こ と が で き る 。

（ 規 則 へ の 委 任 ）

第 十 五 条 こ の 条 例 に 定 め る も の の ほ か 、 東 部 防 災 館 の 管 理 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 規 則 で 定 め る 。

附 則

（ 施 行 期 日 ）

1 こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 起 算 し て 一 年 を 超 え な い 範 囲 内 に お い て 規 則 で 定 め る 日 （ 以 下 「 施 行 日 」 と い う 。 ） か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 次 項 及 び 附 則 第 三

項 の 規 定 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

（ 準 備 行 為 ）

2 第 三 条 の 規 定 に よ る 指 定 及 び こ れ に 関 し 必 要 な 手 続 そ の 他 の 行 為 は 、 施 行 日 前 に お い て も 、 同 条 の 規 定 の 例 に よ り 行 う こ と が で き る 。

3 前 項 の 規 定 に よ り 施 行 日 前 に お い て 指 定 管 理 者 に 東 部 防 災 館 の 管 理 を 行 わ せ る 場 合 に は 、 第 七 条 の 利 用 の 許 可 （ 施 行 日 以 後 の 利 用 に 係 る も の に 限 る 。 ） 、 第

十 二 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 利 用 料 金 の 額 の 承 認 及 び こ れ ら に 関 し 必 要 な 手 続 そ の 他 の 行 為 は 、 施 行 日 前 に お い て も 、 第 七 条 か ら 第 九 条 ま で 並 び に 第 十 二 条 第

二 項 及 び 第 三 項 の 規 定 の 例 に よ り 行 う こ と が で き る 。

別 表 （ 第 十 二 条 関 係 ）

そ の 一 専 用 す る 場 合

区 分 単 位

基 準 額

昼 間 夜 間

メ イ ン コ ー ト Ａ 及 び メ イ ン コ ー ト Ｂ

生 徒 等 一 面 一 時 間 七 二 ○ 円 九 ○ ○ 円

そ の 他 の 者 一 面 一 時 間 一 、 四 四 ○ 円 一 、 七 四 ○ 円

体 操 ・ 武 道 場

生 徒 等 一 時 間 九 ○ ○ 円 一 、 ○ 九 ○ 円

そ の 他 の 者 一 時 間 一 、 七 九 ○ 円 二 、 一 八 ○ 円

再校

16

令和4年9月議案（その2）



多 目 的 運 動 室

生 徒 等 一 時 間 一 、 二 一 ○ 円 一 、 四 七 ○ 円

そ の 他 の 者 一 時 間 二 、 四 二 ○ 円 二 、 九 四 ○ 円

卓 球 室

生 徒 等 一 台 一 時 間 四 ○ ○ 円 四 七 ○ 円

そ の 他 の 者 一 台 一 時 間 八 ○ ○ 円 九 三 ○ 円

ダ ン ス ス タ ジ オ

生 徒 等 一 時 間 二 、 ○ 九 ○ 円 二 、 五 一 ○ 円

そ の 他 の 者 一 時 間 四 、 一 七 ○ 円 五 、 ○ 一 ○ 円

研 修 室 一 及 び 研 修 室 二 一 室 一 時 間 七 三 ○ 円 八 五 ○ 円

研 修 室 三 一 時 間 一 、 七 ○ ○ 円 一 、 八 四 ○ 円

多 目 的 室 一 一 時 間 一 、 七 ○ ○ 円 一 、 八 四 ○ 円

多 目 的 室 二 一 時 間 四 、 二 一 ○ 円 五 、 ○ 七 ○ 円

調 理 室 一 時 間 一 、 七 ○ ○ 円 一 、 八 四 ○ 円

規 則 で 定 め る 用 具 規 則 で 定 め る 額

そ の 二 共 用 す る 場 合

区 分 単 位 基 準 額

多 目 的 運 動 室

生 徒 等 一 人 一 時 間 三 ○ ○ 円

そ の 他 の 者 一 人 一 時 間 六 ○ ○ 円

ス ケ ー ト ボ ー ド 場

生 徒 等 一 人 一 日 三 ○ ○ 円

そ の 他 の 者 一 人 一 日 六 ○ ○ 円

備 考
1 「 生 徒 等 」 と は 、 三 歳 以 上 十 八 歳 未 満 の 者 （ 高 等 学 校 の 生 徒 及 び こ れ に 準 ず る 者 で 十 八 歳 以 上 の も の を 含 む 。 ） を い う 。

2 「 昼 間 」 と は 午 前 九 時 か ら 午 後 五 時 ま で の 間 を 、 「 夜 間 」 と は 午 後 五 時 か ら 午 後 十 時 ま で の 間 を い う 。

3 利 用 時 間 が 一 時 間 に 満 た な い 場 合 の 当 該 満 た な い 利 用 時 間 及 び 利 用 時 間 に 一 時 間 に 満 た な い 端 数 が 生 じ た 場 合 の 当 該 端 数 の 利 用 時 間 は 、 そ れ ぞ れ 一 時

間 と し て 計 算 す る 。
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4 次 の 各 号 に 掲 げ る 場 合 に お け る 基 準 額 は 、 そ の 一 の 表 の 規 定 に か か わ ら ず 、 当 該 各 号 に 掲 げ る 割 合 を 同 表 の 区 分 に 応 じ た 基 準 額 に 乗 じ て 得 た 額 と す る 。

一 メ イ ン コ ー ト Ａ 又 は メ イ ン コ ー ト Ｂ の 床 面 積 の 二 分 の 一 を 利 用 す る 場 合 二 分 の 一

二 メ イ ン コ ー ト Ａ 又 は メ イ ン コ ー ト Ｂ の 床 面 積 の 三 分 の 一 を 利 用 す る 場 合 三 分 の 一

5 そ の 一 の 表 に 定 め る 施 設 を 営 利 又 は 営 業 の た め の 宣 伝 そ の 他 こ れ ら に 類 す る 目 的 で 利 用 す る 場 合 の 基 準 額 は 、 同 表 及 び 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 同 表

の 区 分 に 応 じ た 基 準 額 又 は 同 項 の 規 定 に よ り 算 出 し た 基 準 額 に 五 を 乗 じ て 得 た 額 と す る 。

提 案 理 由

広 域 的 な 物 資 の 輸 送 拠 点 と し て の 活 用 を 図 り 、 も っ て 本 県 の 災 害 時 の 円 滑 な 防 災 活 動 に 資 す る と と も に 、 県 民 の 健 康 の 保 持 及 び 増 進 そ の 他 の 県 民 の 福 祉 の 向

上 に 寄 与 す る た め 、 徳 島 県 立 東 部 防 災 館 を 設 置 す る 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。
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徳 島 県 立 自 然 公 園 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

徳 島 県 立 自 然 公 園 条 例 （ 昭 和 三 十 三 年 徳 島 県 条 例 第 二 十 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 九 条 第 一 項 に 後 段 と し て 次 の よ う に 加 え る 。

こ の 場 合 に お い て 、 環 境 審 議 会 が 軽 微 な 事 項 と 認 め る も の に つ い て は 、 環 境 審 議 会 の 意 見 を 聴 く こ と を 要 し な い 。

第 十 二 条 第 四 項 中 「 第 二 項 」 を 「 第 三 項 」 に 改 め 、 同 項 を 同 条 第 五 項 と し 、 同 条 中 第 三 項 を 第 四 項 と し 、 第 二 項 を 第 三 項 と し 、 第 一 項 を 第 二 項 と し 、 同 条 に

第 一 項 と し て 次 の 一 項 を 加 え る 。

公 園 事 業 者 （ 第 十 条 第 三 項 の 認 可 を 受 け た 者 に 限 る 。 ） が 県 及 び 市 町 村 以 外 の 者 に そ の 公 園 事 業 の 全 部 を 譲 渡 す る 場 合 に お い て 、 譲 渡 人 及 び 譲 受 人 が あ ら

か じ め そ の 譲 渡 及 び 譲 受 け に つ い て 知 事 の 承 認 を 受 け た と き は 、 譲 受 人 は 、 譲 渡 人 に 係 る 公 園 事 業 者 の 地 位 を 承 継 す る 。

第 三 十 四 条 第 一 項 中 「 お い て 」 を 「 お い て は 」 に 改 め 、 同 項 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

三 野 生 動 物 （ 鳥 類 又 は 哺 乳 類 に 属 す る も の に 限 る 。 以 下 こ の 号 に お い て 同 じ 。 ） に 餌 を 与 え る こ と そ の 他 の 野 生 動 物 の 生 態 に 影 響 を 及 ぼ す 行 為 で 規 則 で 定

め る も の で あ つ て 、 徳 島 県 立 自 然 公 園 の 利 用 に 支 障 を 及 ぼ す お そ れ の あ る も の を 行 う こ と 。

第 三 十 四 条 第 二 項 中 「 前 項 第 二 号 」 の 下 に 「 又 は 第 三 号 」 を 加 え る 。

第 三 十 九 条 第 一 項 中 「 第 四 十 六 条 第 一 号 」 を 「 第 四 十 六 条 第 一 項 第 一 号 」 に 改 め る 。

第 四 十 五 条 第 一 項 中 「 次 条 各 号 」 を 「 次 条 第 一 項 各 号 」 に 改 め る 。

第 四 十 六 条 第 三 号 か ら 第 五 号 ま で を 削 り 、 同 条 第 六 号 中 「 前 各 号 」 を 「 前 二 号 」 に 改 め 、 同 号 を 同 条 第 三 号 と し 、 同 条 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

2 公 園 管 理 団 体 は 、 前 項 各 号 に 掲 げ る 業 務 の ほ か 、 次 に 掲 げ る 業 務 を 行 う こ と が で き る 。

第 五 号

徳 島 県 立 自 然 公 園 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

徳 島 県 立 自 然 公 園 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

令 和 四 年 九 月 十 四 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 五 号 徳 島 県 立 自 然 公 園 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て
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一 徳 島 県 立 自 然 公 園 の 保 護 と そ の 適 正 な 利 用 の 推 進 に 関 す る 情 報 又 は 資 料 を 収 集 し 、 及 び 提 供 す る こ と 。

二 徳 島 県 立 自 然 公 園 の 保 護 と そ の 適 正 な 利 用 の 推 進 に 関 し 必 要 な 助 言 及 び 指 導 を 行 う こ と 。

三 徳 島 県 立 自 然 公 園 の 保 護 と そ の 適 正 な 利 用 の 推 進 に 関 す る 調 査 及 び 研 究 を 行 う こ と 。

四 前 三 号 に 掲 げ る 業 務 に 附 帯 す る 業 務 を 行 う こ と 。

第 四 十 七 条 中 「 前 条 第 一 号 」 を 「 前 条 第 一 項 第 一 号 」 に 改 め る 。

第 五 十 三 条 中 「 第 十 五 条 又 は 第 三 十 二 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 命 令 に 違 反 し た 」 を 「 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 場 合 に は 、 当 該 違 反 行 為 を し た 」 に 改 め 、

同 条 に 次 の 各 号 を 加 え る 。

一 第 十 五 条 又 は 第 三 十 二 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 命 令 に 違 反 し た と き 。

二 第 二 十 一 条 第 三 項 の 規 定 に 違 反 し た と き 。

第 五 十 四 条 中 「 該 当 す る 」 の 下 に 「 場 合 に は 、 当 該 違 反 行 為 を し た 」 を 加 え 、 同 条 第 一 号 中 「 第 十 条 第 六 項 」 を 「 第 十 条 第 三 項 の 認 可 を 受 け た 者 が 、 同 条 第

六 項 」 に 、 「 者 （ 同 条 第 三 項 の 認 可 を 受 け た 者 に 限 る 。 ） 」 を 「 と き 。 」 に 改 め 、 同 条 第 二 号 中 「 者 」 を 「 と き 。 」 に 改 め 、 同 条 第 三 号 中 「 第 二 十 一 条 第 三 項 又 は 」

を 削 り 、 「 者 」 を 「 と き 。 」 に 改 め 、 同 条 第 四 号 及 び 第 五 号 中 「 者 」 を 「 と き 。 」 に 改 め る 。

第 五 十 六 条 中 「 者 」 を 「 と き は 、 当 該 違 反 行 為 を し た 者 」 に 改 め る 。

第 五 十 七 条 中 「 該 当 す る 」 の 下 に 「 場 合 に は 、 当 該 違 反 行 為 を し た 」 を 加 え 、 同 条 第 一 号 中 「 第 十 六 条 第 一 項 」 の 下 に 「 若 し く は 第 二 十 九 条 第 一 項 」 を 加 え 、

「 同 項 」 を 「 こ れ ら 」 に 、 「 者 」 を 「 と き 。 」 に 改 め 、 同 条 第 二 号 及 び 第 三 号 中 「 者 」 を 「 と き 。 」 に 改 め 、 同 条 第 四 号 を 削 り 、 同 条 第 五 号 中 「 者 」 を 「 と き 。 」

に 改 め 、 同 号 を 同 条 第 四 号 と し 、 同 条 第 六 号 中 「 者 」 を 「 と き 。 」 に 改 め 、 同 号 を 同 条 第 五 号 と し 、 同 条 第 七 号 中 「 者 」 を 「 と き 。 」 に 改 め 、 同 号 を 同 条 第 六 号

と し 、 同 条 第 八 号 中 「 者 」 を 「 と き 。 」 に 改 め 、 同 号 を 同 条 第 七 号 と し 、 同 条 第 九 号 中 「 者 」 を 「 と き 。 」 に 改 め 、 同 号 を 同 条 第 八 号 と し 、 同 条 第 十 号 中 「 同 条

第 一 項 第 二 号 」 の 下 に 「 又 は 第 三 号 」 を 加 え 、 「 者 」 を 「 と き 。 」 に 改 め 、 同 号 を 同 条 第 九 号 と し 、 同 条 第 十 一 号 中 「 者 」 を 「 と き 。 」 に 改 め 、 同 号 を 同 条 第 十

号 と す る 。
附 則

こ の 条 例 は 、 令 和 五 年 一 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

提 案 理 由

自 然 公 園 法 の 一 部 が 改 正 さ れ た こ と に 鑑 み 、 徳 島 県 立 自 然 公 園 に つ い て 、 特 別 地 域 内 に お け る 規 制 の 対 象 と な る 行 為 の 追 加 、 同 地 域 内 に お け る 許 可 を 要 す る
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行 為 に 係 る 罰 則 の 引 上 げ 等 の 措 置 を 講 ず る 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。
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職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 等 の 条 例

（ 職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）

第 一 条 職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 五 十 九 年 徳 島 県 条 例 第 四 十 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

題 名 の 次 に 次 の 目 次 及 び 章 名 を 付 す る 。

目 次
第 一 章 総 則 （ 第 一 条 ）

第 二 章 定 年 に よ る 退 職 等 （ 第 二 条 ― 第 五 条 ）

第 三 章 管 理 監 督 職 勤 務 上 限 年 齢 に よ る 降 任 等 （ 第 六 条 ― 第 十 一 条 ）

第 四 章 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 の 任 用 （ 第 十 二 条 ）

第 五 章 雑 則 （ 第 十 三 条 ）

附 則
第 一 章 総 則

第 一 条 中 「 ） 第 二 十 八 条 の 二 第 一 項 か ら 第 三 項 ま で 及 び 第 二 十 八 条 の 三 並 び に 」 を 「 。 以 下 「 法 」 と い う 。 ） 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 、 第 二 十 八 条 の 二 （ 第

三 項 を 除 く 。 ） 、 第 二 十 八 条 の 五 、 第 二 十 八 条 の 六 （ 第 四 項 を 除 く 。 ） 、 第 二 十 八 条 の 七 及 び 附 則 第 二 十 一 項 か ら 第 二 十 三 項 ま で 、 」 に 、 「 の 規 定 」 を 「 、 警 察 法

（ 昭 和 二 十 九 年 法 律 第 百 六 十 二 号 ） 第 五 十 六 条 の 四 第 二 項 並 び に 同 法 附 則 第 三 十 八 項 の 規 定 に よ り 読 み 替 え て 適 用 す る 国 家 公 務 員 法 （ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 百

二 十 号 ） 附 則 第 九 条 の 規 定 」 に 改 め る 。

第 六 号

職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 等 の 一 部 改 正 等 に つ い て

職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 等 の 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

令 和 四 年 九 月 十 四 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 六 号 職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 等 の 一 部 改 正 等 に つ い て
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第 一 条 の 次 に 次 の 章 名 を 付 す る 。

第 二 章 定 年 に よ る 退 職 等

第 三 条 を 次 の よ う に 改 め る 。

（ 定 年 ）

第 三 条 職 員 の 定 年 は 、 年 齢 六 十 五 年 と す る 。

2 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 知 事 の 事 務 部 局 に お い て 医 療 業 務 に 従 事 す る 医 師 及 び 歯 科 医 師 の 定 年 は 、 年 齢 七 十 年 と す る 。

第 四 条 第 一 項 中 「 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と 認 め る と き は 、 そ の 」 を 「 に 掲 げ る 事 由 が あ る と 認 め る と き は 、 同 条 の 規 定 に か か わ ら ず 、 当 該 」 に 、 「 そ

の 職 員 を 当 該 職 務 」 を 「 当 該 職 員 を 当 該 定 年 退 職 日 に お い て 従 事 し て い る 職 務 」 に 、 「 引 き 続 い て 」 を 「 、 引 き 続 き 」 に 改 め 、 同 項 に 次 の た だ し 書 を 加 え る 。

た だ し 、 第 九 条 の 規 定 に よ り 異 動 期 間 （ 同 条 第 一 項 に 規 定 す る 異 動 期 間 を い う 。 以 下 こ の 項 及 び 次 項 に お い て 同 じ 。 ） （ 同 条 第 一 項 又 は 第 二 項 の 規 定 に よ

り 延 長 さ れ た 期 間 を 含 む 。 ） を 延 長 し た 職 員 で あ っ て 、 定 年 退 職 日 に お い て 管 理 監 督 職 （ 第 六 条 の 管 理 監 督 職 を い う 。 以 下 こ の 項 及 び 次 項 に お い て 同 じ 。 ）

を 占 め て い る も の に つ い て は 、 第 九 条 第 一 項 又 は 第 二 項 の 規 定 に よ り 当 該 定 年 退 職 日 ま で 当 該 異 動 期 間 を 延 長 し た 場 合 で あ っ て 、 引 き 続 き 勤 務 さ せ る こ と

に つ い て 人 事 委 員 会 の 承 認 を 得 た と き に 限 る も の と し 、 当 該 期 限 は 、 当 該 職 員 が 占 め て い る 管 理 監 督 職 に 係 る 異 動 期 間 の 末 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て 三 年 を 超

え る こ と が で き な い 。

第 四 条 第 一 項 各 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

一 当 該 職 務 に 従 事 し て い る 職 員 の 交 替 が そ の 業 務 の 遂 行 上 重 大 な 障 害 と な る 特 別 の 事 情 が あ る た め 、 当 該 職 員 の 退 職 に よ り 、 公 務 の 運 営 に 著 し い 支 障 が

生 ず る こ と 。

二 当 該 職 務 が 高 度 の 知 識 、 技 能 又 は 経 験 を 必 要 と す る も の で あ る た め 、 当 該 職 員 の 退 職 に よ り 生 ず る 欠 員 を 容 易 に 補 充 す る こ と が で き ず 、 公 務 の 運 営 に

著 し い 支 障 が 生 ず る こ と 。

三 当 該 職 務 に 係 る 勤 務 環 境 そ の 他 の 勤 務 条 件 に 特 殊 性 が あ る た め 、 当 該 職 員 の 退 職 に よ り 生 ず る 欠 員 を 容 易 に 補 充 す る こ と が で き ず 、 公 務 の 運 営 に 著 し

い 支 障 が 生 ず る こ と 。

第 四 条 第 二 項 中 「 前 項 の 事 由 が 引 き 続 き 存 す る 」 を 「 前 項 各 号 に 掲 げ る 事 由 が 引 き 続 き あ る 」 に 、 「 一 年 」 を 「 こ れ ら の 期 限 の 翌 日 か ら 起 算 し て 一 年 」 に

改 め 、 同 項 た だ し 書 中 「 そ の 」 を 「 当 該 」 に 改 め 、 「 定 年 退 職 日 」 の 下 に 「 （ 同 項 た だ し 書 に 規 定 す る 職 員 に あ っ て は 、 当 該 職 員 が 占 め て い る 管 理 監 督 職 に 係

る 異 動 期 間 の 末 日 ） 」 を 加 え 、 同 条 第 三 項 中 「 引 き 続 い て 」 を 「 引 き 続 き 」 に 改 め 、 「 場 合 に は 、 」 の 下 に 「 あ ら か じ め 」 を 加 え 、 同 条 第 四 項 中 「 任 命 権 者 は 」

の 下 に 「 、 第 一 項 の 規 定 に よ り 引 き 続 き 勤 務 さ せ る こ と と し た 職 員 及 び 第 二 項 の 規 定 に よ り 期 限 を 延 長 し た 職 員 に つ い て 」 を 加 え 、 「 第 一 項 の 事 由 が 存 し な

く な つ た 」 を 「 第 一 項 各 号 に 掲 げ る 事 由 が な く な っ た 」 に 、 「 そ の 」 を 「 当 該 」 に 、 「 繰 り 上 げ て 退 職 さ せ る こ と が で き る 」 を 「 繰 り 上 げ る も の と す る 」 に 改
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め る 。
本 則 に 次 の 三 章 を 加 え る 。

第 三 章 管 理 監 督 職 勤 務 上 限 年 齢 に よ る 降 任 等

（ 管 理 監 督 職 勤 務 上 限 年 齢 に よ る 降 任 等 を す べ き 管 理 監 督 職 ）

第 六 条 法 第 二 十 八 条 の 二 第 一 項 の 条 例 で 定 め る 職 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 職 （ こ れ ら の 職 の う ち 、 医 療 業 務 に 従 事 す る 医 師 及 び 歯 科 医 師 が 占 め る 職 を 除 く 。

以 下 「 管 理 監 督 職 」 と い う 。 ） と す る 。

一 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 二 十 七 年 徳 島 県 条 例 第 二 号 。 以 下 「 職 員 給 与 条 例 」 と い う 。 ） 第 五 条 の 二 第 一 項 、 徳 島 県 学 校 職 員 給 与 条 例 （ 昭 和 二 十

七 年 徳 島 県 条 例 第 四 号 。 以 下 「 学 校 職 員 給 与 条 例 」 と い う 。 ） 第 十 四 条 の 二 第 一 項 、 企 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 四 十 一 年 徳 島 県

条 例 第 六 十 六 号 ） 第 四 条 若 し く は 病 院 事 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 （ 平 成 十 六 年 徳 島 県 条 例 第 六 十 五 号 ） 第 五 条 に 規 定 す る 管 理 職 手 当 又

は 徳 島 県 地 方 警 察 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 二 十 九 年 徳 島 県 条 例 第 二 十 七 号 。 以 下 「 警 察 職 員 給 与 条 例 」 と い う 。 ） 第 九 条 に 規 定 す る 給 料 の 特 別 調

整 額 の 支 給 を 受 け る 職 員 の 職

二 職 員 給 与 条 例 第 四 条 第 一 項 第 一 号 、 学 校 職 員 給 与 条 例 第 四 条 第 一 項 第 三 号 又 は 警 察 職 員 給 与 条 例 第 四 条 第 一 項 第 二 号 に 掲 げ る 行 政 職 給 料 表 の 適 用 を 受

け る 職 員 の う ち そ の 職 務 の 等 級 が 六 級 以 上 で あ る 職 員 の 職 （ 前 号 に 掲 げ る 職 を 除 く 。 ）

三 職 員 給 与 条 例 第 四 条 第 一 項 第 二 号 又 は 警 察 職 員 給 与 条 例 第 四 条 第 一 項 第 三 号 に 掲 げ る 研 究 職 給 料 表 の 適 用 を 受 け る 職 員 の う ち そ の 職 務 の 等 級 が 四 級 以

上 で あ る 職 員 の 職 （ 第 一 号 に 掲 げ る 職 を 除 く 。 ）

四 職 員 給 与 条 例 第 四 条 第 一 項 第 三 号 ロ に 掲 げ る 医 療 職 給 料 表 ㈡ の 適 用 を 受 け る 職 員 の う ち そ の 職 務 の 等 級 が 六 級 以 上 で あ る 職 員 の 職 （ 第 一 号 に 掲 げ る 職

を 除 く 。 ）

五 職 員 給 与 条 例 第 四 条 第 一 項 第 三 号 ハ に 掲 げ る 医 療 職 給 料 表 ㈢ の 適 用 を 受 け る 職 員 の う ち そ の 職 務 の 等 級 が 六 級 以 上 で あ る 職 員 の 職 （ 第 一 号 に 掲 げ る 職

を 除 く 。 ）

六 職 員 給 与 条 例 第 四 条 第 一 項 第 四 号 に 掲 げ る 特 定 獣 医 師 職 給 料 表 の 適 用 を 受 け る 職 員 の う ち そ の 職 務 の 等 級 が 五 級 以 上 で あ る 職 員 の 職 （ 第 一 号 に 掲 げ る

職 を 除 く 。 ）

七 学 校 職 員 給 与 条 例 第 四 条 第 一 項 第 一 号 に 掲 げ る 小 学 校 中 学 校 教 育 職 給 料 表 又 は 同 項 第 二 号 に 掲 げ る 高 等 学 校 等 教 育 職 給 料 表 の 適 用 を 受 け る 職 員 の う ち

そ の 職 務 の 等 級 が 三 級 以 上 で あ る 職 員 の 職 （ 第 一 号 に 掲 げ る 職 を 除 く 。 ）

八 警 察 法 第 六 十 二 条 に 規 定 す る 警 察 官 の 階 級 の う ち 警 視 又 は 警 部 （ 第 一 号 に 掲 げ る 職 を 除 く 。 ）

九 前 各 号 に 掲 げ る 職 の ほ か 、 こ れ ら に 相 当 す る 職 と し て 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 職
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（ 管 理 監 督 職 勤 務 上 限 年 齢 ）

第 七 条 管 理 監 督 職 勤 務 上 限 年 齢 は 、 年 齢 六 十 年 と す る 。

（ 他 の 職 へ の 降 任 等 を 行 う に 当 た っ て 遵 守 す べ き 基 準 ）

第 八 条 任 命 権 者 は 、 法 第 二 十 八 条 の 二 第 一 項 の 規 定 に よ る 管 理 監 督 職 以 外 の 職 （ 以 下 「 他 の 職 」 と い う 。 ） へ の 降 任 又 は 転 任 （ 降 給 を 伴 う 転 任 に 限 る 。 ） （ 以

下 「 降 任 等 」 と い う 。 ） を 行 う に 当 た っ て は 、 法 第 十 三 条 、 第 十 五 条 、 第 二 十 三 条 の 三 、 第 二 十 七 条 第 一 項 及 び 第 五 十 六 条 に 定 め る も の の ほ か 、 次 に 掲 げ

る 基 準 を 遵 守 し な け れ ば な ら な い 。

一 当 該 職 員 の 人 事 評 価 の 結 果 又 は 勤 務 の 状 況 及 び 職 務 経 験 等 に 基 づ き 、 降 任 等 を し よ う と す る 職 の 属 す る 職 制 上 の 段 階 の 標 準 的 な 職 に 係 る 標 準 職 務 遂 行

能 力 及 び 当 該 降 任 等 を し よ う と す る 職 に つ い て の 適 性 を 有 す る と 認 め ら れ る 職 に 、 降 任 等 を す る こ と 。

二 人 事 の 計 画 そ の 他 の 事 情 を 考 慮 し た 上 で 、 他 の 職 の う ち で き る 限 り 上 位 の 職 制 上 の 段 階 に 属 す る 職 に 、 降 任 等 を す る こ と 。

三 当 該 職 員 の 他 の 職 へ の 降 任 等 を す る 際 に 、 当 該 職 員 が 占 め て い た 管 理 監 督 職 が 属 す る 職 制 上 の 段 階 よ り 上 位 の 職 制 上 の 段 階 に 属 す る 管 理 監 督 職 を 占 め

る 職 員 （ 以 下 「 上 位 職 職 員 」 と い う 。 ） の 他 の 職 へ の 降 任 等 も す る 場 合 に は 、 第 一 号 に 掲 げ る 基 準 に 従 っ た 上 で の 状 況 そ の 他 の 事 情 を 考 慮 し て や む を 得

な い と 認 め ら れ る 場 合 を 除 き 、 上 位 職 職 員 の 降 任 等 を し た 職 が 属 す る 職 制 上 の 段 階 と 同 じ 職 制 上 の 段 階 又 は 当 該 職 制 上 の 段 階 よ り 下 位 の 職 制 上 の 段 階 に

属 す る 職 に 、 降 任 等 を す る こ と 。

2 前 項 の 規 定 は 、 警 察 法 第 五 十 六 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ る 任 命 に つ い て 準 用 す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 前 項 中 「 任 命 権 者 」 と あ る の は 「 警 察 本 部 長 」 と 、

「 法 第 二 十 八 条 の 二 第 一 項 の 規 定 に よ る 管 理 監 督 職 以 外 の 職 （ 以 下 「 他 の 職 」 と い う 。 ） へ の 降 任 又 は 転 任 （ 降 給 を 伴 う 転 任 に 限 る 。 ） （ 以 下 「 降 任 等 」 と

い う 。 ） 」 と あ る の は 「 警 察 法 第 五 十 六 条 の 四 第 一 項 に 規 定 す る 特 定 地 方 警 務 官 （ 以 下 こ の 項 に お い て 単 に 「 特 定 地 方 警 務 官 」 と い う 。 ） に つ い て 、 同 条 第

一 項 の 規 定 に よ る 任 命 （ 以 下 「 特 定 任 命 」 と い う 。 ） 」 と 、 同 項 第 一 号 中 「 当 該 職 員 」 と あ る の は 「 当 該 特 定 地 方 警 務 官 」 と 、 「 、 降 任 等 」 と あ る の は 「 、

特 定 任 命 」 と 、 「 当 該 降 任 等 」 と あ る の は 「 当 該 特 定 任 命 」 と 、 同 項 第 二 号 中 「 他 の 職 」 と あ る の は 「 警 視 以 下 の 階 級 」 と 、 「 降 任 等 」 と あ る の は 「 特 定 任

命 」 と 、 同 項 第 三 号 中 「 当 該 職 員 」 と あ る の は 「 当 該 特 定 地 方 警 務 官 」 と 、 「 他 の 職 へ の 降 任 等 」 と あ る の は 「 特 定 任 命 」 と 、 「 職 員 （ 」 と あ る の は 「 特 定

地 方 警 務 官 （ 」 と 、 「 上 位 職 職 員 」 と あ る の は 「 上 位 職 特 定 地 方 警 務 官 」 と 、 「 降 任 等 を し た 」 と あ る の は 「 特 定 任 命 を し た 」 と 、 「 、 降 任 等 」 と あ る の は

「 、 特 定 任 命 」 と 読 み 替 え る も の と す る 。

（ 管 理 監 督 職 勤 務 上 限 年 齢 に よ る 降 任 等 及 び 管 理 監 督 職 へ の 任 用 の 制 限 の 特 例 ）

第 九 条 任 命 権 者 は 、 他 の 職 へ の 降 任 等 を す べ き 管 理 監 督 職 を 占 め る 職 員 に つ い て 、 次 に 掲 げ る 事 由 が あ る と 認 め る と き は 、 当 該 職 員 が 占 め る 管 理 監 督 職 に

係 る 異 動 期 間 （ 管 理 監 督 職 勤 務 上 限 年 齢 に 達 し た 日 の 翌 日 か ら 同 日 以 後 に お け る 最 初 の 四 月 一 日 ま で の 間 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） の 末 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て

一 年 を 超 え な い 期 間 内 （ 当 該 期 間 内 に 定 年 退 職 日 が あ る 職 員 に あ っ て は 、 当 該 異 動 期 間 の 末 日 の 翌 日 か ら 定 年 退 職 日 ま で の 期 間 内 。 第 三 項 に お い て 同 じ 。 ）
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で 当 該 異 動 期 間 を 延 長 し 、 引 き 続 き 当 該 管 理 監 督 職 を 占 め る 職 員 に 、 当 該 管 理 監 督 職 を 占 め た ま ま 勤 務 を さ せ る こ と が で き る 。

一 当 該 職 務 に 従 事 し て い る 職 員 の 交 替 が そ の 業 務 の 遂 行 上 重 大 な 障 害 と な る 特 別 の 事 情 が あ る た め 、 当 該 職 員 の 他 の 職 へ の 降 任 等 に よ り 、 公 務 の 運 営 に

著 し い 支 障 が 生 ず る こ と 。

二 当 該 職 務 が 高 度 の 知 識 、 技 能 又 は 経 験 を 必 要 と す る も の で あ る た め 、 当 該 職 員 の 他 の 職 へ の 降 任 等 に よ り 生 ず る 欠 員 を 容 易 に 補 充 す る こ と が で き ず 、

公 務 の 運 営 に 著 し い 支 障 が 生 ず る こ と 。

三 当 該 職 務 に 係 る 勤 務 環 境 そ の 他 の 勤 務 条 件 に 特 殊 性 が あ る た め 、 当 該 職 員 の 他 の 職 へ の 降 任 等 に よ り 生 ず る 欠 員 を 容 易 に 補 充 す る こ と が で き ず 、 公 務

の 運 営 に 著 し い 支 障 が 生 ず る こ と 。

2 任 命 権 者 は 、 前 項 又 は こ の 項 の 規 定 に よ り 異 動 期 間 （ こ れ ら の 規 定 に よ り 延 長 さ れ た 期 間 を 含 む 。 ） が 延 長 さ れ た 管 理 監 督 職 を 占 め る 職 員 に つ い て 、 前

項 各 号 に 掲 げ る 事 由 が 引 き 続 き あ る と 認 め る と き は 、 人 事 委 員 会 の 承 認 を 得 て 、 延 長 さ れ た 当 該 異 動 期 間 の 末 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て 一 年 を 超 え な い 期 間 内

（ 当 該 期 間 内 に 定 年 退 職 日 が あ る 職 員 に あ っ て は 、 延 長 さ れ た 当 該 異 動 期 間 の 末 日 の 翌 日 か ら 定 年 退 職 日 ま で の 期 間 内 。 第 四 項 に お い て 同 じ 。 ） で 延 長 さ

れ た 当 該 異 動 期 間 を 更 に 延 長 す る こ と が で き る 。 た だ し 、 更 に 延 長 さ れ る 当 該 異 動 期 間 の 末 日 は 、 当 該 職 員 が 占 め る 管 理 監 督 職 に 係 る 異 動 期 間 の 末 日 の 翌

日 か ら 起 算 し て 三 年 を 超 え る こ と が で き な い 。

3 任 命 権 者 は 、 第 一 項 の 規 定 に よ り 異 動 期 間 を 延 長 す る こ と が で き る 場 合 を 除 き 、 他 の 職 へ の 降 任 等 を す べ き 特 定 管 理 監 督 職 群 （ 職 務 の 内 容 が 相 互 に 類 似

す る 複 数 の 管 理 監 督 職 で あ っ て 、 こ れ ら の 欠 員 を 容 易 に 補 充 す る こ と が で き な い 年 齢 別 構 成 そ の 他 の 特 別 の 事 情 が あ る 管 理 監 督 職 と し て 人 事 委 員 会 規 則 で

定 め る も の を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に 属 す る 管 理 監 督 職 を 占 め る 職 員 に つ い て 、 当 該 特 定 管 理 監 督 職 群 に 属 す る 管 理 監 督 職 の 属 す る 職 制 上 の 段 階 の 標 準 的 な

職 に 係 る 標 準 職 務 遂 行 能 力 及 び 当 該 管 理 監 督 職 に つ い て の 適 性 を 有 す る と 認 め ら れ る 職 員 （ 当 該 管 理 監 督 職 に 係 る 管 理 監 督 職 勤 務 上 限 年 齢 に 達 し た 職 員 を

除 く 。 ） の 数 が 当 該 管 理 監 督 職 の 数 に 満 た な い 等 の 事 情 が あ る た め 、 当 該 管 理 監 督 職 を 現 に 占 め る 職 員 の 他 の 職 へ の 降 任 等 に よ り 当 該 管 理 監 督 職 に 生 ず る

欠 員 を 容 易 に 補 充 す る こ と が で き ず 、 職 務 の 遂 行 上 重 大 な 障 害 が 生 ず る と 認 め る と き は 、 当 該 職 員 が 占 め る 管 理 監 督 職 に 係 る 異 動 期 間 の 末 日 の 翌 日 か ら 起

算 し て 一 年 を 超 え な い 期 間 内 で 当 該 異 動 期 間 を 延 長 し 、 引 き 続 き 当 該 職 員 に 当 該 管 理 監 督 職 を 占 め た ま ま 勤 務 を さ せ 、 又 は 当 該 職 員 を 当 該 管 理 監 督 職 が 属

す る 特 定 管 理 監 督 職 群 の 他 の 管 理 監 督 職 に 降 任 し 、 若 し く は 転 任 す る こ と が で き る 。

4 任 命 権 者 は 、 第 一 項 若 し く は 第 二 項 の 規 定 に よ り 異 動 期 間 （ こ れ ら の 規 定 に よ り 延 長 さ れ た 期 間 を 含 む 。 ） が 延 長 さ れ た 管 理 監 督 職 を 占 め る 職 員 に つ い

て 前 項 に 規 定 す る 重 大 な 障 害 が 生 ず る と 認 め る と き （ 第 二 項 の 規 定 に よ り 延 長 さ れ た 当 該 異 動 期 間 を 更 に 延 長 す る こ と が で き る と き を 除 く 。 ） 、 又 は 前 項 若

し く は こ の 項 の 規 定 に よ り 異 動 期 間 （ 前 三 項 又 は こ の 項 の 規 定 に よ り 延 長 さ れ た 期 間 を 含 む 。 ） が 延 長 さ れ た 管 理 監 督 職 を 占 め る 職 員 に つ い て 前 項 に 規 定

す る 重 大 な 障 害 が 引 き 続 き 生 ず る と 認 め る と き は 、 人 事 委 員 会 の 承 認 を 得 て 、 延 長 さ れ た 当 該 異 動 期 間 の 末 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て 一 年 を 超 え な い 期 間 内 で

延 長 さ れ た 当 該 異 動 期 間 を 更 に 延 長 す る こ と が で き る 。
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（ 異 動 期 間 の 延 長 等 に 係 る 職 員 の 同 意 ）

第 十 条 任 命 権 者 は 、 前 条 の 規 定 に よ り 異 動 期 間 を 延 長 す る 場 合 又 は 同 条 第 三 項 の 規 定 に よ り 特 定 管 理 監 督 職 群 の 他 の 管 理 監 督 職 に 降 任 等 を す る 場 合 に は 、

あ ら か じ め 、 そ れ ぞ れ 職 員 の 同 意 を 得 な け れ ば な ら な い 。

（ 異 動 期 間 の 延 長 事 由 が 消 滅 し た 場 合 の 措 置 ）

第 十 一 条 任 命 権 者 は 、 第 九 条 の 規 定 に よ り 異 動 期 間 を 延 長 し た 場 合 に お い て 、 当 該 異 動 期 間 の 末 日 の 到 来 前 に 当 該 異 動 期 間 の 延 長 の 事 由 が 消 滅 し た と き は 、

他 の 職 へ の 降 任 等 を す る も の と す る 。

第 四 章 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 の 任 用

第 十 二 条 任 命 権 者 は 、 年 齢 六 十 年 に 達 し た 日 以 後 に 退 職 （ 臨 時 的 に 任 用 さ れ る 職 員 そ の 他 の 法 律 に よ り 任 期 を 定 め て 任 用 さ れ る 職 員 及 び 非 常 勤 職 員 が 退 職

す る 場 合 を 除 く 。 ） を し た 者 （ 以 下 「 年 齢 六 十 年 以 上 退 職 者 」 と い う 。 ） を 、 従 前 の 勤 務 実 績 そ の 他 の 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 情 報 に 基 づ く 選 考 に よ り 、 短

時 間 勤 務 の 職 （ 当 該 職 を 占 め る 職 員 の 一 週 間 当 た り の 通 常 の 勤 務 時 間 が 、 常 時 勤 務 を 要 す る 職 で そ の 職 務 が 当 該 短 時 間 勤 務 の 職 と 同 種 の 職 を 占 め る 職 員 の

一 週 間 当 た り の 通 常 の 勤 務 時 間 に 比 し 短 い 時 間 で あ る 職 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に 採 用 す る こ と が で き る 。 た だ し 、 年 齢 六 十 年 以 上 退 職 者 が そ の 者 を 採 用 し

よ う と す る 短 時 間 勤 務 の 職 に 係 る 定 年 退 職 日 相 当 日 （ 短 時 間 勤 務 の 職 を 占 め る 職 員 が 、 常 時 勤 務 を 要 す る 職 で そ の 職 務 が 当 該 短 時 間 勤 務 の 職 と 同 種 の 職 を

占 め て い る も の と し た 場 合 に お け る 定 年 退 職 日 を い う 。 ） を 経 過 し た 者 で あ る と き は 、 こ の 限 り で な い 。

第 五 章 雑 則

（ 人 事 委 員 会 規 則 へ の 委 任 ）

第 十 三 条 こ の 条 例 の 施 行 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 。

附 則 第 二 項 の 見 出 し を 削 り 、 同 項 の 前 に 見 出 し と し て 「 （ 定 年 に 関 す る 特 例 等 ） 」 を 付 し 、 同 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

2 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 令 和 十 三 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 に お け る 第 三 条 第 一 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 次 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 期 間 の 区 分 に 応 じ 、 同 項

中 「 六 十 五 年 」 と あ る の は 、 そ れ ぞ れ 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る 字 句 と す る 。

令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 令 和 七 年 三 月 三 十 一 日 ま で 六 十 一 年

令 和 七 年 四 月 一 日 か ら 令 和 九 年 三 月 三 十 一 日 ま で 六 十 二 年

令 和 九 年 四 月 一 日 か ら 令 和 十 一 年 三 月 三 十 一 日 ま で 六 十 三 年

令 和 十 一 年 四 月 一 日 か ら 令 和 十 三 年 三 月 三 十 一 日 ま で 六 十 四 年
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附 則 に 次 の 三 項 、 見 出 し 及 び 二 項 を 加 え る 。

3 職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 等 の 条 例 （ 令 和 四 年 徳 島 県 条 例 第 号 。 以 下 「 令 和 四 年 改 正 等 条 例 」 と い う 。 ） 第 一 条 の 規 定 に よ る

改 正 前 の 第 三 条 第 一 号 に 掲 げ る 職 員 （ 第 三 条 第 二 項 に 規 定 す る 医 師 及 び 歯 科 医 師 を 除 く 。 ） に 相 当 す る 職 員 と し て 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 職 員 に 対 す る 第

三 条 第 一 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 前 項 の 規 定 は 、 適 用 し な い 。

4 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 令 和 十 三 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 に お け る 令 和 四 年 改 正 等 条 例 第 一 条 の 規 定 に よ る 改 正 前 の 第 三 条 第 二 号 に 掲 げ る 職 員 に 相 当 す る

職 員 と し て 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 職 員 に 対 す る 第 三 条 第 一 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 附 則 第 二 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 次 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 期 間 の 区

分 に 応 じ 、 同 条 第 一 項 中 「 六 十 五 年 」 と あ る の は 、 そ れ ぞ れ 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る 字 句 と す る 。

令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 令 和 十 一 年 三 月 三 十 一 日 ま で 六 十 三 年

令 和 十 一 年 四 月 一 日 か ら 令 和 十 三 年 三 月 三 十 一 日 ま で 六 十 四 年

5 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 令 和 十 三 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 に お け る 第 三 条 第 二 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 次 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 期 間 の 区 分 に 応 じ 、 同 項

中 「 七 十 年 」 と あ る の は 、 そ れ ぞ れ 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る 字 句 と す る 。

令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 令 和 七 年 三 月 三 十 一 日 ま で 六 十 六 年

令 和 七 年 四 月 一 日 か ら 令 和 九 年 三 月 三 十 一 日 ま で 六 十 七 年

令 和 九 年 四 月 一 日 か ら 令 和 十 一 年 三 月 三 十 一 日 ま で 六 十 八 年

令 和 十 一 年 四 月 一 日 か ら 令 和 十 三 年 三 月 三 十 一 日 ま で 六 十 九 年

（ 情 報 の 提 供 及 び 意 思 の 確 認 ）

6 任 命 権 者 は 、 当 分 の 間 、 職 員 （ 臨 時 的 に 任 用 さ れ る 職 員 そ の 他 の 法 律 に よ り 任 期 を 定 め て 任 用 さ れ る 職 員 及 び 非 常 勤 職 員 並 び に 病 院 、 診 療 所 、 保 健 所 そ

の 他 の 施 設 等 に お い て 医 療 業 務 に 従 事 す る 医 師 及 び 歯 科 医 師 を 除 く 。 以 下 同 じ 。 ） が 年 齢 六 十 年 （ 附 則 第 四 項 に 規 定 す る 者 に あ っ て は 、 年 齢 六 十 三 年 。 以

下 同 じ 。 ） に 達 す る 日 の 属 す る 年 度 の 前 年 度 （ 次 の 各 号 に 掲 げ る 職 員 に あ っ て は 、 当 該 各 号 に 定 め る 期 間 ） に お い て 、 当 該 職 員 に 対 し 、 当 該 職 員 が 年 齢 六

十 年 に 達 す る 日 以 後 に 適 用 さ れ る 任 用 及 び 給 与 に 関 す る 措 置 の 内 容 そ の 他 の 必 要 な 情 報 を 提 供 す る も の と す る と と も に 、 同 日 の 翌 日 以 後 に お け る 勤 務 の 意

思 を 確 認 す る よ う 努 め る も の と す る 。
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一 当 該 前 年 度 に 職 員 で な か っ た 者 で 、 当 該 前 年 度 の 末 日 後 に 採 用 さ れ た 職 員 （ 次 号 に 掲 げ る 職 員 を 除 く 。 ） 当 該 職 員 が 採 用 さ れ た 日 か ら 同 日 の 属 す る

年 度 の 末 日 ま で の 期 間

二 異 動 等 に よ り 当 該 前 年 度 の 末 日 を 経 過 す る こ と と な っ た 職 員 当 該 職 員 の 異 動 等 の 日 が 属 す る 年 度 （ 同 日 が 年 度 の 初 日 で あ る 場 合 は 、 当 該 年 度 の 前 年

度 ）

7 警 察 本 部 長 は 、 当 分 の 間 、 警 察 法 第 五 十 六 条 の 二 第 一 項 に 規 定 す る 特 定 地 方 警 務 官 が 年 齢 六 十 年 に 達 す る 日 の 属 す る 年 度 の 前 年 度 に お い て 、 当 該 特 定 地

方 警 務 官 に 対 し 、 当 該 特 定 地 方 警 務 官 が 年 齢 六 十 年 に 達 す る 日 以 後 に 適 用 さ れ る 任 用 及 び 給 与 に 関 す る 措 置 の 内 容 そ の 他 の 必 要 な 情 報 を 提 供 す る も の と す

る と と も に 、 同 日 の 翌 日 以 後 に お け る 勤 務 の 意 思 を 確 認 す る よ う 努 め る も の と す る 。

（ 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）

第 二 条 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 二 十 七 年 徳 島 県 条 例 第 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 八 条 第 一 項 第 一 号 中 「 以 下 」 の 下 に 「 こ の 項 か ら 第 三 項 ま で に お い て 」 を 加 え 、 同 項 第 二 号 中 「 以 下 」 の 下 に 「 こ の 条 に お い て 」 を 加 え 、 同 条 第 二 項 第

一 号 中 「 算 出 し た そ の 者 」 を 「 算 出 し た 当 該 職 員 」 に 改 め 、 「 相 当 す る 額 （ 以 下 」 の 下 に 「 こ の 号 及 び 次 項 に お い て 」 を 加 え 、 同 号 た だ し 書 中 「 以 下 」 の 下

に 「 こ の 号 及 び 第 三 号 に お い て 」 を 加 え 、 「 そ の 者 」 を 「 当 該 職 員 」 に 改 め 、 同 項 第 二 号 中 「 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 に 規 定 す る 短 時 間 勤 務 の 職 を 占 め る 職 員

（ 以 下 「 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 を 「 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ た 職 員 （ 以 下 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 に 改 め 、 同 項 第 三 号 中 「 そ

の 者 」 を 「 当 該 職 員 」 に 、 「 前 号 に 定 め る 額 の 合 計 額 と 」 を 「 同 号 に 定 め る 額 の 合 計 額 と 」 に 改 め 、 同 条 第 三 項 中 「 以 下 」 を 「 第 一 号 及 び 次 項 に お い て 」 に

改 め 、 同 項 第 一 号 中 「 そ の 者 」 を 「 当 該 職 員 」 に 改 め る 。

第 九 条 第 一 項 中 「 場 合 は 」 を 「 場 合 に は 」 に 改 め 、 同 条 第 二 項 中 「 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 に 改 め 、 同 条 第 四 項 第 一 号

及 び 第 五 項 第 一 号 中 「 場 合 は 」 を 「 場 合 に は 」 に 改 め る 。

第 十 一 条 第 二 項 中 「 第 十 一 条 の 四 」 を 「 第 十 一 条 の 四 第 二 項 」 に 、 「 そ の 者 」 を 「 当 該 職 員 」 に 改 め 、 同 条 第 三 項 中 「 地 方 公 務 員 法 第 二 十 八 条 の 四 第 一 項

又 は 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ た 職 員 （ 以 下 「 再 任 用 職 員 」 と い う 。 ） 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 に 改 め る 。

第 十 一 条 の 四 第 一 項 中 「 こ の 条 」 を 「 こ の 項 か ら 第 三 項 ま で 」 に 、 「 そ の 者 」 を 「 当 該 職 員 」 に 改 め 、 同 条 第 二 項 中 「 再 任 用 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時

間 勤 務 職 員 」 に 改 め 、 同 条 第 五 項 中 「 第 十 一 条 の 二 」 を 「 第 十 一 条 の 二 第 一 項 」 に 、 「 同 条 第 一 号 」 を 「 同 項 第 一 号 」 に 、 「 基 準 日 を い う 。 以 下 こ の 条 及 び 次

条 」 を 「 基 準 日 を い う 。 以 下 こ の 項 及 び 次 条 第 三 項 」 に 、 「 同 項 」 を 「 第 十 一 条 の 四 第 一 項 」 に 、 「 定 め る 日 を い う 。 以 下 こ の 条 及 び 次 条 」 を 「 定 め る 日 を い

う 。 以 下 こ の 項 及 び 次 条 第 一 項 」 に 改 め る 。

第 十 一 条 の 六 の 見 出 し 中 「 再 任 用 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 に 改 め 、 同 条 中 「 及 び 第 十 条 の 二 の 二 」 を 「 、 第 十 条 の 二 の 二 及 び 第 十 四 条 第

三 項 か ら 第 十 項 ま で 」 に 、 「 再 任 用 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 に 改 め る 。
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第 十 四 条 の 前 の 見 出 し を 削 り 、 同 条 に 見 出 し と し て 「 （ 初 任 給 、 昇 格 、 昇 給 等 の 基 準 ） 」 を 付 し 、 同 条 第 四 項 中 「 の 定 め る 」 を 「 で 定 め る 」 に 改 め 、 同 条 第

五 項 中 「 そ の 者 」 を 「 当 該 職 員 」 に 改 め 、 同 条 第 十 一 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

11 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 の 給 料 月 額 は 、 当 該 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 に 適 用 さ れ る 給 料 表 の 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 の 欄 に 掲 げ る 基 準 給 料

月 額 の う ち 、 第 二 項 の 規 定 に よ り 当 該 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 の 属 す る 職 務 の 等 級 に 応 じ た 額 に 、 勤 務 時 間 条 例 第 二 条 第 三 項 又 は 第 四 項 の 規 定 に よ り

定 め ら れ た 当 該 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 の 勤 務 時 間 を 同 条 第 一 項 に 規 定 す る 勤 務 時 間 で 除 し て 得 た 数 を 乗 じ て 得 た 額 と す る 。

第 十 四 条 の 二 を 削 る 。

第 十 八 条 第 二 号 中 「 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 に 、 「 そ の 者 」 を 「 当 該 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 に 改 め る 。

附 則 第 一 項 に 見 出 し と し て 「 （ 施 行 期 日 ） 」 を 付 す る 。

附 則 第 二 項 に 見 出 し と し て 「 （ 経 過 措 置 ） 」 を 付 す る 。

附 則 第 三 項 の 前 に 見 出 し と し て 「 （ 六 十 歳 に 達 し た 日 後 に お け る 最 初 の 四 月 一 日 以 後 に お け る 給 料 月 額 等 の 特 例 措 置 ） 」 を 付 し 、 同 項 か ら 附 則 第 六 項 ま で を

次 の よ う に 改 め る 。

3 当 分 の 間 、 職 員 の 給 料 月 額 は 、 当 該 職 員 が 六 十 歳 に 達 し た 日 後 に お け る 最 初 の 四 月 一 日 （ 附 則 第 五 項 に お い て 「 特 定 日 」 と い う 。 ） 以 後 、 当 該 職 員 に 適

用 さ れ る 給 料 表 の 給 料 月 額 の う ち 、 第 十 四 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 当 該 職 員 の 属 す る 職 務 の 等 級 並 び に 同 条 第 三 項 、 第 四 項 、 第 六 項 及 び 第 七 項 の 規 定 に よ り

当 該 職 員 の 受 け る 号 俸 に 応 じ た 額 に 百 分 の 七 十 を 乗 じ て 得 た 額 （ 当 該 額 に 、 五 十 円 未 満 の 端 数 を 生 じ た と き は こ れ を 切 り 捨 て 、 五 十 円 以 上 百 円 未 満 の 端 数

を 生 じ た と き は こ れ を 百 円 に 切 り 上 げ る も の と す る 。 ） と す る 。

4 前 項 の 規 定 は 、 次 に 掲 げ る 職 員 に は 適 用 し な い 。

一 臨 時 的 任 用 職 員 そ の 他 の 法 律 に よ り 任 期 を 定 め て 任 用 さ れ る 職 員 及 び 非 常 勤 職 員

二 職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 等 の 条 例 （ 令 和 四 年 徳 島 県 条 例 第 号 ） 第 一 条 の 規 定 に よ る 改 正 前 の 職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 （ 昭

和 五 十 九 年 徳 島 県 条 例 第 四 十 一 号 ） 第 三 条 第 一 号 に 掲 げ る 職 員 （ 第 四 号 に 掲 げ る 職 員 を 除 く 。 ） に 相 当 す る 職 員 と し て 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 職 員

三 職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 第 九 条 第 一 項 又 は 第 二 項 の 規 定 に よ り 同 条 第 一 項 に 規 定 す る 異 動 期 間 （ 同 項 又 は 同 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 延 長 さ れ た 期 間 を

含 む 。 ） が 延 長 さ れ た 同 条 例 第 六 条 の 管 理 監 督 職 を 占 め る 職 員

四 職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 第 三 条 第 二 項 に 規 定 す る 職 員

五 職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 第 四 条 第 一 項 又 は 第 二 項 の 規 定 に よ り 勤 務 し て い る 職 員 （ 同 条 例 第 二 条 に 規 定 す る 定 年 退 職 日 に お い て 前 項 の 規 定 が 適 用 さ

れ て い た 職 員 を 除 く 。 ）

5 地 方 公 務 員 法 第 二 十 八 条 の 二 第 一 項 の 規 定 に よ る 管 理 監 督 職 以 外 の 職 へ の 降 任 又 は 転 任 （ 降 給 を 伴 う 転 任 に 限 る 。 以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。 ） を さ れ た
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職 員 で あ つ て 、 当 該 降 任 又 は 転 任 を さ れ た 日 （ 以 下 こ の 項 及 び 附 則 第 七 項 に お い て 「 異 動 日 」 と い う 。 ） の 前 日 か ら 引 き 続 き 同 一 の 給 料 表 の 適 用 を 受 け る

も の の う ち 、 特 定 日 に 附 則 第 三 項 の 規 定 に よ り 当 該 職 員 の 受 け る 給 料 月 額 （ 以 下 こ の 項 に お い て 「 特 定 日 給 料 月 額 」 と い う 。 ） が 異 動 日 の 前 日 に 当 該 職 員

が 受 け て い た 給 料 月 額 に 百 分 の 七 十 を 乗 じ て 得 た 額 （ 当 該 額 に 、 五 十 円 未 満 の 端 数 を 生 じ た と き は こ れ を 切 り 捨 て 、 五 十 円 以 上 百 円 未 満 の 端 数 を 生 じ た と

き は こ れ を 百 円 に 切 り 上 げ る も の と す る 。 以 下 こ の 項 に お い て 「 基 礎 給 料 月 額 」 と い う 。 ） に 達 し な い こ と と な る 職 員 （ 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 職 員 を 除

く 。 ） に は 、 当 分 の 間 、 特 定 日 以 後 、 附 則 第 三 項 の 規 定 に よ り 当 該 職 員 の 受 け る 給 料 月 額 の ほ か 、 基 礎 給 料 月 額 と 特 定 日 給 料 月 額 と の 差 額 に 相 当 す る 額 を

給 料 と し て 支 給 す る 。

6 前 項 の 規 定 に よ る 給 料 の 額 と 当 該 給 料 を 支 給 さ れ る 職 員 の 受 け る 給 料 月 額 と の 合 計 額 が 第 十 四 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 当 該 職 員 の 属 す る 職 務 の 等 級 に お け

る 最 高 の 号 俸 の 給 料 月 額 を 超 え る 場 合 に お け る 前 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 項 中 「 基 礎 給 料 月 額 と 特 定 日 給 料 月 額 」 と あ る の は 、 「 第 十 四 条 第 二 項 の

規 定 に よ り 当 該 職 員 の 属 す る 職 務 の 等 級 に お け る 最 高 の 号 俸 の 給 料 月 額 と 当 該 職 員 の 受 け る 給 料 月 額 」 と す る 。

附 則 に 次 の 四 項 を 加 え る 。

7 異 動 日 の 前 日 か ら 引 き 続 き 給 料 表 の 適 用 を 受 け る 職 員 （ 附 則 第 三 項 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 職 員 に 限 り 、 附 則 第 五 項 に 規 定 す る 職 員 を 除 く 。 ） で あ つ て 、

同 項 の 規 定 に よ る 給 料 を 支 給 さ れ る 職 員 と の 権 衡 上 必 要 が あ る と 認 め ら れ る も の に は 、 当 分 の 間 、 当 該 職 員 の 受 け る 給 料 月 額 の ほ か 、 人 事 委 員 会 規 則 で 定

め る と こ ろ に よ り 、 前 二 項 の 規 定 に 準 じ て 算 出 し た 額 を 給 料 と し て 支 給 す る 。

8 附 則 第 五 項 又 は 前 項 の 規 定 に よ る 給 料 を 支 給 さ れ る 職 員 以 外 の 附 則 第 三 項 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 職 員 で あ つ て 、 任 用 の 事 情 を 考 慮 し て 当 該 給 料 を 支 給 さ

れ る 職 員 と の 権 衡 上 必 要 が あ る と 認 め ら れ る も の に は 、 当 分 の 間 、 当 該 職 員 の 受 け る 給 料 月 額 の ほ か 、 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 前 三 項 の 規

定 に 準 じ て 算 出 し た 額 を 給 料 と し て 支 給 す る 。

9 附 則 第 五 項 又 は 前 二 項 の 規 定 に よ る 給 料 を 支 給 さ れ る 職 員 に 対 す る 第 十 条 の 四 第 二 項 及 び 第 十 一 条 第 五 項 （ 第 十 一 条 の 四 第 四 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を

含 む 。 ） の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 こ れ ら の 規 定 中 「 給 料 月 額 」 と あ る の は 、 「 給 料 月 額 と 附 則 第 五 項 、 第 七 項 又 は 第 八 項 の 規 定 に よ る 給 料 の 額 と の 合 計 額 」

と す る 。

（ 人 事 委 員 会 規 則 へ の 委 任 ）

10 附 則 第 三 項 か ら 前 項 ま で に 定 め る も の の ほ か 、 附 則 第 三 項 の 規 定 に よ る 給 料 月 額 、 附 則 第 五 項 の 規 定 に よ る 給 料 そ の 他 附 則 第 三 項 か ら 前 項 ま で の 規 定 の

施 行 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 。

別 表 第 一 再 任 用 職 員 以 外 の 職 員 の 欄 中 「 再任用職員 」 を 「定年前再任用短時間勤務職員 」 に 改 め 、 同 表 再 任 用 職 員 の 欄 を 次 の よ う に 改 め る 。
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定年前再
任用短時
間勤務職
員

基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額

187，700215，200255，200274，600289，700315，100356，800389，900441，000

別 表 第 二 再 任 用 職 員 以 外 の 職 員 の 欄 中 「再任用職員 」 を 「定年前再任用短時間勤務職員 」 に 改 め 、 同 表 再 任 用 職 員 の 欄 を 次 の よ う に 改 め る 。

定年前再
任用短時
間勤務職
員

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

217，500 258，700 283，500 325，900 384，400

別 表 第 三 イ の 表 再 任 用 職 員 以 外 の 職 員 の 欄 中 「再任用職員 」 を 「定年前再任用短時間勤務職員 」 に 改 め 、 同 表 再 任 用 職 員 の 欄 を 次 の よ う に 改 め る 。

定年前再
任用短時
間勤務職
員

基 準
給 料 月

円
額

基 準
給 料 月

円
額

基 準
給 料 月

円
額

基 準
給 料 月

円
額

296，200 338，600 393，000 466，000

別 表 第 三 ロ の 表 再 任 用 職 員 以 外 の 職 員 の 欄 中 「再任用職員 」 を 「定年前再任用短時間勤務職員 」 に 改 め 、 同 表 再 任 用 職 員 の 欄 を 次 の よ う に 改 め る 。

定年前再
任用短時
間勤務職
員

基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額

188，700 215，300 243，500 256，900 282，100 322，800 365，000 426，500

別 表 第 三 ハ の 表 再 任 用 職 員 以 外 の 職 員 の 欄 中 「再任用職員 」 を 「定年前再任用短時間勤務職員 」 に 改 め 、 同 表 再 任 用 職 員 の 欄 を 次 の よ う に 改 め る 。

定年前再
任用短時
間勤務職
員

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

235，100 255，400 262，600 272，800 289，100 326，200 370，600

別 表 第 四 再 任 用 職 員 以 外 の 職 員 の 欄 中 「再任用職員 」 を 「定年前再任用短時間勤務職員 」 に 改 め 、 同 表 再 任 用 職 員 の 欄 を 次 の よ う に 改 め る 。
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定年前再
任用短時
間勤務職
員

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

210，100 240，800 283，300 315，400 356，800 389，900 441，000
（ 技 能 労 務 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 を 定 め る 条 例 の 一 部 改 正 ）

第 三 条 技 能 労 務 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 を 定 め る 条 例 （ 昭 和 三 十 一 年 徳 島 県 条 例 第 六 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 第 一 項 第 二 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

二 地 方 公 務 員 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 六 十 一 号 ） 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ た 職 員 （ 以 下 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 と い う 。 ）

第 十 条 中 「 、 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 」 の 下 に 「 （ 昭 和 二 十 七 年 徳 島 県 条 例 第 二 号 ） 」 を 加 え る 。

第 十 条 の 二 を 次 の よ う に 改 め る 。

（ 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 に つ い て の 適 用 除 外 ）

第 十 条 の 二 第 四 条 、 第 四 条 の 四 、 第 八 条 の 二 及 び 第 八 条 の 三 の 規 定 は 、 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 に は 適 用 し な い 。

第 十 一 条 第 二 項 中 「 定 年 退 職 の 日 か ら 五 年 を さ か の ぼ つ た 日 後 の 日 」 を 「 五 十 五 歳 に 達 し た 日 の 属 す る 年 度 の 翌 年 度 の 四 月 一 日 」 に 改 め る 。

附 則 第 二 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

2 当 分 の 間 、 職 員 が 六 十 歳 （ 職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 等 の 条 例 （ 令 和 四 年 徳 島 県 条 例 第 号 ） 第 一 条 の 規 定 に よ る 改 正 前 の 職 員

の 定 年 等 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 五 十 九 年 徳 島 県 条 例 第 四 十 一 号 ） 第 三 条 第 二 号 に 掲 げ る 職 員 に 相 当 す る 職 員 と し て 任 命 権 者 が 定 め る 職 員 に あ つ て は 、 六 十 三

歳 ） に 達 し た 日 後 に お け る 最 初 の 四 月 一 日 以 後 、 当 該 職 員 の 給 料 に つ い て は 、 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 附 則 第 三 項 及 び 第 四 項 の 規 定 の 例 に よ り 任 命 権 者 が

定 め る も の と す る 。

附 則 第 三 項 を 削 る 。

（ 職 員 の 分 限 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）

第 四 条 職 員 の 分 限 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 四 十 年 徳 島 県 条 例 第 十 八 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 一 条 中 「 、 法 律 」 を 「 、 法 律 又 は 他 の 条 例 」 に 、 「 の 事 由 」 を 「 及 び 降 給 の 事 由 」 に 、 「 及 び 休 職 」 を 「 、 休 職 及 び 降 給 」 に 改 め る 。

第 五 条 中 「 を そ の 意 に 反 し て 降 任 し 、 免 職 し 、 又 は 休 職 に 」 を 「 に 対 し 、 そ の 意 に 反 し て 、 降 任 （ 法 第 二 十 八 条 の 二 第 一 項 の 規 定 に よ る 管 理 監 督 職 以 外 の

職 へ の 降 任 を 除 く 。 ） 、 免 職 又 は 休 職 の 処 分 を 」 に 改 め る 。

附 則 第 一 項 に 見 出 し と し て 「 （ 施 行 期 日 ） 」 を 付 す る 。
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附 則 第 二 項 に 見 出 し と し て 「 （ 経 過 措 置 ） 」 を 付 す る 。

附 則 に 次 の 二 項 を 加 え る 。

（ 降 給 の 事 由 ）

3 職 員 が 次 の 各 号 に 定 め る 規 定 の 適 用 を 受 け る 場 合 に お け る 法 第 二 十 七 条 第 二 項 の 条 例 で 定 め る 事 由 （ 降 給 に 係 る も の に 限 る 。 ） は 、 そ れ ぞ れ 次 の 各 号 に

掲 げ る 事 由 と す る 。

一 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 二 十 七 年 徳 島 県 条 例 第 二 号 ） 附 則 第 三 項 で 定 め る 事 由

二 徳 島 県 学 校 職 員 給 与 条 例 （ 昭 和 二 十 七 年 徳 島 県 条 例 第 四 号 ） 附 則 第 三 項 で 定 め る 事 由

三 徳 島 県 地 方 警 察 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 二 十 九 年 徳 島 県 条 例 第 二 十 七 号 ） 附 則 第 三 項 で 定 め る 事 由

四 技 能 労 務 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 を 定 め る 条 例 （ 昭 和 三 十 一 年 徳 島 県 条 例 第 六 号 ） 附 則 第 二 項 で 定 め る 事 由

五 企 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 四 十 一 年 徳 島 県 条 例 第 六 十 六 号 ） 附 則 第 二 項 で 定 め る 事 由

六 病 院 事 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 （ 平 成 十 六 年 徳 島 県 条 例 第 六 十 五 号 ） 附 則 第 五 項 で 定 め る 事 由

（ 降 給 の 手 続 ）

4 前 項 各 号 に 定 め る 規 定 の 適 用 を 受 け る 職 員 に は 、 人 事 委 員 会 規 則 の 規 定 又 は 任 命 権 者 が 定 め る と こ ろ に よ り 、 当 該 規 定 の 適 用 に よ り 給 料 月 額 が 異 動 す る

こ と と な つ た 旨 の 通 知 を 行 う も の と す る 。

（ 職 員 の 懲 戒 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）

第 五 条 職 員 の 懲 戒 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 四 十 年 徳 島 県 条 例 第 十 九 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 四 条 第 一 項 中 「 期 間 、 」 の 下 に 「 そ の 発 令 の 日 に 受 け る 」 を 加 え 、 同 項 に 後 段 と し て 次 の よ う に 加 え る 。

こ の 場 合 に お い て 、 そ の 減 ず る 額 が 現 に 受 け る 給 料 の 月 額 の 五 分 の 一 に 相 当 す る 額 を 超 え る と き は 、 当 該 額 を 減 ず る も の と す る 。

（ 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 日 及 び 休 暇 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）

第 六 条 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 日 及 び 休 暇 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 四 十 年 徳 島 県 条 例 第 二 十 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 第 三 項 中 「 第 二 十 八 条 の 四 第 一 項 又 は 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 」 を 「 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 」 に 改 め 、 「 で 同 項 に 規 定 す る 短 時 間 勤 務 の 職 を 占 め る も

の 」 を 削 り 、 「 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 に 改 め る 。

第 三 条 、 第 四 条 第 二 項 、 第 十 一 条 第 一 項 第 一 号 及 び 第 十 七 条 中 「 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 に 改 め る 。

（ 外 国 の 地 方 公 共 団 体 の 機 関 等 に 派 遣 さ れ る 職 員 の 処 遇 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）

第 七 条 外 国 の 地 方 公 共 団 体 の 機 関 等 に 派 遣 さ れ る 職 員 の 処 遇 等 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 六 十 三 年 徳 島 県 条 例 第 五 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。
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第 二 条 第 二 項 第 一 号 中 「 （ 地 方 公 務 員 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 六 十 一 号 ） 第 二 十 八 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ る 職 員 を 除 く 。 ） 」 を 削 り 、 同 項

第 三 号 中 「 地 方 公 務 員 法 」 の 下 に 「 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 六 十 一 号 ） 」 を 加 え 、 同 項 第 五 号 中 「 の 一 」 を 「 の い ず れ か 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 六 号 と し 、

同 項 第 四 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

五 職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 第 九 条 の 規 定 に よ り 同 条 第 一 項 に 規 定 す る 異 動 期 間 （ 同 条 の 規 定 に よ り 延 長 さ れ た 期 間 を 含 む 。 ） を 延 長 さ れ た 同 条 例 第 六

条 の 管 理 監 督 職 を 占 め る 職 員

（ 職 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）

第 八 条 職 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 条 例 （ 平 成 四 年 徳 島 県 条 例 第 六 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 中 第 三 号 を 第 四 号 と し 、 第 二 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

三 職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 第 九 条 の 規 定 に よ り 同 条 第 一 項 に 規 定 す る 異 動 期 間 （ 同 条 の 規 定 に よ り 延 長 さ れ た 期 間 を 含 む 。 以 下 「 異 動 期 間 」 と い う 。 ）

を 延 長 さ れ た 同 条 例 第 六 条 の 管 理 監 督 職 を 占 め る 職 員

第 二 条 の 三 第 二 号 中 「 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 に 規 定 す る 短 時 間 勤 務 の 職 を 占 め る 職 員 （ 以 下 「 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 を 「 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に

よ り 採 用 さ れ た 職 員 （ 以 下 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 に 改 め る 。

第 十 条 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

三 職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 第 九 条 の 規 定 に よ り 異 動 期 間 を 延 長 さ れ た 同 条 例 第 六 条 の 管 理 監 督 職 を 占 め る 職 員

第 十 七 条 中 「 第 二 十 一 条 」 を 「 第 二 十 条 」 に 改 め 、 同 条 の 表 第 八 条 第 二 項 第 二 号 の 項 中 「 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 に 規 定 す る 短 時 間 勤 務 の 職 を 占 め る 職 員 （ 以

下 「 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 を 「 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ た 職 員 （ 以 下 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 に 改 め 、 同 表 第 十 四 条 第 十 一 項

の 項 を 削 り 、 同 表 第 十 八 条 第 二 号 の 項 中 「 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 を 「 （ 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 に 、 「 育 児 短 時 間 勤 務 職 員 等 」 を 「 （ 育 児 短 時 間 勤 務

職 員 等 」 に 、 「 そ の 者 」 を 「 当 該 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 に 改 め る 。

第 十 八 条 の 表 第 五 条 第 十 一 項 の 項 を 削 り 、 同 表 第 十 一 条 第 二 項 第 二 号 の 項 中 「 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 」 に 改 め 、

「 （ 平 成 三 年 法 律 第 百 十 号 ） 」 を 削 り 、 同 表 第 二 十 条 第 二 号 の 項 中 「 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 」 を 「 （ 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 」 に 、 「 育 児 短 時 間 勤

務 学 校 職 員 等 」 を 「 （ 育 児 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 等 」 に 、 「 そ の 者 」 を 「 当 該 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 」 に 改 め る 。

第 十 九 条 の 表 第 五 条 第 十 一 項 の 項 を 削 り 、 第 十 三 条 第 二 項 第 二 号 の 項 中 「 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 」 に 改 め 、 同

表 第 二 十 二 条 第 二 号 の 項 中 「 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 」 を 「 （ 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 」 に 、 「 育 児 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 等 」 を 「 （ 育 児 短 時 間 勤 務

警 察 職 員 等 」 に 、 「 そ の 者 」 を 「 当 該 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 」 に 改 め る 。

第 二 十 一 条 第 二 号 及 び 第 二 十 二 条 第 一 項 中 「 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 に 改 め る 。
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附 則 に 次 の 見 出 し 、 二 項 、 見 出 し 、 二 項 、 見 出 し 及 び 二 項 を 加 え る 。

（ 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 附 則 第 三 項 の 規 定 が 適 用 さ れ る 育 児 短 時 間 勤 務 を し て い る 職 員 等 に 関 す る 読 替 え ）

3 育 児 短 時 間 勤 務 を し て い る 職 員 に 対 す る 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 附 則 第 三 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 項 中 「 ） と す る 」 と あ る の は 、 「 ） に 、 勤 務 時

間 条 例 第 二 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 定 め ら れ た そ の 者 の 勤 務 時 間 を 同 条 第 一 項 に 規 定 す る 勤 務 時 間 で 除 し て 得 た 数 を 乗 じ て 得 た 額 と す る 」 と す る 。

4 育 児 休 業 法 第 十 七 条 の 規 定 に よ る 勤 務 を し て い る 職 員 が 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 附 則 第 三 項 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 場 合 に お け る 第 十 七 条 の 規 定 の 適 用 に

つ い て は 、 同 条 中 「 第 二 十 条 ま で 」 と あ る の は 、 「 第 二 十 条 ま で 及 び 附 則 第 三 項 」 と す る 。

（ 徳 島 県 学 校 職 員 給 与 条 例 附 則 第 三 項 の 規 定 が 適 用 さ れ る 育 児 短 時 間 勤 務 を し て い る 学 校 職 員 等 に 関 す る 読 替 え ）

5 育 児 短 時 間 勤 務 を し て い る 学 校 職 員 に 対 す る 徳 島 県 学 校 職 員 給 与 条 例 附 則 第 三 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 項 中 「 ） と す る 」 と あ る の は 、 「 ） に 、 勤

務 時 間 条 例 第 二 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 定 め ら れ た そ の 者 の 勤 務 時 間 を 同 条 第 一 項 に 規 定 す る 勤 務 時 間 で 除 し て 得 た 数 を 乗 じ て 得 た 額 と す る 」 と す る 。

6 育 児 休 業 法 第 十 七 条 の 規 定 に よ る 勤 務 を し て い る 学 校 職 員 が 徳 島 県 学 校 職 員 給 与 条 例 附 則 第 三 項 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 場 合 に お け る 第 十 七 条 の 規 定 の 適

用 に つ い て は 、 同 条 中 「 第 二 十 条 ま で 」 と あ る の は 、 「 第 二 十 条 ま で 及 び 附 則 第 五 項 」 と す る 。

（ 徳 島 県 地 方 警 察 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 附 則 第 三 項 の 規 定 が 適 用 さ れ る 育 児 短 時 間 勤 務 を し て い る 警 察 職 員 等 に 関 す る 読 替 え ）

7 育 児 短 時 間 勤 務 を し て い る 警 察 職 員 に 対 す る 徳 島 県 地 方 警 察 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 附 則 第 三 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 項 中 「 ） と す る 」 と あ る の

は 、 「 ） に 、 勤 務 時 間 条 例 第 二 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 定 め ら れ た そ の 者 の 勤 務 時 間 を 同 条 第 一 項 に 規 定 す る 勤 務 時 間 で 除 し て 得 た 数 を 乗 じ て 得 た 額 と す る 」

と す る 。

8 育 児 休 業 法 第 十 七 条 の 規 定 に よ る 勤 務 を し て い る 警 察 職 員 が 徳 島 県 地 方 警 察 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 附 則 第 三 項 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 場 合 に お け る 第 十

七 条 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 条 中 「 第 二 十 条 ま で 」 と あ る の は 、 「 第 二 十 条 ま で 及 び 附 則 第 七 項 」 と す る 。

（ 公 益 的 法 人 等 へ の 職 員 の 派 遣 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）

第 九 条 公 益 的 法 人 等 へ の 職 員 の 派 遣 等 に 関 す る 条 例 （ 平 成 十 三 年 徳 島 県 条 例 第 四 十 五 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 第 二 項 第 一 号 中 「 第 二 十 八 条 の 四 第 一 項 又 は 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 」 を 「 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 」 に 改 め 、 同 項 第 二 号 中 「 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 に

規 定 す る 短 時 間 勤 務 の 職 を 占 め る 」 を 「 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ る 」 に 改 め 、 同 項 中 第 五 号 を 第 六 号 と し 、 第 四 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え

る 。
五 職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 第 九 条 の 規 定 に よ り 同 条 第 一 項 に 規 定 す る 異 動 期 間 （ 同 条 の 規 定 に よ り 延 長 さ れ た 期 間 を 含 む 。 ） を 延 長 さ れ た 同 条 例 第 六

条 の 管 理 監 督 職 を 占 め る 職 員

（ 職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）
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第 十 条 職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 条 例 （ 平 成 十 四 年 徳 島 県 条 例 第 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 十 二 条 の 見 出 し 中 「 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 に 改 め 、 同 条 中 「 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 に 規 定 す る 短 時 間 勤 務 の 職 を 占

め る 」 を 「 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ た 」 に 改 め る 。

（ 職 員 の 高 齢 者 部 分 休 業 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）

第 十 一 条 職 員 の 高 齢 者 部 分 休 業 に 関 す る 条 例 （ 平 成 十 七 年 徳 島 県 条 例 第 十 五 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 第 二 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

2 法 第 二 十 六 条 の 三 第 一 項 の 条 例 で 定 め る 年 齢 は 、 年 齢 五 十 五 年 と す る 。

第 二 条 第 三 項 中 「 前 項 に 規 定 す る 年 齢 」 を 「 年 齢 五 十 五 年 」 に 改 め る 。

（ 徳 島 県 人 事 行 政 の 運 営 等 の 状 況 の 公 表 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）

第 十 二 条 徳 島 県 人 事 行 政 の 運 営 等 の 状 況 の 公 表 に 関 す る 条 例 （ 平 成 十 七 年 徳 島 県 条 例 第 十 六 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 三 条 中 「 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 に 規 定 す る 短 時 間 勤 務 の 職 を 占 め る 」 を 「 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ る 」 に 改 め る 。

（ 会 計 年 度 任 用 職 員 の 給 与 及 び 費 用 弁 償 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）

第 十 三 条 会 計 年 度 任 用 職 員 の 給 与 及 び 費 用 弁 償 に 関 す る 条 例 （ 令 和 元 年 徳 島 県 条 例 第 十 九 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 十 五 条 中 「 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 に 規 定 す る 短 時 間 勤 務 の 職 を 占 め る 職 員 （ 以 下 「 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 を 「 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ り 採 用

さ れ た 職 員 （ 以 下 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 に 改 め る 。

第 二 十 条 第 一 項 第 一 号 中 「 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 に 改 め る 。

（ 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）

第 十 四 条 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 二 十 九 年 徳 島 県 条 例 第 三 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 第 一 項 中 「 地 方 公 務 員 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 六 十 一 号 ） 第 二 十 八 条 の 四 第 一 項 又 は 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ た 者 を 除 く 。 」

を 削 り 、 同 条 第 二 項 中 「 地 方 公 務 員 法 」 の 下 に 「 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 六 十 一 号 ） 」 を 加 え る 。

第 二 条 の 四 中 「 第 五 条 の 三 」 を 「 第 五 条 の 三 の 二 」 に 改 め る 。

第 四 条 第 一 項 第 一 号 及 び 第 三 号 中 「 引 き 続 い て 」 を 「 引 き 続 き 」 に 改 め る 。

第 五 条 第 一 項 第 一 号 及 び 第 六 号 中 「 引 き 続 い て 」 を 「 引 き 続 き 」 に 改 め 、 同 条 第 二 項 中 「 （ 前 項 」 を 「 （ 同 項 」 に 改 め る 。

第 五 条 の 二 第 一 項 中 「 退 職 し た 者 」 の 下 に 「 （ 警 察 法 （ 昭 和 二 十 九 年 法 律 第 百 六 十 二 号 ） 第 五 十 六 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ る 任 命 （ 第 五 条 の 三 の 二 並 び に

附 則 第 十 二 項 及 び 第 十 九 項 に お い て 「 特 定 任 命 」 と い う 。 ） に よ り 職 員 と な つ た 後 に 退 職 し た 者 を 除 く 。 ） 」 を 加 え る 。
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第 五 条 の 三 中 「 十 五 年 」 を 「 二 十 年 」 に 改 め 、 同 条 の 次 に 次 の 一 条 を 加 え る 。

（ 特 定 任 命 に よ り 職 員 と な つ た 後 に 退 職 し た 者 に 関 す る 準 用 規 定 ）

第 五 条 の 三 の 二 第 五 条 の 二 （ 前 条 に お い て 読 み 替 え て 適 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 規 定 は 、 特 定 任 命 に よ り 職 員 と な つ た 後 に 退 職 し た 者 に つ い て 準 用 す る 。

こ の 場 合 に お い て 、 第 五 条 の 二 の 見 出 し 中 「 給 料 月 額 」 と あ る の は 「 俸 給 月 額 」 と 、 同 条 第 一 項 中 「 退 職 し た 者 （ 警 察 法 （ 昭 和 二 十 九 年 法 律 第 百 六 十 二 号 ）

第 五 十 六 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ る 任 命 （ 第 五 条 の 三 の 二 並 び に 附 則 第 十 二 項 及 び 第 十 九 項 に お い て 「 特 定 任 命 」 と い う 。 ） に よ り 職 員 と な つ た 後 に 退 職

し た 者 を 除 く 。 ） 」 と あ る の は 「 特 定 任 命 （ 警 察 法 （ 昭 和 二 十 九 年 法 律 第 百 六 十 二 号 ） 第 五 十 六 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ る 任 命 を い う 。 ） に よ り 職 員 と な つ

た 後 に 退 職 し た 者 」 と 、 「 給 料 月 額 の 減 額 改 定 （ 給 料 月 額 の 改 定 を す る 条 例 が 制 定 さ れ た 場 合 に お い て 、 当 該 条 例 に よ る 改 定 に よ り 当 該 改 定 前 に 受 け て い

た 給 料 月 額 が 減 額 さ れ る こ と を い う 。 」 と あ る の は 「 俸 給 月 額 の 減 額 改 定 （ 国 家 公 務 員 退 職 手 当 法 （ 昭 和 二 十 八 年 法 律 第 百 八 十 二 号 ） 第 五 条 の 二 第 一 項 に

規 定 す る 俸 給 月 額 の 減 額 改 定 を い う 。 」 と 、 「 給 料 月 額 が 減 額 さ れ た こ と が あ る 場 合 」 と あ る の は 「 俸 給 月 額 が 減 額 さ れ た こ と が あ る 場 合 （ 特 定 任 命 を 受 け

た こ と に よ り 、 特 定 任 命 前 の 俸 給 月 額 よ り も 少 な い 給 料 月 額 を 支 給 さ れ る こ と と な つ た 場 合 を 含 む 。 ） 」 と 、 「 給 料 月 額 の う ち 」 と あ る の は 「 俸 給 月 額 の う

ち 」 と 、 同 項 並 び に 前 条 の 表 第 五 条 の 二 第 一 項 第 一 号 の 項 及 び 第 五 条 の 二 第 一 項 第 二 号 ロ の 項 中 「 特 定 減 額 前 給 料 月 額 」 と あ る の は 「 特 定 減 額 前 俸 給 月 額 」

と 読 み 替 え る も の と す る 。

第 六 条 の 二 各 号 列 記 以 外 の 部 分 中 「 第 五 条 の 二 第 一 項 」 及 び 「 同 項 第 二 号 ロ 」 の 下 に 「 （ 第 五 条 の 三 の 二 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 以 下 こ

の 条 に お い て 同 じ 。 ） 」 を 加 え 、 同 条 第 一 号 中 「 特 定 減 額 前 給 料 月 額 」 の 下 に 「 （ 第 五 条 の 三 の 二 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る 場 合 に あ つ て は 、 特 定 減 額 前 俸

給 月 額 （ 同 条 の 規 定 に よ り 読 み 替 え ら れ た 第 五 条 の 二 第 一 項 に 規 定 す る 特 定 減 額 前 俸 給 月 額 を い う 。 ） 。 次 号 に お い て 同 じ 。 ） 」 を 加 え る 。

第 六 条 の 三 の 表 第 六 条 の 二 の 項 中 「 第 五 条 の 二 第 一 項 の 」 を 「 第 五 条 の 二 第 一 項 （ 」 に 、 「 同 条 」 を 「 第 五 条 の 三 」 に 改 め 、 同 表 第 六 条 の 二 第 一 号 の 項 読

み 替 え ら れ る 字 句 の 欄 中 「 特 定 減 額 前 給 料 月 額 」 の 下 に 「 （ 第 五 条 の 三 の 二 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る 場 合 に あ つ て は 、 特 定 減 額 前 俸 給 月 額 （ 同 条 の 規 定

に よ り 読 み 替 え ら れ た 第 五 条 の 二 第 一 項 に 規 定 す る 特 定 減 額 前 俸 給 月 額 を い う 。 ） 。 次 号 に お い て 同 じ 。 ） 」 を 加 え 、 同 項 読 み 替 え る 字 句 の 欄 中 「 及 び 」 を 「 （ 第

五 条 の 三 の 二 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る 場 合 に あ つ て は 、 特 定 減 額 前 俸 給 月 額 （ 同 条 の 規 定 に よ り 読 み 替 え ら れ た 第 五 条 の 二 第 一 項 に 規 定 す る 特 定 減 額 前

俸 給 月 額 を い う 。 ） 。 以 下 こ の 号 及 び 次 号 に お い て 同 じ 。 ） 及 び 」 に 改 め る 。

第 六 条 の 四 第 一 項 中 「 除 く 。 以 下 」 を 「 除 く 。 第 七 条 第 三 項 第 二 号 に お い て 」 に 改 め 、 「 額 （ 以 下 」 の 下 に 「 こ の 項 及 び 第 五 項 に お い て 」 を 加 え る 。

第 六 条 の 五 第 一 項 中 「 及 び 」 を 「 （ 第 五 条 の 三 の 二 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） 及 び 」 に 改 め る 。

こ

第 十 三 条 第 一 項 第 一 号 及 び 第 五 項 第 二 号 中 「 禁 錮 」 を 「 禁 錮 」 に 改 め る 。

こ

第 十 四 条 の 見 出 し 及 び 同 条 第 一 項 第 一 号 中 「 禁 錮 」 を 「 禁 錮 」 に 改 め 、 同 項 第 二 号 及 び 第 三 号 中 「 再 任 用 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 に 改 め

る 。
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こ

第 十 五 条 第 一 項 中 「 に あ つ て は 」 を 「 に は 」 に 改 め 、 同 項 第 一 号 中 「 禁 錮 」 を 「 禁 錮 」 に 改 め 、 同 項 第 二 号 及 び 第 三 号 中 「 再 任 用 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用

短 時 間 勤 務 職 員 」 に 改 め る 。

第 十 七 条 第 一 項 中 「 。 以 下 こ の 条 」 を 「 。 以 下 こ の 項 か ら 第 六 項 ま で 」 に 、 「 に あ つ て は 」 を 「 に は 」 に 改 め 、 同 条 第 二 項 及 び 第 三 項 中 「 に あ つ て は 」 を

こ

「 に は 」 に 改 め 、 同 条 第 四 項 中 「 禁 錮 」 を 「 禁 錮 」 に 、 「 に あ つ て は 」 を 「 に は 」 に 改 め 、 同 条 第 五 項 中 「 再 任 用 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」

に 、 「 に あ つ て は 」 を 「 に は 」 に 改 め る 。

附 則 第 一 項 中 「 （ 以 下 「 施 行 日 」 と い う 。 ） 」 を 削 る 。

附 則 第 二 項 か ら 第 三 十 一 項 ま で を 削 る 。

附 則 第 三 十 二 項 中 「 旧 専 売 公 社 又 は 旧 電 信 電 話 公 社 」 を 「 日 本 た ば こ 産 業 株 式 会 社 法 （ 昭 和 五 十 九 年 法 律 第 六 十 九 号 ） 附 則 第 十 二 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 解

散 前 の 日 本 専 売 公 社 （ 以 下 「 旧 専 売 公 社 」 と い う 。 ） 又 は 日 本 電 信 電 話 株 式 会 社 等 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 五 十 九 年 法 律 第 八 十 五 号 ） 附 則 第 四 条 第 一 項 の 規 定 に

よ る 解 散 前 の 日 本 電 信 電 話 公 社 （ 以 下 「 旧 電 信 電 話 公 社 」 と い う 。 ） 」 に 改 め 、 同 項 を 附 則 第 二 項 と し 、 附 則 第 三 十 三 項 を 附 則 第 三 項 と す る 。

附 則 第 三 十 四 項 中 「 旧 日 本 国 有 鉄 道 」 を 「 日 本 国 有 鉄 道 改 革 法 （ 昭 和 六 十 一 年 法 律 第 八 十 七 号 ） 附 則 第 二 項 の 規 定 に よ る 廃 止 前 の 日 本 国 有 鉄 道 法 （ 昭 和 二

十 三 年 法 律 第 二 百 五 十 六 号 ） 第 一 条 の 規 定 に よ り 設 立 さ れ た 日 本 国 有 鉄 道 （ 以 下 「 旧 日 本 国 有 鉄 道 」 と い う 。 ） 」 に 改 め 、 同 項 を 附 則 第 四 項 と し 、 附 則 第 三 十

五 項 を 附 則 第 五 項 と す る 。

附 則 第 三 十 六 項 中 「 条 例 第 三 十 六 号 」 を 「 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 （ 昭 和 四 十 八 年 徳 島 県 条 例 第 三 十 六 号 。 以 下 「 条 例 第 三 十 六

号 」 と い う 。 ） 」 に 、 「 第 五 条 の 三 」 を 「 第 五 条 の 三 の 二 ま で 並 び に 附 則 第 十 五 項 か ら 第 十 八 項 ま で 及 び 第 二 十 項 か ら 第 二 十 四 項 」 に 、 「 附 則 第 三 十 六 項 」 を 「 附

則 第 六 項 」 に 改 め 、 同 項 を 附 則 第 六 項 と す る 。

附 則 第 三 十 七 項 中 「 第 五 条 の 二 」 の 下 に 「 （ 第 五 条 の 三 の 二 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） 及 び 附 則 第 十 八 項 」 を 加 え 、 同 項 を 附 則 第 七 項 と す

る 。
附 則 第 三 十 八 項 中 「 第 五 条 」 の 下 に 「 又 は 附 則 第 十 六 項 」 を 加 え 、 「 附 則 第 三 十 六 項 」 を 「 附 則 第 六 項 」 に 改 め 、 同 項 を 附 則 第 八 項 と す る 。

附 則 第 三 十 九 項 中 「 附 則 別 表 第 一 」 を 「 附 則 別 表 」 に 、 「 在 職 期 間 を 」 を 「 引 き 続 い た 在 職 期 間 を 」 に 改 め 、 同 項 を 附 則 第 九 項 と す る 。

附 則 中 第 四 十 項 を 第 十 項 と し 、 第 四 十 一 項 を 削 り 、 第 四 十 二 項 を 第 十 一 項 と し 、 同 項 の 次 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

12 特 定 任 命 に よ り 職 員 と な つ た 後 に 退 職 し た 者 の 基 礎 在 職 期 間 中 に 俸 給 月 額 の 減 額 改 定 （ 第 五 条 の 三 の 二 の 規 定 に よ り 読 み 替 え ら れ た 第 五 条 の 二 に 規 定 す

る 俸 給 月 額 の 減 額 改 定 を い う 。 ） に よ り そ の 者 の 俸 給 月 額 が 減 額 さ れ た こ と が あ る 場 合 に お い て 、 そ の 者 の 減 額 後 の 俸 給 月 額 が 減 額 前 の 俸 給 月 額 に 達 し な

い 場 合 に そ の 差 額 に 相 当 す る 額 を 支 給 す る こ と と す る 法 令 又 は こ れ に 準 ず る 給 与 の 支 給 の 基 準 の 適 用 を 受 け た こ と が あ る と き は 、 こ の 条 例 の 規 定 に よ る 俸

給 月 額 に は 、 当 該 差 額 を 含 ま な い も の と す る 。
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附 則 第 四 十 三 項 中 「 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 」 を 「 職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 等 の 条 例 （ 令 和 四 年 徳 島 県 条 例 第 号 ） 第 二 条 の 規

定 に よ る 改 正 前 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 」 に 改 め 、 同 項 を 附 則 第 十 三 項 と す る 。

附 則 第 四 十 四 項 を 附 則 第 十 四 項 と し 、 附 則 に 次 の 十 項 を 加 え る 。

15 当 分 の 間 、 第 四 条 第 一 項 の 規 定 は 、 十 一 年 以 上 二 十 五 年 未 満 の 期 間 勤 続 し た 者 で あ つ て 、 六 十 歳 （ 職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 等 の 条

例 第 一 条 の 規 定 に よ る 改 正 前 の 定 年 条 例 （ 以 下 「 令 和 五 年 旧 定 年 条 例 」 と い う 。 ） 第 三 条 第 二 号 に 掲 げ る 職 員 に 相 当 す る 職 員 （ 以 下 「 旧 第 二 号 定 年 職 員 」

と い う 。 ） に あ つ て は 、 六 十 三 歳 ） に 達 し た 日 以 後 に お け る 最 初 の 三 月 三 十 一 日 以 後 そ の 者 の 非 違 に よ る こ と な く 退 職 し た も の （ 定 年 の 定 め の な い 職 を 退

職 し た 者 及 び 第 四 条 第 一 項 又 は 第 二 項 の 規 定 に 該 当 す る 者 を 除 く 。 ） に 対 す る 退 職 手 当 の 基 本 額 に つ い て 準 用 す る 。 こ の 場 合 に お け る 第 三 条 の 規 定 の 適 用

に つ い て は 、 同 条 第 一 項 中 「 又 は 第 五 条 」 と あ る の は 、 「 、 第 五 条 又 は 附 則 第 十 五 項 」 と す る 。

16 当 分 の 間 、 第 五 条 第 一 項 の 規 定 は 、 二 十 五 年 以 上 の 期 間 勤 続 し た 者 で あ つ て 、 六 十 歳 （ 旧 第 二 号 定 年 職 員 に あ つ て は 、 六 十 三 歳 ） に 達 し た 日 以 後 に お け

る 最 初 の 三 月 三 十 一 日 以 後 そ の 者 の 非 違 に よ る こ と な く 退 職 し た も の （ 定 年 の 定 め の な い 職 を 退 職 し た 者 及 び 同 条 第 一 項 又 は 第 二 項 の 規 定 に 該 当 す る 者 を

除 く 。 ） に 対 す る 退 職 手 当 の 基 本 額 に つ い て 準 用 す る 。 こ の 場 合 に お け る 第 三 条 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 条 第 一 項 中 「 又 は 第 五 条 」 と あ る の は 、 「 、 第

五 条 又 は 附 則 第 十 六 項 」 と す る 。

17 前 二 項 の 規 定 は 、 次 に 掲 げ る 職 員 が 退 職 し た 場 合 に 支 給 す る 退 職 手 当 の 基 本 額 に つ い て は 適 用 し な い 。

一 令 和 五 年 旧 定 年 条 例 第 三 条 第 一 号 に 掲 げ る 職 員 に 相 当 す る 職 員

二 定 年 条 例 第 三 条 第 二 項 に 規 定 す る 職 員

18 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 附 則 第 三 項 （ 技 能 労 務 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 を 定 め る 条 例 （ 昭 和 三 十 一 年 徳 島 県 条 例 第 六 号 ） 附 則 第 二 項 に お い て そ の 例 に

よ る 場 合 を 含 む 。 ） 、 徳 島 県 学 校 職 員 給 与 条 例 附 則 第 三 項 又 は 徳 島 県 地 方 警 察 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 附 則 第 三 項 の 規 定 に よ る 職 員 の 給 料 月 額 の 改 定 は 、 給

料 月 額 の 減 額 改 定 に 該 当 し な い も の と す る 。

19 当 分 の 間 、 前 項 に 掲 げ る 規 定 の 適 用 を 受 け る 者 が 退 職 し た 場 合 に お い て 、 そ の 者 が 当 該 適 用 を 受 け る 日 の 前 日 に 現 に 退 職 し た 理 由 と 同 一 の 理 由 に よ り 退

職 し た も の と し 、 か つ 、 そ の 者 の 同 日 ま で の 勤 続 期 間 及 び 同 日 に お け る 給 料 月 額 を 基 礎 と し て 、 第 二 条 の 四 か ら 第 五 条 の 三 の 二 ま で 及 び 第 六 条 か ら 第 六 条

の 五 ま で 並 び に 附 則 第 六 項 か ら 第 八 項 ま で 、 第 十 五 項 、 第 十 六 項 及 び 第 二 十 項 か ら 第 二 十 四 項 ま で 、 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

（ 平 成 十 五 年 徳 島 県 条 例 第 四 十 八 号 ） 附 則 第 十 二 項 並 び に 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 （ 平 成 十 八 年 徳 島 県 条 例 第 九 号 ） 附 則 第 二 項 、

第 六 項 及 び 第 七 項 の 規 定 に よ り 計 算 し た 退 職 手 当 の 額 （ 特 定 任 命 に よ り 職 員 と な つ た 後 に 退 職 し た 者 に あ つ て は 、 国 家 公 務 員 退 職 手 当 法 そ の 他 の 法 令 の 規

定 に よ り 計 算 し た 退 職 手 当 の 額 ） に 相 当 す る 額 が 、 そ の 者 が 現 に 退 職 し た こ と に 基 づ き こ れ ら の 規 定 に よ り 計 算 し た 退 職 手 当 の 額 よ り も 多 い と き は 、 そ の

多 い 額 を も つ て そ の 者 に 支 給 す べ き こ れ ら の 規 定 に よ る 退 職 手 当 の 額 と す る 。
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20 当 分 の 間 、 第 四 条 第 一 項 第 四 号 並 び に 第 五 条 第 一 項 第 三 号 、 第 六 号 及 び 第 七 号 に 掲 げ る 者 に 対 す る 第 五 条 の 三 、 第 五 条 の 三 の 二 及 び 第 六 条 の 三 の 規 定 の

適 用 に つ い て は 、 第 五 条 の 三 本 文 中 「 定 年 に 達 す る 日 」 と あ る の は 「 定 年 （ 附 則 第 十 五 項 に 規 定 す る 旧 第 二 号 定 年 職 員 及 び 附 則 第 十 七 項 各 号 に 掲 げ る 職 員

以 外 の 者 に あ つ て は 六 十 歳 と し 、 附 則 第 十 五 項 に 規 定 す る 旧 第 二 号 定 年 職 員 に あ つ て は 六 十 三 歳 と し 、 附 則 第 十 七 項 各 号 に 掲 げ る 職 員 に あ つ て は 六 十 五 歳

と す る 。 ） に 達 す る 日 」 と 、 同 条 の 表 第 四 条 第 一 項 及 び 第 五 条 第 一 項 の 項 、 第 五 条 の 二 第 一 項 第 一 号 の 項 及 び 第 五 条 の 二 第 一 項 第 二 号 の 項 並 び に 第 六 条 の

三 の 表 第 六 条 の 項 、 第 六 条 の 二 第 一 号 の 項 及 び 第 六 条 の 二 第 二 号 の 項 中 「 そ の 者 に 係 る 定 年 と 退 職 の 日 の 属 す る 年 度 の 末 日 に お け る そ の 者 の 年 齢 と の 差 に

相 当 す る 年 数 一 年 に つ き 」 と あ る の は 「 そ の 者 に 係 る 定 年 （ 附 則 第 十 五 項 に 規 定 す る 旧 第 二 号 定 年 職 員 及 び 附 則 第 十 七 項 各 号 に 掲 げ る 職 員 以 外 の 者 に あ つ

て は 六 十 歳 と し 、 附 則 第 十 五 項 に 規 定 す る 旧 第 二 号 定 年 職 員 に あ つ て は 六 十 三 歳 と し 、 附 則 第 十 七 項 各 号 に 掲 げ る 職 員 に あ つ て は 六 十 五 歳 と す る 。 ） と 退

職 の 日 の 属 す る 年 度 の 末 日 に お け る そ の 者 の 年 齢 と の 差 に 相 当 す る 年 数 一 年 に つ き 」 と す る 。

21 当 分 の 間 、 第 四 条 第 一 項 第 四 号 並 び に 第 五 条 第 一 項 第 三 号 、 第 六 号 及 び 第 七 号 に 掲 げ る 者 （ 次 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 者 で あ つ て 、 退 職 の 日 に お い て 定 め ら

れ て い る そ の 者 に 係 る 定 年 が そ れ ぞ れ 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る 年 齢 を 超 え る も の に 限 り 、 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 者 を 除 く 。 ） に 対 す る 第 五 条 の 三 、 第 五 条 の

三 の 二 及 び 第 六 条 の 三 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 第 五 条 の 三 の 表 第 四 条 第 一 項 及 び 第 五 条 第 一 項 の 項 、 第 五 条 の 二 第 一 項 第 一 号 の 項 及 び 第 五 条 の 二 第 一 項

第 二 号 の 項 並 び に 第 六 条 の 三 の 表 第 六 条 の 項 、 第 六 条 の 二 第 一 号 の 項 及 び 第 六 条 の 二 第 二 号 の 項 中 「 百 分 の 三 （ 退 職 の 日 に お い て 定 め ら れ て い る そ の 者 に

係 る 定 年 と 退 職 の 日 の 属 す る 年 度 の 末 日 に お け る そ の 者 の 年 齢 と の 差 に 相 当 す る 年 数 が 一 年 で あ る 職 員 に あ つ て は 、 百 分 の 二 ） 」 と あ る の は 「 百 分 の 三 」

と す る 。

旧 第 二 号 定 年 職 員 及 び 附 則 第 十 七 項 各 号 に 掲 げ る 職 員 以 外 の 者 六 十 歳

旧 第 二 号 定 年 職 員 六 十 三 歳

附 則 第 十 七 項 各 号 に 掲 げ る 職 員 六 十 五 歳

22 当 分 の 間 、 第 四 条 第 一 項 第 四 号 及 び 第 五 条 第 一 項 （ 第 一 号 及 び 第 五 号 を 除 く 。 ） に 規 定 す る 者 に 対 す る 第 五 条 の 三 及 び 第 五 条 の 三 の 二 の 規 定 の 適 用 に つ

い て は 、 第 五 条 の 三 本 文 中 「 二 十 年 を 」 と あ る の は 「 十 五 年 を 」 と す る ほ か 、 前 項 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 者 の 区 分 に 応 じ 、 同 条 本 文 中 「 退 職 の 日 に お い て 定

め ら れ て い る そ の 者 に 係 る 定 年 」 と あ る の は そ れ ぞ れ 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る 字 句 と す る 。

23 当 分 の 間 、 第 五 条 第 一 項 第 二 号 及 び 第 四 号 に 掲 げ る 者 で あ つ て 附 則 第 二 十 一 項 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る も の が 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る 年 齢 に 達 す る 日 の 属 す る 年

度 の 前 年 度 の 末 日 ま で に 退 職 し た と き に お け る 第 五 条 の 三 及 び 第 六 条 の 三 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 第 五 条 の 三 の 表 第 四 条 第 一 項 及 び 第 五 条 第 一 項 の 項 、

第 五 条 の 二 第 一 項 第 一 号 の 項 及 び 第 五 条 の 二 第 一 項 第 二 号 の 項 並 び に 第 六 条 の 三 の 表 第 六 条 の 項 、 第 六 条 の 二 第 一 号 の 項 及 び 第 六 条 の 二 第 二 号 の 項 中 「 百

分 の 三 （ 退 職 の 日 に お い て 定 め ら れ て い る そ の 者 に 係 る 定 年 と 退 職 の 日 の 属 す る 年 度 の 末 日 に お け る そ の 者 の 年 齢 と の 差 に 相 当 す る 年 数 が 一 年 で あ る 職 員
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に あ つ て は 、 百 分 の 二 ） 」 と あ る の は 、 「 附 則 第 二 十 一 項 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 者 の 区 分 ご と に 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る 年 齢 と 退 職 の 日 の 属 す る 年 度 の 末 日 に お け

る そ の 者 の 年 齢 と の 差 に 相 当 す る 年 数 に 百 分 の 三 を 乗 じ て 得 た 割 合 を 退 職 の 日 に お い て 定 め ら れ て い る そ の 者 に 係 る 定 年 と 退 職 の 日 の 属 す る 年 度 の 末 日 に

お け る そ の 者 の 年 齢 と の 差 に 相 当 す る 年 数 で 除 し て 得 た 割 合 」 と す る 。

24 当 分 の 間 、 第 五 条 第 一 項 第 二 号 及 び 第 四 号 に 掲 げ る 者 で あ つ て 附 則 第 二 十 一 項 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る も の が 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る 年 齢 に 達 す る 日 の 属 す る 年

度 の 初 日 以 後 に 退 職 し た と き に お け る 第 五 条 の 三 、 第 五 条 の 三 の 二 及 び 第 六 条 の 三 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 第 五 条 の 三 の 表 第 四 条 第 一 項 及 び 第 五 条 第 一

項 の 項 、 第 五 条 の 二 第 一 項 第 一 号 の 項 及 び 第 五 条 の 二 第 一 項 第 二 号 の 項 並 び に 第 六 条 の 三 の 表 第 六 条 の 項 、 第 六 条 の 二 第 一 号 の 項 及 び 第 六 条 の 二 第 二 号 の

項 中 「 百 分 の 三 （ 退 職 の 日 に お い て 定 め ら れ て い る そ の 者 に 係 る 定 年 と 退 職 の 日 の 属 す る 年 度 の 末 日 に お け る そ の 者 の 年 齢 と の 差 に 相 当 す る 年 数 が 一 年 で

あ る 職 員 に あ つ て は 、 百 分 の 二 ） 」 と あ る の は 、 「 百 分 の 二 を 退 職 の 日 に お い て 定 め ら れ て い る そ の 者 に 係 る 定 年 と 退 職 の 日 の 属 す る 年 度 の 末 日 に お け る そ

の 者 の 年 齢 と の 差 に 相 当 す る 年 数 で 除 し て 得 た 割 合 」 と す る 。

別 表 を 削 る 。

（ 職 員 の 再 任 用 に 関 す る 条 例 の 廃 止 ）

第 十 五 条 職 員 の 再 任 用 に 関 す る 条 例 （ 平 成 十 二 年 徳 島 県 条 例 第 五 号 ） は 、 廃 止 す る 。

附 則

（ 施 行 期 日 ）

第 一 条 こ の 条 例 は 、 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 附 則 第 十 条 の 規 定 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

（ 定 年 に よ る 退 職 の 特 例 に 関 す る 経 過 措 置 ）

第 二 条 任 命 権 者 は 、 こ の 条 例 の 施 行 の 日 （ 以 下 「 施 行 日 」 と い う 。 ） 前 に 第 一 条 の 規 定 に よ る 改 正 前 の 職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 （ 以 下 「 旧 定 年 条 例 」 と い

う 。 ） 第 四 条 第 一 項 又 は 第 二 項 の 規 定 に よ り 勤 務 す る こ と と さ れ 、 か つ 、 旧 定 年 条 例 勤 務 延 長 期 限 （ 同 条 第 一 項 の 期 限 又 は 同 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 延 長 さ れ

た 期 限 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） が 施 行 日 以 後 に 到 来 す る 職 員 （ 以 下 「 旧 定 年 条 例 勤 務 延 長 職 員 」 と い う 。 ） に つ い て 、 旧 定 年 条 例 勤 務 延 長 期 限 又 は こ の 項 の 規 定

に よ り 延 長 さ れ た 期 限 が 到 来 す る 場 合 に お い て 、 第 一 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 （ 以 下 「 新 定 年 条 例 」 と い う 。 ） 第 四 条 第 一 項 各 号

に 掲 げ る 事 由 が あ る と 認 め る と き は 、 人 事 委 員 会 の 承 認 を 得 て 、 こ れ ら の 期 限 の 翌 日 か ら 起 算 し て 一 年 を 超 え な い 範 囲 内 で 期 限 を 延 長 す る こ と が で き る 。 た

だ し 、 当 該 期 限 は 、 当 該 旧 定 年 条 例 勤 務 延 長 職 員 に 係 る 旧 定 年 条 例 第 二 条 の 規 定 に よ る 定 年 退 職 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て 三 年 を 超 え る こ と が で き な い 。

2 任 命 権 者 は 、 基 準 日 （ 施 行 日 、 令 和 七 年 四 月 一 日 、 令 和 九 年 四 月 一 日 、 令 和 十 一 年 四 月 一 日 及 び 令 和 十 三 年 四 月 一 日 を い う 。 以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。 ）

か ら 基 準 日 の 翌 年 の 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 、 基 準 日 に お け る 新 定 年 条 例 定 年 （ 新 定 年 条 例 第 三 条 に 規 定 す る 定 年 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） が 基 準 日 の 前 日 に お け

る 新 定 年 条 例 定 年 （ 基 準 日 が 施 行 日 で あ る 場 合 に は 、 施 行 日 の 前 日 に お け る 旧 定 年 条 例 第 三 条 に 規 定 す る 定 年 （ 以 下 「 旧 定 年 条 例 定 年 」 と い う 。 ） ） を 超 え る
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職 （ 基 準 日 に お け る 新 定 年 条 例 定 年 が 新 定 年 条 例 第 三 条 第 一 項 に 規 定 す る 定 年 で あ る 職 に 限 る 。 ） 及 び こ れ に 相 当 す る 基 準 日 以 後 に 設 置 さ れ た 職 そ の 他 の 人

事 委 員 会 規 則 で 定 め る 職 に 、 基 準 日 か ら 基 準 日 の 翌 年 の 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 に 新 定 年 条 例 第 四 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項 、 地 方 公 務 員 法 の 一 部 を 改 正 す る 法

律 （ 令 和 三 年 法 律 第 六 十 三 号 。 以 下 「 令 和 三 年 改 正 法 」 と い う 。 ） 附 則 第 三 条 第 五 項 又 は 前 項 の 規 定 に よ り 勤 務 し て い る 職 員 の う ち 、 基 準 日 の 前 日 に お い て

同 日 に お け る 当 該 職 に 係 る 新 定 年 条 例 定 年 （ 基 準 日 が 施 行 日 で あ る 場 合 に は 、 施 行 日 の 前 日 に お け る 旧 定 年 条 例 定 年 ） に 達 し て い る 職 員 （ 当 該 人 事 委 員 会 規

則 で 定 め る 職 に あ っ て は 、 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 職 員 ） を 、 昇 任 し 、 降 任 し 、 又 は 転 任 す る こ と が で き な い 。

3 新 定 年 条 例 第 四 条 第 三 項 か ら 第 五 項 ま で の 規 定 は 、 第 一 項 の 規 定 に よ る 勤 務 に つ い て 準 用 す る 。

（ 定 年 退 職 者 等 の 常 時 勤 務 を 要 す る 職 へ の 再 任 用 に 関 す る 経 過 措 置 ）

第 三 条 任 命 権 者 は 、 次 に 掲 げ る 者 の う ち 、 年 齢 六 十 五 年 に 達 す る 日 以 後 に お け る 最 初 の 三 月 三 十 一 日 （ 以 下 「 年 齢 六 十 五 年 到 達 年 度 の 末 日 」 と い う 。 ） ま で

の 間 に あ る 者 で あ っ て 、 当 該 者 を 採 用 し よ う と す る 常 時 勤 務 を 要 す る 職 に 係 る 旧 定 年 条 例 定 年 （ 施 行 日 以 後 に 新 た に 設 置 さ れ た 職 及 び 施 行 日 以 後 に 組 織 の 変

更 等 に よ り 名 称 が 変 更 さ れ た 職 に あ っ て は 、 こ れ ら の 職 が 施 行 日 の 前 日 に 設 置 さ れ て い た も の と し た 場 合 に お け る 旧 定 年 条 例 定 年 に 準 じ た こ れ ら の 職 に 係 る

年 齢 ） に 達 し て い る も の を 、 従 前 の 勤 務 実 績 そ の 他 の 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 情 報 に 基 づ く 選 考 に よ り 、 一 年 を 超 え な い 範 囲 内 で 任 期 を 定 め 、 当 該 常 時 勤 務

を 要 す る 職 に 採 用 す る こ と が で き る 。

一 施 行 日 前 に 旧 定 年 条 例 第 二 条 の 規 定 に よ り 退 職 し た 者

二 旧 定 年 条 例 第 四 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項 、 令 和 三 年 改 正 法 附 則 第 三 条 第 五 項 又 は 前 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 勤 務 し た 後 退 職 し た 者

三 二 十 五 年 以 上 勤 続 し て 施 行 日 前 に 退 職 し た 者 （ 前 二 号 に 掲 げ る 者 を 除 く 。 ） で あ っ て 、 当 該 退 職 の 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て 五 年 を 経 過 す る 日 ま で の 間 に あ

る も の

四 二 十 五 年 以 上 勤 続 し て 施 行 日 前 に 退 職 し た 者 （ 前 三 号 に 掲 げ る 者 を 除 く 。 ） で あ っ て 、 当 該 退 職 の 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て 五 年 を 経 過 す る 日 ま で の 間 に 、

旧 地 方 公 務 員 法 再 任 用 （ 令 和 三 年 改 正 法 に よ る 改 正 前 の 地 方 公 務 員 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 六 十 一 号 。 以 下 「 旧 地 方 公 務 員 法 」 と い う 。 ） 第 二 十 八 条

の 四 第 一 項 又 は 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 の 規 定 に よ り 採 用 す る こ と を い う 。 ） 又 は 暫 定 再 任 用 （ 令 和 三 年 改 正 法 附 則 第 四 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項 又 は 第 六 条

第 一 項 若 し く は 第 二 項 （ こ れ ら の 規 定 を 令 和 三 年 改 正 法 附 則 第 九 条 第 三 項 の 規 定 に よ り 読 み 替 え て 適 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 規 定 に よ り 採 用 す る こ と を い

う 。 次 項 第 五 号 に お い て 同 じ 。 ） を さ れ た こ と が あ る も の

2 令 和 十 四 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 、 任 命 権 者 は 、 次 に 掲 げ る 者 の う ち 、 年 齢 六 十 五 年 到 達 年 度 の 末 日 ま で の 間 に あ る 者 で あ っ て 、 当 該 者 を 採 用 し よ う と す

る 常 時 勤 務 を 要 す る 職 に 係 る 新 定 年 条 例 定 年 に 達 し て い る も の を 、 従 前 の 勤 務 実 績 そ の 他 の 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 情 報 に 基 づ く 選 考 に よ り 、 一 年 を 超 え な

い 範 囲 内 で 任 期 を 定 め 、 当 該 常 時 勤 務 を 要 す る 職 に 採 用 す る こ と が で き る 。

一 施 行 日 以 後 に 新 定 年 条 例 第 二 条 の 規 定 に よ り 退 職 し た 者

五校

44

令和4年9月議案（その2）



二 施 行 日 以 後 に 新 定 年 条 例 第 四 条 第 一 項 又 は 第 二 項 の 規 定 に よ り 勤 務 し た 後 退 職 し た 者

三 施 行 日 以 後 に 新 定 年 条 例 第 十 二 条 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ た 者 の う ち 、 令 和 三 年 改 正 法 に よ る 改 正 後 の 地 方 公 務 員 法 （ 以 下 「 新 地 方 公 務 員 法 」 と い う 。 ）

第 二 十 二 条 の 四 第 三 項 に 規 定 す る 任 期 が 満 了 し た こ と に よ り 退 職 し た も の

四 二 十 五 年 以 上 勤 続 し て 施 行 日 以 後 に 退 職 し た 者 （ 前 三 号 に 掲 げ る 者 を 除 く 。 ） で あ っ て 、 当 該 退 職 の 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て 五 年 を 経 過 す る 日 ま で の 間 に

あ る も の

五 二 十 五 年 以 上 勤 続 し て 施 行 日 以 後 に 退 職 し た 者 （ 前 各 号 に 掲 げ る 者 を 除 く 。 ） で あ っ て 、 当 該 退 職 の 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て 五 年 を 経 過 す る 日 ま で の 間 に 、

暫 定 再 任 用 を さ れ た こ と が あ る も の

3 前 二 項 の 任 期 又 は こ の 項 の 規 定 に よ り 更 新 さ れ た 任 期 は 、 一 年 を 超 え な い 範 囲 内 で 更 新 す る こ と が で き る 。 た だ し 、 当 該 任 期 の 末 日 は 、 前 二 項 の 規 定 に よ

り 採 用 す る 者 又 は こ の 項 の 規 定 に よ り 任 期 を 更 新 す る 者 の 年 齢 六 十 五 年 到 達 年 度 の 末 日 以 前 で な け れ ば な ら な い 。

4 暫 定 再 任 用 職 員 （ 令 和 三 年 改 正 法 附 則 第 四 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項 又 は 第 六 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項 （ こ れ ら の 規 定 を 令 和 三 年 改 正 法 附 則 第 九 条 第 三 項 の

規 定 に よ り 読 み 替 え て 適 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 規 定 に よ り 採 用 さ れ た 職 員 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） の 前 項 の 規 定 に よ る 任 期 の 更 新 は 、 当 該 暫 定 再 任 用 職 員 の 当

該 更 新 直 前 の 任 期 に お け る 勤 務 実 績 が 、 当 該 暫 定 再 任 用 職 員 の 人 事 評 価 の 結 果 そ の 他 勤 務 の 状 況 を 示 す 事 実 に 基 づ き 良 好 で あ る 場 合 に 行 う こ と が で き る 。

5 任 命 権 者 は 、 暫 定 再 任 用 職 員 の 任 期 を 更 新 す る 場 合 に は 、 あ ら か じ め 当 該 暫 定 再 任 用 職 員 の 同 意 を 得 な け れ ば な ら な い 。

（ 定 年 退 職 者 等 の 短 時 間 勤 務 の 職 へ の 再 任 用 に 関 す る 経 過 措 置 ）

第 四 条 任 命 権 者 は 、 新 地 方 公 務 員 法 第 二 十 二 条 の 四 第 四 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 前 条 第 一 項 各 号 に 掲 げ る 者 の う ち 、 年 齢 六 十 五 年 到 達 年 度 の 末 日 ま で の 間 に

あ る 者 で あ っ て 、 当 該 者 を 採 用 し よ う と す る 短 時 間 勤 務 の 職 （ 新 定 年 条 例 第 十 二 条 に 規 定 す る 短 時 間 勤 務 の 職 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に 係 る 旧 定 年 条 例 定 年 相

当 年 齢 （ 短 時 間 勤 務 の 職 を 占 め る 職 員 が 、 常 時 勤 務 を 要 す る 職 で そ の 職 務 が 当 該 短 時 間 勤 務 の 職 と 同 種 の 職 を 占 め て い る も の と し た 場 合 に お け る 旧 定 年 条 例

定 年 （ 施 行 日 以 後 に 新 た に 設 置 さ れ た 短 時 間 勤 務 の 職 及 び 施 行 日 以 後 に 組 織 の 変 更 等 に よ り 名 称 が 変 更 さ れ た 短 時 間 勤 務 の 職 に あ っ て は 、 こ れ ら の 職 が 施 行

日 の 前 日 に 設 置 さ れ て い た も の と し た 場 合 に お い て 、 こ れ ら の 職 を 占 め る 職 員 が 、 常 時 勤 務 を 要 す る 職 で そ の 職 務 が こ れ ら の 職 と 同 種 の 職 を 占 め て い る も の

と し た と き に お け る 旧 定 年 条 例 定 年 に 準 じ た こ れ ら の 職 に 係 る 年 齢 ） を い う 。 ） に 達 し て い る も の を 、 従 前 の 勤 務 実 績 そ の 他 の 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 情 報

に 基 づ く 選 考 に よ り 、 一 年 を 超 え な い 範 囲 内 で 任 期 を 定 め 、 当 該 短 時 間 勤 務 の 職 に 採 用 す る こ と が で き る 。

2 令 和 十 四 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 、 任 命 権 者 は 、 新 地 方 公 務 員 法 第 二 十 二 条 の 四 第 四 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 前 条 第 二 項 各 号 に 掲 げ る 者 の う ち 、 年 齢 六 十

五 年 到 達 年 度 の 末 日 ま で の 間 に あ る 者 で あ っ て 、 当 該 者 を 採 用 し よ う と す る 短 時 間 勤 務 の 職 に 係 る 新 定 年 条 例 定 年 相 当 年 齢 （ 短 時 間 勤 務 の 職 を 占 め る 職 員 が 、

常 時 勤 務 を 要 す る 職 で そ の 職 務 が 当 該 短 時 間 勤 務 の 職 と 同 種 の 職 を 占 め て い る も の と し た 場 合 に お け る 新 定 年 条 例 定 年 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に 達 し て い る も

の （ 新 定 年 条 例 第 十 二 条 の 規 定 に よ り 当 該 短 時 間 勤 務 の 職 に 採 用 す る こ と が で き る 者 を 除 く 。 ） を 、 従 前 の 勤 務 実 績 そ の 他 の 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 情 報 に
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基 づ く 選 考 に よ り 、 一 年 を 超 え な い 範 囲 内 で 任 期 を 定 め 、 当 該 短 時 間 勤 務 の 職 に 採 用 す る こ と が で き る 。

3 前 二 項 の 場 合 に お い て は 、 前 条 第 三 項 か ら 第 五 項 ま で の 規 定 を 準 用 す る 。

（ 暫 定 再 任 用 職 員 の 常 時 勤 務 を 要 す る 職 へ の 昇 任 等 の 制 限 に 係 る 条 例 で 定 め る 職 及 び 年 齢 ）

第 五 条 令 和 三 年 改 正 法 附 則 第 八 条 第 三 項 の 条 例 で 定 め る 職 は 、 次 に 掲 げ る 職 と す る 。

一 施 行 日 以 後 に 新 た に 設 置 さ れ た 職

二 施 行 日 以 後 に 組 織 の 変 更 等 に よ り 名 称 が 変 更 さ れ た 職

2 令 和 三 年 改 正 法 附 則 第 八 条 第 三 項 の 条 例 で 定 め る 年 齢 は 、 前 項 の 職 が 施 行 日 の 前 日 に 設 置 さ れ て い た も の と し た 場 合 に お け る 旧 定 年 条 例 定 年 に 準 じ た 当 該

職 に 係 る 年 齢 と す る 。

（ 暫 定 再 任 用 職 員 の 短 時 間 勤 務 の 職 へ の 昇 任 等 の 制 限 に 係 る 条 例 で 定 め る 職 及 び 年 齢 ）

第 六 条 令 和 三 年 改 正 法 附 則 第 八 条 第 四 項 の 規 定 に よ り 読 み 替 え て 適 用 す る 新 地 方 公 務 員 法 第 二 十 二 条 の 四 第 四 項 の 条 例 で 定 め る 職 は 、 次 に 掲 げ る 職 と す る 。

一 施 行 日 以 後 に 新 た に 設 置 さ れ た 短 時 間 勤 務 の 職

二 施 行 日 以 後 に 組 織 の 変 更 等 に よ り 名 称 が 変 更 さ れ た 短 時 間 勤 務 の 職

2 令 和 三 年 改 正 法 附 則 第 八 条 第 四 項 の 規 定 に よ り 読 み 替 え て 適 用 す る 新 地 方 公 務 員 法 第 二 十 二 条 の 四 第 四 項 の 条 例 で 定 め る 年 齢 は 、 前 項 の 職 が 施 行 日 の 前 日

に 設 置 さ れ て い た も の と し た 場 合 に お い て 、 同 項 の 職 を 占 め る 職 員 が 、 常 時 勤 務 を 要 す る 職 で そ の 職 務 が 同 項 の 職 と 同 種 の 職 を 占 め て い る も の と し た と き に

お け る 旧 定 年 条 例 定 年 に 準 じ た 同 項 の 職 に 係 る 年 齢 と す る 。

（ 定 年 引 上 げ 職 へ の 暫 定 再 任 用 職 員 の 採 用 等 に 関 す る 新 定 年 条 例 定 年 の 特 例 に 係 る 条 例 で 定 め る 職 等 ）

第 七 条 令 和 三 年 改 正 法 附 則 第 八 条 第 五 項 の 条 例 で 定 め る 職 は 、 次 に 掲 げ る 職 の う ち 、 当 該 職 が 基 準 日 （ 附 則 第 三 条 又 は 第 四 条 の 規 定 が 適 用 さ れ る 間 に お け る

各 年 の 四 月 一 日 （ 施 行 日 を 除 く 。 ） を い う 。 以 下 こ の 条 に お い て 同 じ 。 ） の 前 日 に 設 置 さ れ て い た も の と し た 場 合 に お い て 、 基 準 日 に お け る 新 定 年 条 例 定 年 が

基 準 日 の 前 日 に お け る 新 定 年 条 例 定 年 を 超 え る も の と す る 。

一 基 準 日 以 後 に 新 た に 設 置 さ れ た 職 （ 短 時 間 勤 務 の 職 を 含 む 。 ）

二 基 準 日 以 後 に 組 織 の 変 更 等 に よ り 名 称 が 変 更 さ れ た 職 （ 短 時 間 勤 務 の 職 を 含 む 。 ）

2 令 和 三 年 改 正 法 附 則 第 八 条 第 五 項 の 条 例 で 定 め る 者 は 、 前 項 の 職 が 基 準 日 の 前 日 に 設 置 さ れ て い た も の と し た 場 合 に お い て 、 同 日 に お け る 同 項 の 職 に 係 る

新 定 年 条 例 定 年 に 達 し て い る 者 と す る 。

3 令 和 三 年 改 正 法 附 則 第 八 条 第 五 項 の 条 例 で 定 め る 職 員 は 、 第 一 項 の 職 が 基 準 日 の 前 日 に 設 置 さ れ て い た も の と し た 場 合 に お い て 、 同 日 に お け る 同 項 の 職 に

係 る 新 定 年 条 例 定 年 に 達 し て い る 職 員 と す る 。
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（ 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 の 採 用 等 の 制 限 に 関 す る 経 過 措 置 ）

第 八 条 任 命 権 者 は 、 基 準 日 （ 令 和 七 年 四 月 一 日 、 令 和 九 年 四 月 一 日 、 令 和 十 一 年 四 月 一 日 及 び 令 和 十 三 年 四 月 一 日 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） か ら 基 準 日 の 翌 年 の

三 月 三 十 一 日 ま で の 間 、 基 準 日 に お け る 新 定 年 条 例 定 年 相 当 年 齢 が 基 準 日 の 前 日 に お け る 新 定 年 条 例 定 年 相 当 年 齢 を 超 え る 短 時 間 勤 務 の 職 （ 基 準 日 に お け る

新 定 年 条 例 定 年 相 当 年 齢 が 新 定 年 条 例 第 三 条 第 一 項 に 規 定 す る 定 年 で あ る 短 時 間 勤 務 の 職 に 限 る 。 ） 及 び こ れ に 相 当 す る 基 準 日 以 後 に 設 置 さ れ た 短 時 間 勤 務

の 職 そ の 他 の 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 短 時 間 勤 務 の 職 （ 以 下 「 新 定 年 条 例 原 則 定 年 相 当 年 齢 引 上 げ 短 時 間 勤 務 職 」 と い う 。 ） に 、 基 準 日 の 前 日 ま で に 新 定 年

条 例 第 十 二 条 に 規 定 す る 年 齢 六 十 年 以 上 退 職 者 （ 基 準 日 前 か ら 新 定 年 条 例 第 四 条 第 一 項 又 は 第 二 項 の 規 定 に よ り 勤 務 し た 後 基 準 日 以 後 に 退 職 を し た 者 を 含

む 。 ） の う ち 基 準 日 の 前 日 に お い て 同 日 に お け る 当 該 新 定 年 条 例 原 則 定 年 相 当 年 齢 引 上 げ 短 時 間 勤 務 職 に 係 る 新 定 年 条 例 定 年 相 当 年 齢 に 達 し て い る 者 （ 当 該

人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 短 時 間 勤 務 の 職 に あ っ て は 、 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 者 ） を 、 新 地 方 公 務 員 法 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ り 採 用 す る こ と が で

き ず 、 新 定 年 条 例 原 則 定 年 相 当 年 齢 引 上 げ 短 時 間 勤 務 職 に 、 同 項 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ た 職 員 （ 以 下 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 と い う 。 ） の う ち 基 準

日 の 前 日 に お い て 同 日 に お け る 当 該 新 定 年 条 例 原 則 定 年 相 当 年 齢 引 上 げ 短 時 間 勤 務 職 に 係 る 新 定 年 条 例 定 年 相 当 年 齢 に 達 し て い る 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職

員 （ 当 該 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 短 時 間 勤 務 の 職 に あ っ て は 、 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 ） を 、 昇 任 し 、 降 任 し 、 又 は 転 任 す る こ

と が で き な い 。

（ 人 事 委 員 会 規 則 へ の 委 任 ）

第 九 条 附 則 第 二 条 か ら 前 条 ま で に 定 め る も の の ほ か 、 第 一 条 の 規 定 の 施 行 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 。

（ 施 行 日 の 前 日 ま で の 間 に す る 情 報 の 提 供 及 び 意 思 の 確 認 に 係 る 条 例 で 定 め る 年 齢 ）

第 十 条 令 和 三 年 改 正 法 附 則 第 二 条 第 三 項 の 条 例 で 定 め る 年 齢 は 、 年 齢 六 十 年 と す る 。

（ 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に 伴 う 経 過 措 置 ）

第 十 一 条 第 二 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 （ 以 下 「 新 給 与 条 例 」 と い う 。 ） 附 則 第 三 項 か ら 第 十 項 ま で の 規 定 は 、 令 和 三 年 改 正 法 附 則 第

三 条 第 五 項 又 は 附 則 第 二 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 勤 務 し て い る 職 員 に は 適 用 し な い 。

2 暫 定 再 任 用 職 員 （ 短 時 間 勤 務 の 職 を 占 め る 暫 定 再 任 用 職 員 （ 以 下 「 暫 定 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 と い う 。 ） を 除 く 。 以 下 こ の 項 及 び 次 項 、 次 条 第 二 項 並 び

に 附 則 第 十 四 条 に お い て 同 じ 。 ） の 給 料 月 額 は 、 当 該 暫 定 再 任 用 職 員 が 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 で あ る も の と し た 場 合 に 適 用 さ れ る 職 員 の 給 与 に 関 す る

条 例 第 四 条 第 二 項 に 規 定 す る 給 料 表 の 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 の 欄 に 掲 げ る 基 準 給 料 月 額 の う ち 、 同 条 例 第 十 四 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 当 該 暫 定 再 任 用 職

員 の 属 す る 職 務 の 等 級 に 応 じ た 額 と す る 。

3 地 方 公 務 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 三 年 法 律 第 百 十 号 ） 第 十 条 第 一 項 に 規 定 す る 育 児 短 時 間 勤 務 （ 同 法 第 十 七 条 の 規 定 に よ る 短 時 間 勤 務 を 含 む 。 ）

を し て い る 暫 定 再 任 用 職 員 に 対 す る 前 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 項 中 「 と す る 」 と あ る の は 、 「 に 、 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 日 及 び 休 暇 に 関 す る 条 例 第 二 条
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第 二 項 の 規 定 に よ り 定 め ら れ た 当 該 暫 定 再 任 用 職 員 の 勤 務 時 間 を 同 条 第 一 項 に 規 定 す る 勤 務 時 間 で 除 し て 得 た 数 を 乗 じ て 得 た 額 と す る 」 と す る 。

4 暫 定 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 の 給 料 月 額 は 、 当 該 暫 定 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 が 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 で あ る も の と し た 場 合 に 適 用 さ れ る 職 員 の 給 与 に

関 す る 条 例 第 四 条 第 二 項 に 規 定 す る 給 料 表 の 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 の 欄 に 掲 げ る 基 準 給 料 月 額 の う ち 、 同 条 例 第 十 四 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 当 該 暫 定 再

任 用 短 時 間 勤 務 職 員 の 属 す る 職 務 の 等 級 に 応 じ た 額 に 、 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 日 及 び 休 暇 に 関 す る 条 例 第 二 条 第 三 項 又 は 第 四 項 の 規 定 に よ り 定 め ら れ た 当 該 暫

定 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 の 勤 務 時 間 を 同 条 第 一 項 に 規 定 す る 勤 務 時 間 で 除 し て 得 た 数 を 乗 じ て 得 た 額 と す る 。

5 暫 定 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 は 、 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 と み な し て 、 新 給 与 条 例 第 八 条 第 二 項 、 第 九 条 第 二 項 及 び 第 十 八 条 の 規 定 を 適 用 す る 。

6 暫 定 再 任 用 職 員 は 、 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 と み な し て 、 新 給 与 条 例 第 十 一 条 第 三 項 の 規 定 を 適 用 す る 。

7 新 給 与 条 例 第 十 一 条 の 四 第 一 項 の 職 員 に 暫 定 再 任 用 職 員 が 含 ま れ る 場 合 に お け る 勤 勉 手 当 の 額 の 同 条 第 二 項 各 号 に 掲 げ る 職 員 の 区 分 ご と の 総 額 の 算 定 に 係

る 同 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 項 第 一 号 中 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 と あ る の は 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 及 び 地 方 公 務 員 法 の 一 部 を 改 正 す

る 法 律 （ 令 和 三 年 法 律 第 六 十 三 号 ） 附 則 第 四 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項 又 は 第 六 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ た 職 員 （ 次 号 に お い て 「 暫 定 再

任 用 職 員 」 と い う 。 ） 」 と 、 同 項 第 二 号 中 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 と あ る の は 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 及 び 暫 定 再 任 用 職 員 」 と す る 。

8 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 第 五 条 の 三 か ら 第 七 条 ま で 、 第 七 条 の 三 、 第 七 条 の 五 、 第 十 条 の 二 、 第 十 条 の 二 の 二 、 第 十 四 条 第 三 項 及 び 第 六 項 か ら 第 十 項 ま で

並 び に 新 給 与 条 例 第 十 四 条 第 四 項 及 び 第 五 項 の 規 定 は 、 暫 定 再 任 用 職 員 に は 適 用 し な い 。

9 第 二 項 か ら 前 項 ま で に 定 め る も の の ほ か 、 暫 定 再 任 用 職 員 の 給 与 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 。

（ 技 能 労 務 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 を 定 め る 条 例 の 一 部 改 正 に 伴 う 経 過 措 置 ）

第 十 二 条 暫 定 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 は 、 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 と み な し て 、 第 三 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 技 能 労 務 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 を 定 め る

条 例 の 規 定 を 適 用 す る 。

2 技 能 労 務 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 を 定 め る 条 例 第 四 条 、 第 四 条 の 四 、 第 八 条 の 二 及 び 第 八 条 の 三 の 規 定 は 、 暫 定 再 任 用 職 員 に は 適 用 し な い 。

3 前 二 項 に 定 め る も の の ほ か 、 技 能 労 務 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 を 定 め る 条 例 の 適 用 を 受 け る 暫 定 再 任 用 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、

任 命 権 者 が 定 め る も の と す る 。

（ 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 日 及 び 休 暇 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に 伴 う 経 過 措 置 ）

第 十 三 条 暫 定 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 は 、 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 と み な し て 、 第 六 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 日 及 び 休 暇 に 関 す る 条 例

第 二 条 第 三 項 、 第 三 条 、 第 四 条 第 二 項 、 第 十 一 条 第 一 項 及 び 第 十 七 条 の 規 定 を 適 用 す る 。

（ 外 国 の 地 方 公 共 団 体 の 機 関 等 に 派 遣 さ れ る 職 員 の 処 遇 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に 伴 う 経 過 措 置 ）

第 十 四 条 暫 定 再 任 用 職 員 に 対 す る 第 七 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 外 国 の 地 方 公 共 団 体 の 機 関 等 に 派 遣 さ れ る 職 員 の 処 遇 等 に 関 す る 条 例 第 二 条 第 二 項 第 一 号 の 規
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定 の 適 用 に つ い て は 、 同 号 中 「 任 用 さ れ た 職 員 」 と あ る の は 、 「 任 用 さ れ た 職 員 （ 地 方 公 務 員 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 令 和 三 年 法 律 第 六 十 三 号 ） 附 則 第 四

条 第 一 項 又 は 第 二 項 （ こ れ ら の 規 定 を 同 法 附 則 第 九 条 第 三 項 の 規 定 に よ り 読 み 替 え て 適 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 規 定 に よ り 採 用 さ れ る 職 員 を 除 く 。 ） 」 と す る 。

（ 職 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に 伴 う 経 過 措 置 ）

第 十 五 条 暫 定 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 は 、 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 と み な し て 、 第 八 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 職 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 条 例 第 二 条 の 三 第

二 号 、 第 二 十 一 条 第 二 号 及 び 第 二 十 二 条 第 一 項 の 規 定 を 適 用 す る 。

（ 公 益 的 法 人 等 へ の 職 員 の 派 遣 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に 伴 う 経 過 措 置 ）

第 十 六 条 暫 定 再 任 用 職 員 に 対 す る 第 九 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 公 益 的 法 人 等 へ の 職 員 の 派 遣 等 に 関 す る 条 例 第 二 条 第 二 項 第 一 号 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同

号 中 「 地 方 公 務 員 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 六 十 一 号 ） 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ る 職 員 」 と あ る の は 、 「 地 方 公 務 員 法 の 一 部 を 改 正 す

る 法 律 （ 令 和 三 年 法 律 第 六 十 三 号 ） 附 則 第 四 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項 又 は 第 六 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項 （ こ れ ら の 規 定 を 同 法 附 則 第 九 条 第 三 項 の 規 定 に よ り

読 み 替 え て 適 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 規 定 に よ り 採 用 さ れ る 職 員 」 と す る 。

2 暫 定 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 に 対 す る 第 九 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 公 益 的 法 人 等 へ の 職 員 の 派 遣 等 に 関 す る 条 例 第 二 条 第 二 項 第 二 号 の 規 定 の 適 用 に つ い て

は 、 同 号 中 「 地 方 公 務 員 法 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ る 職 員 」 と あ る の は 、 「 地 方 公 務 員 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 令 和 三 年 法 律 第 六 十 三

号 ） 附 則 第 六 条 第 一 項 又 は 第 二 項 （ こ れ ら の 規 定 を 同 法 附 則 第 九 条 第 三 項 の 規 定 に よ り 読 み 替 え て 適 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 規 定 に よ り 採 用 さ れ る 職 員 」 と

す る 。

（ 職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に 伴 う 経 過 措 置 ）

第 十 七 条 暫 定 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 は 、 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 と み な し て 、 第 十 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 条 例 第 十 二 条 の

規 定 を 適 用 す る 。

（ 徳 島 県 人 事 行 政 の 運 営 等 の 状 況 の 公 表 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に 伴 う 経 過 措 置 ）

第 十 八 条 暫 定 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 及 び 旧 地 方 公 務 員 法 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ た 職 員 は 、 第 十 二 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 徳 島 県 人 事 行

政 の 運 営 等 の 状 況 の 公 表 に 関 す る 条 例 第 三 条 第 一 項 に 規 定 す る 法 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ る 職 員 と み な す 。

（ 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に 伴 う 経 過 措 置 ）

第 十 九 条 暫 定 再 任 用 職 員 に 対 す る 第 十 四 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 第 二 条 第 一 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 項 中 「 以 下 」 と あ る

の は 、 「 地 方 公 務 員 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 令 和 三 年 法 律 第 六 十 三 号 ） 附 則 第 四 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項 又 は 第 六 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項 （ こ れ ら の 規 定

を 同 法 附 則 第 九 条 第 三 項 の 規 定 に よ り 読 み 替 え て 適 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 規 定 に よ り 採 用 さ れ た 職 員 を 除 く 。 以 下 」 と す る 。

（ 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）
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第 二 十 条 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 （ 平 成 十 五 年 徳 島 県 条 例 第 四 十 八 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

附 則 第 十 二 項 中 「 附 則 第 三 十 六 項 」 を 「 附 則 第 六 項 」 に 改 め る 。

（ 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）

第 二 十 一 条 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 （ 平 成 十 八 年 徳 島 県 条 例 第 九 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

附 則 第 二 項 中 「 第 五 条 の 三 」 を 「 第 五 条 の 三 の 二 」 に 、 「 附 則 第 三 十 六 項 か ら 第 三 十 八 項 ま で 及 び 第 四 十 一 項 」 を 「 附 則 第 六 項 か ら 第 八 項 ま で 」 に 改 め る 。

提 案 理 由

地 方 公 務 員 の 定 年 の 基 準 と な る 国 家 公 務 員 の 定 年 が 段 階 的 に 年 齢 六 十 五 年 に 引 き 上 げ ら れ る と と も に 、 年 齢 六 十 年 を 超 え る 国 家 公 務 員 に 係 る 給 与 に 関 す る 特

例 を 設 け る 等 の 措 置 が 講 ぜ ら れ た こ と に 鑑 み 、 及 び 地 方 公 務 員 法 の 一 部 が 改 正 さ れ 、 管 理 監 督 職 勤 務 上 限 年 齢 に よ る 降 任 等 の 制 度 を 設 け る 等 の 措 置 が 講 ぜ ら れ

た こ と に 伴 い 、 関 係 条 例 に つ い て 所 要 の 整 備 を 行 う 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。
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徳 島 県 県 土 整 備 関 係 手 数 料 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

徳 島 県 県 土 整 備 関 係 手 数 料 条 例 （ 平 成 十 二 年 徳 島 県 条 例 第 四 十 七 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

別 表 第 一 の 七 十 三 の 項 中 「 第 八 十 五 条 第 五 項 」 を 「 第 八 十 五 条 第 六 項 」 に 改 め 、 同 表 の 七 十 三 の 二 の 項 中 「 第 八 十 五 条 第 六 項 」 を 「 第 八 十 五 条 第 七 項 」 に 改

め 、 同 表 の 七 十 八 の 五 の 項 中 「 第 八 十 七 条 の 三 第 五 項 」 を 「 第 八 十 七 条 の 三 第 六 項 」 に 改 め 、 同 表 の 七 十 八 の 六 の 項 中 「 第 八 十 七 条 の 三 第 六 項 」 を 「 第 八 十 七

条 の 三 第 七 項 」 に 改 め る 。

附 則

こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

提 案 理 由

建 築 基 準 法 の 一 部 が 改 正 さ れ た こ と に 伴 い 、 所 要 の 整 理 を 行 う 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。

第 七 号

徳 島 県 県 土 整 備 関 係 手 数 料 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

徳 島 県 県 土 整 備 関 係 手 数 料 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

令 和 四 年 九 月 十 四 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 七 号 徳 島 県 県 土 整 備 関 係 手 数 料 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

初校

51

令和4年9月議案（その2）



�初校

令和4年9月議案（その2）



徳 島 県 学 校 職 員 給 与 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

（ 徳 島 県 学 校 職 員 給 与 条 例 の 一 部 改 正 ）

第 一 条 徳 島 県 学 校 職 員 給 与 条 例 （ 昭 和 二 十 七 年 徳 島 県 条 例 第 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 第 三 項 中 「 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 」 を 「 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 」 に 改 め る 。

第 五 条 の 前 の 見 出 し を 削 り 、 同 条 に 見 出 し と し て 「 （ 初 任 給 、 昇 格 、 昇 給 等 の 基 準 ） 」 を 付 し 、 同 条 第 四 項 中 「 の 定 め る 」 を 「 で 定 め る 」 に 改 め 、 同 条 第 五

項 中 「 そ の 者 」 を 「 当 該 学 校 職 員 」 に 改 め 、 同 条 第 十 一 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

11 地 方 公 務 員 法 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ た 学 校 職 員 （ 以 下 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 」 と い う 。 ） の 給 料 月 額 は 、 当 該 定 年 前

再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 に 適 用 さ れ る 給 料 表 の 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 の 欄 に 掲 げ る 基 準 給 料 月 額 （ 当 該 給 料 表 の 備 考 の 規 定 に よ り 加 算 さ れ た

額 を 含 む 。 ） の う ち 、 第 二 項 の 規 定 に よ り 当 該 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 の 属 す る 職 務 の 等 級 に 応 じ た 額 に 、 勤 務 時 間 条 例 第 二 条 第 三 項 又 は 第 四 項

の 規 定 に よ り 定 め ら れ た 当 該 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 の 勤 務 時 間 を 同 条 第 一 項 に 規 定 す る 勤 務 時 間 で 除 し て 得 た 数 を 乗 じ て 得 た 額 と す る 。

第 五 条 の 二 を 削 る 。

第 十 一 条 第 一 項 第 一 号 中 「 以 下 」 の 下 に 「 こ の 項 か ら 第 三 項 ま で に お い て 」 を 加 え 、 同 項 第 二 号 中 「 以 下 」 の 下 に 「 こ の 条 に お い て 」 を 加 え 、 同 条 第 二 項

第 一 号 中 「 算 出 し た そ の 者 」 を 「 算 出 し た 当 該 学 校 職 員 」 に 改 め 、 「 相 当 す る 額 （ 以 下 」 の 下 に 「 こ の 号 及 び 次 項 に お い て 」 を 加 え 、 同 号 た だ し 書 中 「 以 下 」

の 下 に 「 こ の 号 及 び 第 三 号 に お い て 」 を 加 え 、 「 そ の 者 」 を 「 当 該 学 校 職 員 」 に 改 め 、 同 項 第 二 号 中 「 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間

勤 務 学 校 職 員 」 に 改 め 、 同 項 第 三 号 中 「 そ の 者 」 を 「 当 該 学 校 職 員 」 に 、 「 前 号 に 定 め る 額 の 合 計 額 と 」 を 「 同 号 に 定 め る 額 の 合 計 額 と 」 に 改 め 、 同 条 第 三

項 中 「 以 下 」 を 「 第 一 号 及 び 次 項 に お い て 」 に 改 め 、 同 項 第 一 号 中 「 そ の 者 」 を 「 当 該 学 校 職 員 」 に 改 め る 。

第 八 号

徳 島 県 学 校 職 員 給 与 条 例 等 の 一 部 改 正 に つ い て

徳 島 県 学 校 職 員 給 与 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

令 和 四 年 九 月 十 四 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 八 号 徳 島 県 学 校 職 員 給 与 条 例 等 の 一 部 改 正 に つ い て
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第 十 三 条 第 一 項 中 「 場 合 は 」 を 「 場 合 に は 」 に 改 め 、 同 条 第 二 項 中 「 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 」 に 改 め 、 同 条 第

四 項 第 一 号 及 び 第 五 項 第 一 号 中 「 場 合 は 」 を 「 場 合 に は 」 に 改 め る 。

第 十 五 条 第 二 項 中 「 そ の 者 」 を 「 当 該 学 校 職 員 」 に 改 め 、 同 条 第 三 項 中 「 再 任 用 学 校 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 」 に 改 め る 。

第 十 五 条 の 二 の 三 第 一 項 中 「 こ の 条 」 を 「 こ の 項 か ら 第 三 項 ま で 」 に 、 「 そ の 者 」 を 「 当 該 学 校 職 員 」 に 改 め 、 同 条 第 二 項 中 「 再 任 用 学 校 職 員 」 を 「 定 年

前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 」 に 改 め 、 同 条 第 五 項 中 「 第 十 五 条 の 二 中 」 を 「 第 十 五 条 の 二 第 一 項 中 」 に 、 「 同 条 第 一 号 」 を 「 同 項 第 一 号 」 に 、 「 基 準 日 を い

う 。 以 下 こ の 条 及 び 次 条 」 を 「 基 準 日 を い う 。 以 下 こ の 項 及 び 次 条 第 三 項 」 に 、 「 同 項 」 を 「 第 十 五 条 の 二 の 三 第 一 項 」 に 、 「 定 め る 日 を い う 。 以 下 こ の 条 及

び 次 条 」 を 「 定 め る 日 を い う 。 以 下 こ の 項 及 び 次 条 第 一 項 」 に 改 め る 。

第 十 五 条 の 二 の 四 第 二 項 中 「 再 任 用 学 校 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 」 に 改 め る 。

第 十 五 条 の 六 の 見 出 し 中 「 再 任 用 学 校 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 」 に 改 め 、 同 条 中 「 第 九 条 」 を 「 第 五 条 第 三 項 か ら 第 十 項 ま で 、 第 九 条 」

に 、 「 再 任 用 学 校 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 」 に 改 め る 。

第 二 十 条 第 二 号 中 「 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 」 に 、 「 そ の 者 」 を 「 当 該 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 」 に 改

め る 。
附 則 第 一 項 に 見 出 し と し て 「 （ 施 行 期 日 ） 」 を 付 す る 。

附 則 第 二 項 に 見 出 し と し て 「 （ 経 過 措 置 ） 」 を 付 す る 。

附 則 第 三 項 の 前 に 見 出 し と し て 「 （ 六 十 歳 に 達 し た 日 後 に お け る 最 初 の 四 月 一 日 以 後 に お け る 給 料 月 額 等 の 特 例 措 置 ） 」 を 付 し 、 同 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

3 当 分 の 間 、 学 校 職 員 の 給 料 月 額 は 、 当 該 学 校 職 員 が 六 十 歳 に 達 し た 日 後 に お け る 最 初 の 四 月 一 日 （ 附 則 第 五 項 に お い て 「 特 定 日 」 と い う 。 ） 以 後 、 当 該

学 校 職 員 に 適 用 さ れ る 給 料 表 の 給 料 月 額 の う ち 、 第 五 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 当 該 学 校 職 員 の 属 す る 職 務 の 等 級 並 び に 同 条 第 三 項 、 第 四 項 、 第 六 項 及 び 第 七

項 の 規 定 に よ り 当 該 学 校 職 員 の 受 け る 号 俸 に 応 じ た 額 に 百 分 の 七 十 を 乗 じ て 得 た 額 （ 当 該 額 に 、 五 十 円 未 満 の 端 数 を 生 じ た と き は こ れ を 切 り 捨 て 、 五 十 円

以 上 百 円 未 満 の 端 数 を 生 じ た と き は こ れ を 百 円 に 切 り 上 げ る も の と す る 。 ） と す る 。

附 則 に 次 の 七 項 を 加 え る 。

4 前 項 の 規 定 は 、 次 に 掲 げ る 学 校 職 員 に は 適 用 し な い 。

一 臨 時 的 任 用 学 校 職 員 そ の 他 の 法 律 に よ り 任 期 を 定 め て 任 用 さ れ る 学 校 職 員 及 び 非 常 勤 の 学 校 職 員

二 職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 五 十 九 年 徳 島 県 条 例 第 四 十 一 号 ） 第 九 条 第 一 項 又 は 第 二 項 の 規 定 に よ り 同 条 第 一 項 に 規 定 す る 異 動 期 間 （ 同 項 又 は 同

条 第 二 項 の 規 定 に よ り 延 長 さ れ た 期 間 を 含 む 。 ） が 延 長 さ れ た 同 条 例 第 六 条 の 管 理 監 督 職 を 占 め る 学 校 職 員

三 職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 第 四 条 第 一 項 又 は 第 二 項 の 規 定 に よ り 勤 務 し て い る 学 校 職 員 （ 同 条 例 第 二 条 に 規 定 す る 定 年 退 職 日 に お い て 前 項 の 規 定 が 適
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用 さ れ て い た 学 校 職 員 を 除 く 。 ）

5 地 方 公 務 員 法 第 二 十 八 条 の 二 第 一 項 の 規 定 に よ る 管 理 監 督 職 以 外 の 職 へ の 降 任 又 は 転 任 （ 降 給 を 伴 う 転 任 に 限 る 。 以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。 ） を さ れ た

学 校 職 員 で あ つ て 、 当 該 降 任 又 は 転 任 を さ れ た 日 （ 以 下 こ の 項 及 び 附 則 第 七 項 に お い て 「 異 動 日 」 と い う 。 ） の 前 日 か ら 引 き 続 き 同 一 の 給 料 表 の 適 用 を 受

け る も の の う ち 、 特 定 日 に 附 則 第 三 項 の 規 定 に よ り 当 該 学 校 職 員 の 受 け る 給 料 月 額 （ 以 下 こ の 項 に お い て 「 特 定 日 給 料 月 額 」 と い う 。 ） が 異 動 日 の 前 日 に

当 該 学 校 職 員 が 受 け て い た 給 料 月 額 に 百 分 の 七 十 を 乗 じ て 得 た 額 （ 当 該 額 に 、 五 十 円 未 満 の 端 数 を 生 じ た と き は こ れ を 切 り 捨 て 、 五 十 円 以 上 百 円 未 満 の 端

数 を 生 じ た と き は こ れ を 百 円 に 切 り 上 げ る も の と す る 。 以 下 こ の 項 に お い て 「 基 礎 給 料 月 額 」 と い う 。 ） に 達 し な い こ と と な る 学 校 職 員 （ 人 事 委 員 会 規 則

で 定 め る 学 校 職 員 を 除 く 。 ） に は 、 当 分 の 間 、 特 定 日 以 後 、 附 則 第 三 項 の 規 定 に よ り 当 該 学 校 職 員 の 受 け る 給 料 月 額 の ほ か 、 基 礎 給 料 月 額 と 特 定 日 給 料 月

額 と の 差 額 に 相 当 す る 額 を 給 料 と し て 支 給 す る 。

6 前 項 の 規 定 に よ る 給 料 の 額 と 当 該 給 料 を 支 給 さ れ る 学 校 職 員 の 受 け る 給 料 月 額 と の 合 計 額 が 第 五 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 当 該 学 校 職 員 の 属 す る 職 務 の 等 級

に お け る 最 高 の 号 俸 の 給 料 月 額 を 超 え る 場 合 に お け る 前 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 項 中 「 基 礎 給 料 月 額 と 特 定 日 給 料 月 額 」 と あ る の は 、 「 第 五 条 第 二

項 の 規 定 に よ り 当 該 学 校 職 員 の 属 す る 職 務 の 等 級 に お け る 最 高 の 号 俸 の 給 料 月 額 と 当 該 学 校 職 員 の 受 け る 給 料 月 額 」 と す る 。

7 異 動 日 の 前 日 か ら 引 き 続 き 給 料 表 の 適 用 を 受 け る 学 校 職 員 （ 附 則 第 三 項 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 学 校 職 員 に 限 り 、 附 則 第 五 項 に 規 定 す る 学 校 職 員 を 除 く 。 ）

で あ つ て 、 同 項 の 規 定 に よ る 給 料 を 支 給 さ れ る 学 校 職 員 と の 権 衡 上 必 要 が あ る と 認 め ら れ る も の に は 、 当 分 の 間 、 当 該 学 校 職 員 の 受 け る 給 料 月 額 の ほ か 、

人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 前 二 項 の 規 定 に 準 じ て 算 出 し た 額 を 給 料 と し て 支 給 す る 。

8 附 則 第 五 項 又 は 前 項 の 規 定 に よ る 給 料 を 支 給 さ れ る 学 校 職 員 以 外 の 附 則 第 三 項 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 学 校 職 員 で あ つ て 、 任 用 の 事 情 を 考 慮 し て 当 該 給 料

を 支 給 さ れ る 学 校 職 員 と の 権 衡 上 必 要 が あ る と 認 め ら れ る も の に は 、 当 分 の 間 、 当 該 学 校 職 員 の 受 け る 給 料 月 額 の ほ か 、 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る と こ ろ に

よ り 、 前 三 項 の 規 定 に 準 じ て 算 出 し た 額 を 給 料 と し て 支 給 す る 。

9 附 則 第 五 項 又 は 前 二 項 の 規 定 に よ る 給 料 を 支 給 さ れ る 学 校 職 員 に 対 す る 第 十 五 条 の 三 第 一 項 （ 同 条 第 二 項 に お い て そ の 例 に よ る 場 合 を 含 む 。 ） 及 び 第 十

五 条 の 四 第 一 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 こ れ ら の 規 定 中 「 給 料 月 額 」 と あ る の は 、 「 給 料 月 額 と 附 則 第 五 項 、 第 七 項 又 は 第 八 項 の 規 定 に よ る 給 料 の 額 と

の 合 計 額 」 と す る 。

（ 人 事 委 員 会 規 則 へ の 委 任 ）

10 附 則 第 三 項 か ら 前 項 ま で に 定 め る も の の ほ か 、 附 則 第 三 項 の 規 定 に よ る 給 料 月 額 、 附 則 第 五 項 の 規 定 に よ る 給 料 そ の 他 附 則 第 三 項 か ら 前 項 ま で の 規 定 の

施 行 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 。

別 表 第 一 再 任 用 学 校 職 員 以 外 の 学 校 職 員 の 欄 中 「 再任用学校職員 」 を 「定年前再任用短時間勤務学校職員 」 に 改 め 、 同 表 再 任 用 学 校 職 員 の 欄 を 次 の よ う に

改 め る 。
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定年前再
任用短時
間勤務学
校職員

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

225，200 271，100 298，100 324，400 405，200
別 表 第 二 再 任 用 学 校 職 員 以 外 の 学 校 職 員 の 欄 中 「再任用学校職員 」 を 「定年前再任用短時間勤務学校職員 」 に 改 め 、 同 表 再 任 用 学 校 職 員 の 欄 を 次 の よ う に

改 め る 。

定年前再
任用短時
間勤務学
校職員

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

234，000 274，300 303，000 331，100 415，200

別 表 第 三 再 任 用 学 校 職 員 以 外 の 学 校 職 員 の 欄 中 「再任用学校職員 」 を 「定年前再任用短時間勤務学校職員 」 に 改 め 、 同 表 再 任 用 学 校 職 員 の 欄 を 次 の よ う に

改 め る 。

定年前再
任用短時
間勤務学
校職員

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

187，700 215，200 255，200 274，600 289，700 315，100

別 表 第 四 再 任 用 学 校 職 員 以 外 の 学 校 職 員 の 欄 中 「再任用学校職員 」 を 「定年前再任用短時間勤務学校職員 」 に 改 め 、 同 表 再 任 用 学 校 職 員 の 欄 を 次 の よ う に

改 め る 。

定年前再
任用短時
間勤務学
校職員

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

188，700 215，300 243，500 256，900 282，100

（ 徳 島 県 学 校 職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）

第 二 条 徳 島 県 学 校 職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 三 十 一 年 徳 島 県 条 例 第 四 十 五 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 四 条 中 「 第 二 十 八 条 の 四 第 一 項 又 は 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 」 を 「 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 」 に 改 め る 。

第 十 三 条 第 一 項 中 「 除 く 」 の 下 に 「 。 附 則 第 三 項 に お い て 同 じ 」 を 加 え る 。
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附 則 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

3 条 例 附 則 第 五 項 、 第 七 項 又 は 第 八 項 の 規 定 に よ る 給 料 を 支 給 さ れ る 徳 島 県 立 し ら さ ぎ 中 学 校 の 教 育 職 員 に 対 す る 第 十 三 条 第 二 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て

は 、 同 項 中 「 給 料 月 額 」 と あ る の は 、 「 給 料 月 額 と 条 例 附 則 第 五 項 、 第 七 項 又 は 第 八 項 の 規 定 に よ る 給 料 の 額 と の 合 計 額 」 と す る 。

（ 義 務 教 育 諸 学 校 等 の 教 育 職 員 の 給 与 等 に 関 す る 特 別 措 置 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）

第 三 条 義 務 教 育 諸 学 校 等 の 教 育 職 員 の 給 与 等 に 関 す る 特 別 措 置 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 四 十 六 年 徳 島 県 条 例 第 四 十 三 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 第 二 項 中 「 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 」 を 「 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 」 に 改 め る 。

附 則 を 附 則 第 一 項 と し 、 附 則 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

2 給 与 条 例 附 則 第 五 項 、 第 七 項 又 は 第 八 項 の 規 定 に よ る 給 料 を 支 給 さ れ る 義 務 教 育 諸 学 校 等 の 教 育 職 員 に 対 す る 第 三 条 第 一 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同

項 中 「 給 料 月 額 」 と あ る の は 、 「 給 料 月 額 と 給 与 条 例 附 則 第 五 項 、 第 七 項 又 は 第 八 項 の 規 定 に よ る 給 料 の 額 と の 合 計 額 」 と す る 。

（ 徳 島 県 会 計 年 度 任 用 学 校 職 員 の 給 与 及 び 費 用 弁 償 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）

第 四 条 徳 島 県 会 計 年 度 任 用 学 校 職 員 の 給 与 及 び 費 用 弁 償 に 関 す る 条 例 （ 令 和 元 年 徳 島 県 条 例 第 二 十 八 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 十 七 条 中 「 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 に 規 定 す る 短 時 間 勤 務 の 職 を 占 め る 職 員 （ 以 下 「 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 」 を 「 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ り

採 用 さ れ た 学 校 職 員 （ 以 下 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 」 に 改 め る 。

第 二 十 二 条 第 一 項 第 一 号 中 「 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 」 に 改 め る 。

附 則

（ 施 行 期 日 ）

1 こ の 条 例 は 、 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

（ 徳 島 県 学 校 職 員 給 与 条 例 の 一 部 改 正 に 伴 う 経 過 措 置 ）

2 第 一 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 徳 島 県 学 校 職 員 給 与 条 例 （ 以 下 「 新 給 与 条 例 」 と い う 。 ） 附 則 第 三 項 か ら 第 十 項 ま で の 規 定 は 、 地 方 公 務 員 法 の 一 部 を 改 正 す

る 法 律 （ 令 和 三 年 法 律 第 六 十 三 号 。 以 下 「 改 正 法 」 と い う 。 ） 附 則 第 三 条 第 五 項 又 は 職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 等 の 条 例 （ 令 和 四 年 徳 島

県 条 例 第 号 ） 附 則 第 二 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 勤 務 し て い る 学 校 職 員 に は 適 用 し な い 。

3 暫 定 再 任 用 学 校 職 員 （ 改 正 法 附 則 第 四 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項 又 は 第 六 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項 （ こ れ ら の 規 定 を 改 正 法 附 則 第 九 条 第 三 項 の 規 定 に よ り 読

み 替 え て 適 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 規 定 に よ り 採 用 さ れ た 学 校 職 員 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） （ 地 方 公 務 員 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 六 十 一 号 ） 第 二 十 二 条 の 四

第 一 項 に 規 定 す る 短 時 間 勤 務 の 職 を 占 め る 暫 定 再 任 用 学 校 職 員 （ 以 下 「 暫 定 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 」 と い う 。 ） を 除 く 。 以 下 こ の 項 及 び 次 項 に お い て 同

じ 。 ） の 給 料 月 額 は 、 当 該 暫 定 再 任 用 学 校 職 員 が 新 給 与 条 例 第 五 条 第 十 一 項 に 規 定 す る 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 （ 以 下 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学
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校 職 員 」 と い う 。 ） で あ る も の と し た 場 合 に 適 用 さ れ る 徳 島 県 学 校 職 員 給 与 条 例 第 四 条 第 二 項 に 規 定 す る 給 料 表 の 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 の 欄 に 掲

げ る 基 準 給 料 月 額 （ 当 該 給 料 表 の 備 考 の 規 定 に よ り 加 算 さ れ た 額 を 含 む 。 附 則 第 五 項 に お い て 同 じ 。 ） の う ち 、 同 条 例 第 五 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 当 該 暫 定 再

任 用 学 校 職 員 の 属 す る 職 務 の 等 級 に 応 じ た 額 と す る 。

4 地 方 公 務 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 三 年 法 律 第 百 十 号 ） 第 十 条 第 一 項 に 規 定 す る 育 児 短 時 間 勤 務 （ 同 法 第 十 七 条 の 規 定 に よ る 短 時 間 勤 務 を 含 む 。 ）

を し て い る 暫 定 再 任 用 学 校 職 員 に 対 す る 前 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 項 中 「 と す る 」 と あ る の は 、 「 に 、 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 日 及 び 休 暇 に 関 す る 条 例 （ 昭

和 四 十 年 徳 島 県 条 例 第 二 十 号 ） 第 二 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 定 め ら れ た 当 該 暫 定 再 任 用 学 校 職 員 の 勤 務 時 間 を 同 条 第 一 項 に 規 定 す る 勤 務 時 間 で 除 し て 得 た 数 を

乗 じ て 得 た 額 と す る 」 と す る 。

5 暫 定 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 の 給 料 月 額 は 、 当 該 暫 定 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 が 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 で あ る も の と し た 場 合 に 適 用 さ れ る

徳 島 県 学 校 職 員 給 与 条 例 第 四 条 第 二 項 に 規 定 す る 給 料 表 の 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 の 欄 に 掲 げ る 基 準 給 料 月 額 の う ち 、 同 条 例 第 五 条 第 二 項 の 規 定 に

よ り 当 該 暫 定 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 の 属 す る 職 務 の 等 級 に 応 じ た 額 に 、 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 日 及 び 休 暇 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 四 十 年 徳 島 県 条 例 第 二 十 号 ）

第 二 条 第 三 項 又 は 第 四 項 の 規 定 に よ り 定 め ら れ た 当 該 暫 定 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 の 勤 務 時 間 を 同 条 第 一 項 に 規 定 す る 勤 務 時 間 で 除 し て 得 た 数 を 乗 じ て 得

た 額 と す る 。

6 暫 定 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 は 、 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 と み な し て 、 新 給 与 条 例 第 十 一 条 第 二 項 、 第 十 三 条 第 二 項 及 び 第 二 十 条 の 規 定 を 適 用

す る 。

7 暫 定 再 任 用 学 校 職 員 は 、 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 と み な し て 、 新 給 与 条 例 第 十 五 条 第 三 項 及 び 第 十 五 条 の 二 の 四 第 二 項 の 規 定 を 適 用 す る 。

8 新 給 与 条 例 第 十 五 条 の 二 の 三 第 一 項 の 学 校 職 員 に 暫 定 再 任 用 学 校 職 員 が 含 ま れ る 場 合 に お け る 勤 勉 手 当 の 額 の 同 条 第 二 項 各 号 に 掲 げ る 学 校 職 員 の 区 分 ご と

の 総 額 の 算 定 に 係 る 同 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 項 第 一 号 中 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 」 と あ る の は 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 及 び 地

方 公 務 員 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 令 和 三 年 法 律 第 六 十 三 号 ） 附 則 第 四 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項 又 は 第 六 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項 （ こ れ ら の 規 定 を 同 法 附 則

第 九 条 第 三 項 の 規 定 に よ り 読 み 替 え て 適 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 規 定 に よ り 採 用 さ れ た 学 校 職 員 （ 次 号 に お い て 「 暫 定 再 任 用 学 校 職 員 」 と い う 。 ） 」 と 、 同 項

第 二 号 中 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 」 と あ る の は 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 及 び 暫 定 再 任 用 学 校 職 員 」 と す る 。

9 徳 島 県 学 校 職 員 給 与 条 例 第 五 条 第 三 項 及 び 第 六 項 か ら 第 十 項 ま で 、 第 九 条 、 第 十 条 、 第 十 条 の 三 並 び に 第 十 四 条 の 三 並 び に 新 給 与 条 例 第 五 条 第 四 項 及 び 第

五 項 の 規 定 は 、 暫 定 再 任 用 学 校 職 員 に は 適 用 し な い 。

10 附 則 第 三 項 か ら 前 項 ま で に 定 め る も の の ほ か 、 暫 定 再 任 用 学 校 職 員 の 給 与 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 。

（ 徳 島 県 学 校 職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に 伴 う 経 過 措 置 ）

11 暫 定 再 任 用 学 校 職 員 は 、 第 二 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 徳 島 県 学 校 職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 条 例 第 四 条 に 規 定 す る 地 方 公 務 員 法 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 の
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規 定 に よ り 採 用 さ れ た 学 校 職 員 と み な し て 、 同 条 例 の 規 定 を 適 用 す る 。

提 案 理 由

地 方 公 務 員 法 の 一 部 が 改 正 さ れ 、 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 の 制 度 が 設 け ら れ た こ と に 伴 い 、 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 学 校 職 員 の 給 与 を 定 め る と と も に 、 年 齢

六 十 年 を 超 え る 国 家 公 務 員 に 係 る 給 与 に 関 す る 特 例 を 設 け る 等 の 措 置 が 講 ぜ ら れ た こ と に 鑑 み 、 本 県 の 学 校 職 員 の 給 与 に つ い て 所 要 の 改 正 を 行 う 必 要 が あ る 。

こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。
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徳 島 県 教 育 関 係 手 数 料 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

徳 島 県 教 育 関 係 手 数 料 条 例 （ 平 成 十 二 年 徳 島 県 条 例 第 六 十 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

別 表 の 一 の 項 中 「 第 十 六 条 の 二 第 一 項 」 を 「 第 十 六 条 第 一 項 」 に 改 め 、 同 表 の 二 の 項 中 「 第 五 条 第 三 項 」 を 「 第 五 条 第 二 項 」 に 改 め 、 同 表 の 三 の 項 中 「 第 五

条 第 六 項 」 を 「 第 五 条 第 五 項 」 に 改 め 、 同 表 の 三 の 三 の 項 、 三 の 四 の 項 及 び 六 の 二 の 項 か ら 六 の 五 の 項 ま で を 削 る 。

附 則

こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

提 案 理 由

教 育 職 員 免 許 法 の 一 部 が 改 正 さ れ 、 普 通 免 許 状 及 び 特 別 免 許 状 の 更 新 制 が 廃 止 さ れ た こ と 等 に 伴 い 、 こ れ ら の 免 許 状 の 有 効 期 間 の 更 新 の 申 請 に 対 す る 審 査 等

に 係 る 手 数 料 を 廃 止 す る 等 の 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。

第 九 号

徳 島 県 教 育 関 係 手 数 料 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

徳 島 県 教 育 関 係 手 数 料 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

令 和 四 年 九 月 十 四 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 九 号 徳 島 県 教 育 関 係 手 数 料 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て
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徳 島 県 地 方 警 察 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 及 び 徳 島 県 会 計 年 度 任 用 警 察 職 員 の 給 与 及 び 費 用 弁 償 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

（ 徳 島 県 地 方 警 察 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）

第 一 条 徳 島 県 地 方 警 察 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 二 十 九 年 徳 島 県 条 例 第 二 十 七 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 五 条 の 前 の 見 出 し を 削 り 、 同 条 に 見 出 し と し て 「 （ 初 任 給 、 昇 格 、 昇 給 等 の 基 準 ） 」 を 付 し 、 同 条 第 四 項 中 「 の 定 め る 」 を 「 で 定 め る 」 に 改 め 、 同 条 第 五

項 中 「 そ の 者 」 を 「 当 該 警 察 職 員 」 に 改 め 、 同 条 第 十 一 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

11 地 方 公 務 員 法 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ た 警 察 職 員 （ 以 下 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 」 と い う 。 ） の 給 料 月 額 は 、 当 該 定 年 前

再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 に 適 用 さ れ る 給 料 表 の 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 の 欄 に 掲 げ る 基 準 給 料 月 額 の う ち 、 第 二 項 の 規 定 に よ り 当 該 定 年 前 再 任

用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 の 属 す る 職 務 の 等 級 に 応 じ た 額 に 、 勤 務 時 間 条 例 第 二 条 第 三 項 又 は 第 四 項 の 規 定 に よ り 定 め ら れ た 当 該 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察

職 員 の 勤 務 時 間 を 同 条 第 一 項 に 規 定 す る 勤 務 時 間 で 除 し て 得 た 数 を 乗 じ て 得 た 額 と す る 。

第 五 条 の 二 を 削 る 。

第 十 三 条 第 一 項 第 一 号 中 「 以 下 」 の 下 に 「 こ の 項 か ら 第 三 項 ま で に お い て 」 を 加 え 、 同 項 第 二 号 中 「 以 下 」 の 下 に 「 こ の 条 に お い て 」 を 加 え 、 同 条 第 二 項

第 一 号 中 「 算 出 し た そ の 者 」 を 「 算 出 し た 当 該 警 察 職 員 」 に 改 め 、 「 相 当 す る 額 （ 以 下 」 の 下 に 「 こ の 号 及 び 次 項 に お い て 」 を 加 え 、 同 号 た だ し 書 中 「 以 下 」

の 下 に 「 こ の 号 及 び 第 三 号 に お い て 」 を 加 え 、 「 そ の 者 」 を 「 当 該 警 察 職 員 」 に 改 め 、 同 項 第 二 号 中 「 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間

第 十 号

徳 島 県 地 方 警 察 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 及 び 徳 島 県 会 計 年 度 任 用 警 察 職 員 の 給 与 及 び 費 用 弁 償 に 関 す る

条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

徳 島 県 地 方 警 察 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 及 び 徳 島 県 会 計 年 度 任 用 警 察 職 員 の 給 与 及 び 費 用 弁 償 に 関 す る 条 例 の 一

部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

令 和 四 年 九 月 十 四 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 十 号 徳 島 県 地 方 警 察 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 及 び 徳 島 県 会 計 年 度 任 用 警 察 職 員 の 給 与 及 び 費 用 弁 償 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て
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勤 務 警 察 職 員 」 に 改 め 、 同 項 第 三 号 中 「 そ の 者 」 を 「 当 該 警 察 職 員 」 に 、 「 前 号 に 定 め る 額 の 合 計 額 と 」 を 「 同 号 に 定 め る 額 の 合 計 額 と 」 に 改 め 、 同 条 第 三

項 中 「 以 下 」 を 「 第 一 号 及 び 次 項 に お い て 」 に 改 め 、 同 項 第 一 号 中 「 そ の 者 」 を 「 当 該 警 察 職 員 」 に 改 め る 。

第 十 五 条 第 一 項 中 「 場 合 は 」 を 「 場 合 に は 」 に 改 め 、 同 条 第 二 項 中 「 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 」 に 改 め 、 同 条 第

四 項 第 一 号 及 び 第 五 項 第 一 号 中 「 場 合 は 」 を 「 場 合 に は 」 に 改 め る 。

第 十 八 条 第 二 項 中 「 第 十 八 条 の 四 」 を 「 第 十 八 条 の 四 第 二 項 」 に 、 「 そ の 者 」 を 「 当 該 警 察 職 員 」 に 改 め 、 同 条 第 三 項 中 「 再 任 用 警 察 職 員 」 を 「 定 年 前 再

任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 」 に 改 め る 。

第 十 八 条 の 四 第 一 項 中 「 こ の 条 」 を 「 こ の 項 か ら 第 三 項 ま で 」 に 、 「 そ の 者 」 を 「 当 該 警 察 職 員 」 に 改 め 、 同 条 第 二 項 中 「 再 任 用 警 察 職 員 」 を 「 定 年 前 再

任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 」 に 改 め 、 同 条 第 五 項 中 「 第 十 八 条 の 二 」 を 「 第 十 八 条 の 二 第 一 項 」 に 、 「 同 条 第 一 号 」 を 「 同 項 第 一 号 」 に 、 「 基 準 日 を い う 。 以 下

こ の 条 及 び 次 条 」 を 「 基 準 日 を い う 。 以 下 こ の 項 及 び 次 条 第 三 項 」 に 、 「 同 項 」 を 「 第 十 八 条 の 四 第 一 項 」 に 、 「 定 め る 日 を い う 。 以 下 こ の 条 及 び 次 条 」 を 「 定

め る 日 を い う 。 以 下 こ の 項 及 び 次 条 第 一 項 」 に 改 め る 。

第 十 八 条 の 六 の 見 出 し 中 「 再 任 用 警 察 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 」 に 改 め 、 同 条 中 「 第 十 条 」 を 「 第 五 条 第 三 項 か ら 第 十 項 ま で 、 第 十 条 」

に 、 「 再 任 用 警 察 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 」 に 改 め る 。

第 二 十 二 条 第 二 号 中 「 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 」 に 、 「 そ の 者 」 を 「 当 該 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 」 に

改 め る 。

附 則 第 一 項 に 見 出 し と し て 「 （ 施 行 期 日 ） 」 を 付 す る 。

附 則 第 二 項 に 見 出 し と し て 「 （ 経 過 措 置 ） 」 を 付 す る 。

附 則 第 三 項 の 前 に 見 出 し と し て 「 （ 六 十 歳 に 達 し た 日 後 に お け る 最 初 の 四 月 一 日 以 後 に お け る 給 料 月 額 等 の 特 例 措 置 ） 」 を 付 し 、 同 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

3 当 分 の 間 、 警 察 職 員 の 給 料 月 額 は 、 当 該 警 察 職 員 が 六 十 歳 に 達 し た 日 後 に お け る 最 初 の 四 月 一 日 （ 附 則 第 五 項 及 び 第 七 項 に お い て 「 特 定 日 」 と い う 。 ）

以 後 、 当 該 警 察 職 員 に 適 用 さ れ る 給 料 表 の 給 料 月 額 の う ち 、 第 五 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 当 該 警 察 職 員 の 属 す る 職 務 の 等 級 並 び に 同 条 第 三 項 、 第 四 項 、 第 六

項 及 び 第 七 項 の 規 定 に よ り 当 該 警 察 職 員 の 受 け る 号 俸 に 応 じ た 額 に 百 分 の 七 十 を 乗 じ て 得 た 額 （ 当 該 額 に 、 五 十 円 未 満 の 端 数 を 生 じ た と き は こ れ を 切 り 捨

て 、 五 十 円 以 上 百 円 未 満 の 端 数 を 生 じ た と き は こ れ を 百 円 に 切 り 上 げ る も の と す る 。 ） と す る 。

附 則 に 次 の 九 項 を 加 え る 。

4 前 項 の 規 定 は 、 次 に 掲 げ る 警 察 職 員 に は 適 用 し な い 。

一 臨 時 的 任 用 職 員 そ の 他 の 法 律 に よ り 任 期 を 定 め て 任 用 さ れ る 警 察 職 員 及 び 非 常 勤 の 警 察 職 員

二 職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 五 十 九 年 徳 島 県 条 例 第 四 十 一 号 ） 第 九 条 第 一 項 又 は 第 二 項 の 規 定 に よ り 同 条 第 一 項 に 規 定 す る 異 動 期 間 （ 同 項 又 は 同
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条 第 二 項 の 規 定 に よ り 延 長 さ れ た 期 間 を 含 む 。 ） が 延 長 さ れ た 同 条 例 第 六 条 の 管 理 監 督 職 を 占 め る 警 察 職 員

三 職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 第 四 条 第 一 項 又 は 第 二 項 の 規 定 に よ り 勤 務 し て い る 警 察 職 員 （ 同 条 例 第 二 条 に 規 定 す る 定 年 退 職 日 に お い て 前 項 の 規 定 が 適

用 さ れ て い た 警 察 職 員 を 除 く 。 ）

5 地 方 公 務 員 法 第 二 十 八 条 の 二 第 一 項 の 規 定 に よ る 管 理 監 督 職 以 外 の 職 へ の 降 任 又 は 転 任 （ 降 給 を 伴 う 転 任 に 限 る 。 以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。 ） を さ れ た

警 察 職 員 で あ つ て 、 当 該 降 任 又 は 転 任 を さ れ た 日 （ 以 下 こ の 項 及 び 附 則 第 九 項 に お い て 「 異 動 日 」 と い う 。 ） の 前 日 か ら 引 き 続 き 同 一 の 給 料 表 の 適 用 を 受

け る も の の う ち 、 特 定 日 に 附 則 第 三 項 の 規 定 に よ り 当 該 警 察 職 員 の 受 け る 給 料 月 額 （ 以 下 こ の 項 及 び 附 則 第 七 項 に お い て 「 特 定 日 給 料 月 額 」 と い う 。 ） が

異 動 日 の 前 日 に 当 該 警 察 職 員 が 受 け て い た 給 料 月 額 に 百 分 の 七 十 を 乗 じ て 得 た 額 （ 当 該 額 に 、 五 十 円 未 満 の 端 数 を 生 じ た と き は こ れ を 切 り 捨 て 、 五 十 円 以

上 百 円 未 満 の 端 数 を 生 じ た と き は こ れ を 百 円 に 切 り 上 げ る も の と す る 。 以 下 こ の 項 に お い て 「 基 礎 給 料 月 額 」 と い う 。 ） に 達 し な い こ と と な る 警 察 職 員 （ 人

事 委 員 会 規 則 で 定 め る 警 察 職 員 を 除 く 。 ） に は 、 当 分 の 間 、 特 定 日 以 後 、 附 則 第 三 項 の 規 定 に よ り 当 該 警 察 職 員 の 受 け る 給 料 月 額 の ほ か 、 基 礎 給 料 月 額 と

特 定 日 給 料 月 額 と の 差 額 に 相 当 す る 額 を 給 料 と し て 支 給 す る 。

6 前 項 の 規 定 に よ る 給 料 の 額 と 当 該 給 料 を 支 給 さ れ る 警 察 職 員 の 受 け る 給 料 月 額 と の 合 計 額 が 第 五 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 当 該 警 察 職 員 の 属 す る 職 務 の 等 級

に お け る 最 高 の 号 俸 の 給 料 月 額 を 超 え る 場 合 に お け る 前 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 項 中 「 基 礎 給 料 月 額 と 特 定 日 給 料 月 額 」 と あ る の は 、 「 第 五 条 第 二

項 の 規 定 に よ り 当 該 警 察 職 員 の 属 す る 職 務 の 等 級 に お け る 最 高 の 号 俸 の 給 料 月 額 と 当 該 警 察 職 員 の 受 け る 給 料 月 額 」 と す る 。

7 警 察 法 第 五 十 六 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ る 任 命 に よ り 警 察 職 員 と な つ た 者 の う ち 、 特 定 日 給 料 月 額 が 、 当 該 任 命 を さ れ た 日 の 前 日 に 当 該 警 察 職 員 が 適 用

を 受 け て い た 一 般 職 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 九 十 五 号 ） 第 六 条 第 一 項 第 四 号 イ に 規 定 す る 公 安 職 俸 給 表 ㈠ に 定 め る 俸 給 月 額 に 百 分

の 七 十 を 乗 じ て 得 た 額 （ 当 該 額 に 、 五 十 円 未 満 の 端 数 を 生 じ た と き は こ れ を 切 り 捨 て 、 五 十 円 以 上 百 円 未 満 の 端 数 を 生 じ た と き は こ れ を 百 円 に 切 り 上 げ る

も の と す る 。 以 下 こ の 項 に お い て 「 基 礎 俸 給 月 額 」 と い う 。 ） に 達 し な い こ と と な る 警 察 職 員 （ 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 警 察 職 員 を 除 く 。 ） に は 、 当 分 の 間 、

特 定 日 以 後 、 附 則 第 三 項 の 規 定 に よ り 当 該 警 察 職 員 の 受 け る 給 料 月 額 の ほ か 、 基 礎 俸 給 月 額 と 特 定 日 給 料 月 額 と の 差 額 に 相 当 す る 額 を 給 料 と し て 支 給 す る 。

8 附 則 第 六 項 の 規 定 は 、 前 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て 準 用 す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 附 則 第 六 項 中 「 前 項 」 と あ る の は 「 次 項 」 と 、 「 基 礎 給 料 月 額 」 と あ る

の は 「 基 礎 俸 給 月 額 」 と 読 み 替 え る も の と す る 。

9 異 動 日 の 前 日 か ら 引 き 続 き 給 料 表 の 適 用 を 受 け る 警 察 職 員 （ 附 則 第 三 項 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 警 察 職 員 に 限 り 、 附 則 第 五 項 に 規 定 す る 警 察 職 員 を 除 く 。 ）

で あ つ て 、 同 項 の 規 定 に よ る 給 料 を 支 給 さ れ る 警 察 職 員 と の 権 衡 上 必 要 が あ る と 認 め ら れ る も の に は 、 当 分 の 間 、 当 該 警 察 職 員 の 受 け る 給 料 月 額 の ほ か 、

人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 同 項 及 び 附 則 第 六 項 の 規 定 に 準 じ て 算 出 し た 額 を 給 料 と し て 支 給 す る 。

10 附 則 第 五 項 、 第 七 項 又 は 前 項 の 規 定 に よ る 給 料 を 支 給 さ れ る 警 察 職 員 以 外 の 附 則 第 三 項 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 警 察 職 員 で あ つ て 、 任 用 の 事 情 を 考 慮 し て

当 該 給 料 を 支 給 さ れ る 警 察 職 員 と の 権 衡 上 必 要 が あ る と 認 め ら れ る も の に は 、 当 分 の 間 、 当 該 警 察 職 員 の 受 け る 給 料 月 額 の ほ か 、 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る
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と こ ろ に よ り 、 附 則 第 五 項 か ら 前 項 ま で の 規 定 に 準 じ て 算 出 し た 額 を 給 料 と し て 支 給 す る 。

11 附 則 第 五 項 、 第 七 項 又 は 前 二 項 の 規 定 に よ る 給 料 を 支 給 さ れ る 警 察 職 員 に 対 す る 第 十 八 条 第 五 項 （ 第 十 八 条 の 四 第 四 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ）

の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 第 十 八 条 第 五 項 中 「 給 料 月 額 」 と あ る の は 、 「 給 料 月 額 と 附 則 第 五 項 、 第 七 項 、 第 九 項 又 は 第 十 項 の 規 定 に よ る 給 料 の 額 と の 合

計 額 」 と す る 。

（ 人 事 委 員 会 規 則 へ の 委 任 ）

12 附 則 第 三 項 か ら 前 項 ま で に 定 め る も の の ほ か 、 附 則 第 三 項 の 規 定 に よ る 給 料 月 額 、 附 則 第 五 項 又 は 第 七 項 の 規 定 に よ る 給 料 そ の 他 附 則 第 三 項 か ら 前 項 ま

で の 規 定 の 施 行 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 。

別 表 第 一 再 任 用 警 察 職 員 以 外 の 警 察 職 員 の 欄 中 「再任用警察職員 」 を 「定年前再任用短時間勤務警察職員 」 に 改 め 、 同 表 再 任 用 警 察 職 員 の 欄 を 次 の よ う に

改 め る 。

定年前再
任用短時
間勤務警
察職員

基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額

241，500253，200257，300288，600305，100319，200342，800377，900409，500

別 表 第 二 再 任 用 警 察 職 員 以 外 の 警 察 職 員 の 欄 中 「再任用警察職員 」 を 「定年前再任用短時間勤務警察職員 」 に 改 め 、 同 表 再 任 用 警 察 職 員 の 欄 を 次 の よ う に

改 め る 。

定年前再
任用短時
間勤務警
察職員

基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額
基 準
給料月

円
額

187，700215，200255，200274，600289，700315，100356，800389，900441，000

別 表 第 三 再 任 用 警 察 職 員 以 外 の 警 察 職 員 の 欄 中 「再任用警察職員 」 を 「定年前再任用短時間勤務警察職員 」 に 改 め 、 同 表 再 任 用 警 察 職 員 の 欄 を 次 の よ う に

改 め る 。

定年前再
任用短時
間勤務警
察職員

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

基 準
給料月

円
額

217，500 258，700 283，500 325，900 384，400
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（ 徳 島 県 会 計 年 度 任 用 警 察 職 員 の 給 与 及 び 費 用 弁 償 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）

第 二 条 徳 島 県 会 計 年 度 任 用 警 察 職 員 の 給 与 及 び 費 用 弁 償 に 関 す る 条 例 （ 令 和 元 年 徳 島 県 条 例 第 三 十 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 十 五 条 中 「 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 に 規 定 す る 短 時 間 勤 務 の 職 を 占 め る 職 員 （ 以 下 「 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 」 を 「 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ り

採 用 さ れ た 警 察 職 員 （ 以 下 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 」 に 改 め る 。

第 二 十 条 第 一 項 第 一 号 中 「 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 」 に 改 め る 。

附 則

（ 施 行 期 日 ）

1 こ の 条 例 は 、 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

（ 徳 島 県 地 方 警 察 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に 伴 う 経 過 措 置 ）

2 第 一 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 徳 島 県 地 方 警 察 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 （ 以 下 「 新 給 与 条 例 」 と い う 。 ） 附 則 第 三 項 か ら 第 十 二 項 ま で の 規 定 は 、 地 方 公 務 員

法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 令 和 三 年 法 律 第 六 十 三 号 。 以 下 「 改 正 法 」 と い う 。 ） 附 則 第 三 条 第 五 項 又 は 職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 等 の 条

例 （ 令 和 四 年 徳 島 県 条 例 第 号 ） 附 則 第 二 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 勤 務 し て い る 警 察 職 員 に は 適 用 し な い 。

3 暫 定 再 任 用 警 察 職 員 （ 改 正 法 附 則 第 四 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項 又 は 第 六 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ た 警 察 職 員 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） （ 地

方 公 務 員 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 六 十 一 号 ） 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 に 規 定 す る 短 時 間 勤 務 の 職 を 占 め る 暫 定 再 任 用 警 察 職 員 （ 以 下 「 暫 定 再 任 用 短 時 間 勤

務 警 察 職 員 」 と い う 。 ） を 除 く 。 以 下 こ の 項 及 び 次 項 に お い て 同 じ 。 ） の 給 料 月 額 は 、 当 該 暫 定 再 任 用 警 察 職 員 が 新 給 与 条 例 第 五 条 第 十 一 項 に 規 定 す る 定 年 前

再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 （ 以 下 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 」 と い う 。 ） で あ る も の と し た 場 合 に 適 用 さ れ る 徳 島 県 地 方 警 察 職 員 の 給 与 に 関 す る 条

例 （ 以 下 「 給 与 条 例 」 と い う 。 ） 第 四 条 第 二 項 に 規 定 す る 給 料 表 の 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 の 欄 に 掲 げ る 基 準 給 料 月 額 の う ち 、 給 与 条 例 第 五 条 第 二

項 の 規 定 に よ り 当 該 暫 定 再 任 用 警 察 職 員 の 属 す る 職 務 の 等 級 に 応 じ た 額 と す る 。

4 地 方 公 務 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 三 年 法 律 第 百 十 号 ） 第 十 条 第 一 項 に 規 定 す る 育 児 短 時 間 勤 務 （ 同 法 第 十 七 条 の 規 定 に よ る 短 時 間 勤 務 を 含 む 。 ）

を し て い る 暫 定 再 任 用 警 察 職 員 に 対 す る 前 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 項 中 「 と す る 」 と あ る の は 、 「 に 、 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 日 及 び 休 暇 に 関 す る 条 例 （ 昭

和 四 十 年 徳 島 県 条 例 第 二 十 号 ） 第 二 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 定 め ら れ た 当 該 暫 定 再 任 用 警 察 職 員 の 勤 務 時 間 を 同 条 第 一 項 に 規 定 す る 勤 務 時 間 で 除 し て 得 た 数 を

乗 じ て 得 た 額 と す る 」 と す る 。

5 暫 定 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 の 給 料 月 額 は 、 当 該 暫 定 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 が 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 で あ る も の と し た 場 合 に 適 用 さ れ る

給 与 条 例 第 四 条 第 二 項 に 規 定 す る 給 料 表 の 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 の 欄 に 掲 げ る 基 準 給 料 月 額 の う ち 、 給 与 条 例 第 五 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 当 該 暫 定

再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 の 属 す る 職 務 の 等 級 に 応 じ た 額 に 、 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 日 及 び 休 暇 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 四 十 年 徳 島 県 条 例 第 二 十 号 ） 第 二 条 第 三 項
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又 は 第 四 項 の 規 定 に よ り 定 め ら れ た 当 該 暫 定 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 の 勤 務 時 間 を 同 条 第 一 項 に 規 定 す る 勤 務 時 間 で 除 し て 得 た 数 を 乗 じ て 得 た 額 と す る 。

6 暫 定 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 は 、 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 と み な し て 、 新 給 与 条 例 第 十 三 条 第 二 項 、 第 十 五 条 第 二 項 及 び 第 二 十 二 条 の 規 定 を 適

用 す る 。

7 暫 定 再 任 用 警 察 職 員 は 、 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 と み な し て 、 新 給 与 条 例 第 十 八 条 第 三 項 の 規 定 を 適 用 す る 。

8 新 給 与 条 例 第 十 八 条 の 四 第 一 項 の 警 察 職 員 に 暫 定 再 任 用 警 察 職 員 が 含 ま れ る 場 合 に お け る 勤 勉 手 当 の 額 の 同 条 第 二 項 各 号 に 掲 げ る 警 察 職 員 の 区 分 ご と の 総

額 の 算 定 に 係 る 同 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 項 第 一 号 中 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 」 と あ る の は 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 及 び 地 方 公

務 員 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 令 和 三 年 法 律 第 六 十 三 号 ） 附 則 第 四 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項 又 は 第 六 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ た 警 察 職

員 （ 次 号 に お い て 「 暫 定 再 任 用 警 察 職 員 」 と い う 。 ） 」 と 、 同 項 第 二 号 中 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 」 と あ る の は 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員

及 び 暫 定 再 任 用 警 察 職 員 」 と す る 。

9 給 与 条 例 第 五 条 第 三 項 及 び 第 六 項 か ら 第 十 項 ま で 、 第 十 条 か ら 第 十 二 条 ま で 、 第 十 二 条 の 四 、 第 十 七 条 の 二 並 び に 第 十 七 条 の 三 並 び に 新 給 与 条 例 第 五 条 第

四 項 及 び 第 五 項 の 規 定 は 、 暫 定 再 任 用 警 察 職 員 に は 適 用 し な い 。

10 附 則 第 三 項 か ら 前 項 ま で に 定 め る も の の ほ か 、 暫 定 再 任 用 警 察 職 員 の 給 与 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 。

提 案 理 由

地 方 公 務 員 法 の 一 部 が 改 正 さ れ 、 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 の 制 度 が 設 け ら れ た こ と に 伴 い 、 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 警 察 職 員 の 給 与 を 定 め る と と も に 、 年 齢

六 十 年 を 超 え る 国 家 公 務 員 に 係 る 給 与 に 関 す る 特 例 を 設 け る 等 の 措 置 が 講 ぜ ら れ た こ と に 鑑 み 、 本 県 の 警 察 職 員 の 給 与 に つ い て 所 要 の 改 正 を 行 う 必 要 が あ る 。

こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。
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企 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

企 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 四 十 一 年 徳 島 県 条 例 第 六 十 六 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 第 一 項 中 「 第 二 十 八 条 の 四 第 一 項 又 は 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 」 を 「 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 」 に 、 「 再 任 用 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 に

改 め る 。

第 十 八 条 第 二 項 中 「 定 年 退 職 の 日 か ら 五 年 を さ か の ぼ つ た 日 後 の 日 」 を 「 五 十 五 歳 に 達 し た 日 の 属 す る 年 度 の 翌 年 度 の 四 月 一 日 」 に 改 め る 。

第 二 十 一 条 （ 見 出 し を 含 む 。 ） 中 「 再 任 用 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 に 改 め る 。

附 則 を 附 則 第 一 項 と し 、 附 則 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

2 当 分 の 間 、 職 員 が 六 十 歳 （ 職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 等 の 条 例 （ 令 和 四 年 徳 島 県 条 例 第 号 ） 第 一 条 の 規 定 に よ る 改 正 前 の 職 員 の

定 年 等 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 五 十 九 年 徳 島 県 条 例 第 四 十 一 号 ） 第 三 条 第 二 号 に 掲 げ る 職 員 に 相 当 す る 職 員 と し て 企 業 局 長 が 定 め る 職 員 に あ つ て は 、 六 十 三 歳 ）

に 達 し た 日 後 に お け る 最 初 の 四 月 一 日 以 後 、 当 該 職 員 の 給 料 に つ い て は 、 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 附 則 第 三 項 か ら 第 九 項 ま で 及 び 技 能 労 務 職 員 の 給 与 の 種 類

及 び 基 準 を 定 め る 条 例 附 則 第 二 項 の 規 定 の 例 に よ り 企 業 局 長 が 定 め る も の と す る 。

附 則

1 こ の 条 例 は 、 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

2 企 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 第 五 条 、 第 六 条 第 一 項 、 第 六 条 の 三 、 第 九 条 、 第 九 条 の 二 及 び 第 十 六 条 （ 第 二 項 及 び 第 三 項 を 除 く 。 ） の 規 定

に よ る 手 当 に 相 当 す る 給 与 は 、 地 方 公 務 員 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 令 和 三 年 法 律 第 六 十 三 号 ） 附 則 第 四 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項 又 は 第 六 条 第 一 項 若 し く は

第 二 項 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ た 職 員 に は 、 支 給 し な い 。

第 十 一 号

企 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

企 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

令 和 四 年 九 月 十 四 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 十 一 号 企 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て
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提 案 理 由

地 方 公 務 員 法 の 一 部 が 改 正 さ れ 、 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 の 制 度 が 設 け ら れ た こ と に 伴 い 、 企 業 職 員 で 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 で あ る も の の 給 与 の 種 類

及 び 基 準 を 定 め る と と も に 、 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 等 の 一 部 が 改 正 さ れ 、 年 齢 六 十 年 を 超 え る 職 員 の 給 与 に 関 し 定 年 の 引 上 げ に 伴 う 特 例 措 置 が 講 ぜ ら れ る こ

と 等 に 鑑 み 、 所 要 の 改 正 を 行 う 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。
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病 院 事 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

病 院 事 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 （ 平 成 十 六 年 徳 島 県 条 例 第 六 十 五 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 第 一 項 中 「 第 二 十 八 条 の 四 第 一 項 又 は 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 」 を 「 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 」 に 、 「 再 任 用 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 に

改 め る 。

第 二 十 四 条 第 二 項 中 「 定 年 退 職 の 日 か ら 五 年 を さ か の ぼ っ た 日 後 の 日 」 を 「 五 十 五 歳 に 達 し た 日 の 属 す る 年 度 の 翌 年 度 の 四 月 一 日 」 に 改 め る 。

第 二 十 九 条 （ 見 出 し を 含 む 。 ） 中 「 再 任 用 職 員 」 を 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 に 改 め る 。

附 則 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

（ 六 十 歳 等 に 達 し た 日 後 に お け る 最 初 の 四 月 一 日 以 後 に お け る 給 料 の 特 例 措 置 ）

5 当 分 の 間 、 職 員 が 六 十 歳 （ 職 員 の 定 年 等 に 関 す る 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 等 の 条 例 （ 令 和 四 年 徳 島 県 条 例 第 号 ） 第 一 条 の 規 定 に よ る 改 正 前 の 職 員 の

定 年 等 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 五 十 九 年 徳 島 県 条 例 第 四 十 一 号 ） 第 三 条 第 二 号 に 掲 げ る 職 員 に 相 当 す る 職 員 と し て 管 理 者 が 定 め る 職 員 に あ っ て は 、 六 十 三 歳 ） に

達 し た 日 後 に お け る 最 初 の 四 月 一 日 以 後 、 当 該 職 員 の 給 料 に つ い て は 、 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 附 則 第 三 項 か ら 第 九 項 ま で 及 び 技 能 労 務 職 員 の 給 与 の 種 類 及

び 基 準 を 定 め る 条 例 附 則 第 二 項 の 規 定 の 例 に よ り 管 理 者 が 定 め る も の と す る 。

附 則

1 こ の 条 例 は 、 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

2 病 院 事 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 第 六 条 、 第 七 条 第 一 項 、 第 八 条 第 二 項 、 第 九 条 及 び 第 二 十 一 条 （ 第 二 項 及 び 第 三 項 を 除 く 。 ） の 規 定 に よ

る 手 当 に 相 当 す る 給 与 は 、 地 方 公 務 員 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 令 和 三 年 法 律 第 六 十 三 号 ） 附 則 第 四 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項 又 は 第 六 条 第 一 項 若 し く は 第 二

第 十 二 号

病 院 事 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

病 院 事 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

令 和 四 年 九 月 十 四 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 十 二 号 病 院 事 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て
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項 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ た 職 員 に は 、 支 給 し な い 。

提 案 理 由

地 方 公 務 員 法 の 一 部 が 改 正 さ れ 、 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 の 制 度 が 設 け ら れ た こ と に 伴 い 、 病 院 事 業 職 員 で 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 で あ る も の の 給 与 の

種 類 及 び 基 準 を 定 め る と と も に 、 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 等 の 一 部 が 改 正 さ れ 、 年 齢 六 十 年 を 超 え る 職 員 の 給 与 に 関 し 定 年 の 引 上 げ に 伴 う 特 例 措 置 が 講 ぜ ら れ

る こ と 等 に 鑑 み 、 所 要 の 改 正 を 行 う 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。
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事 業 の 名 称 負 担 市 町 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

県 営 土 地 改 良 事 業 鳴 門 市 経営体育成基盤整備事業

地盤沈下対策事業

国営付帯県営農地防災事業

45，000，000

15，000，000

100，000，000

10，125，000

900，000

7，500，000

2．25／10以内

0．6／10以内

1．5／10以内

事業費を増額又は減額

した場合は，事業費に対

する負担金の割合に応

じ，知事は負担金を増額

又は減額することができ

る。

小 計 160，000，000 18，525，000 ―

小 松 島 市 県営かんがい排水事業

経営体育成基盤整備事業

地盤沈下対策事業

国営付帯県営農地防災事業

20，000，000

72，120，000

5，000，000

35，000，000

2，000，000

7，212，000

300，000

5，250，000

2．25／10以内

1／10以内

0．6／10以内

1．5／10以内

小 計 132，120，000 14，762，000 ―

阿 南 市 広域営農団地農道整備事業
中山間地域農村活性化総合
整備事業
経営体育成基盤整備事業

75，000，000

89，000，000

213，880，000

7，500，000

10，625，000

22，100，500

1／10以内

1．5／10以内

1．875／10以内

第13号

令和4年度県営土地改良事業費に対する受益市町負担金について

令和4年度県営土地改良事業費の一部を次のとおり受益市町に負担させるものとする。

令 和 4 年 9 月14日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

円 円

第13号 令和4年度県営土地改良事業費に対する受益市町負担金について
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老朽ため池等整備事業

国営付帯県営農地防災事業

184，000，000

56，000，000

17，620，000

5，600，000

2／10以内

1／10以内

小 計 617，880，000 63，445，500 ―

吉 野 川 市 基幹農道整備事業

広域営農団地農道整備事業

老朽ため池等整備事業

45，000，000

105，000，000

25，000，000

3，870，000

10，500，000

4，000，000

0．86／10以内

1／10以内

1．6／10以内

小 計 175，000，000 18，370，000 ―

阿 波 市 県営農道整備事業

老朽ため池等整備事業

29，000，000

85，000，000

7，250，000

12，850，000

2．5／10以内

1．8／10以内

小 計 114，000，000 20，100，000 ―

美 馬 市 広域営農団地農道整備事業

経営体育成基盤整備事業

老朽ため池等整備事業

1，000，000

8，000，000

55，000，000

100，000

800，000

9，800，000

1／10以内

1．75／10以内

2／10以内

小 計 64，000，000 10，700，000 ―

三 好 市 広域営農団地農道整備事業
中山間地域農村活性化総合
整備事業
老朽ため池等整備事業

60，000，000

50，000，000

68，000，000

6，000，000

7，500，000

13，600，000

1／10以内

1．5／10以内

2／10以内

小 計 178，000，000 27，100，000 ―

勝 浦 町 基幹農道整備事業

広域営農団地農道整備事業

55，000，000

70，000，000

4，730，000

7，000，000

0．86／10以内

1／10以内

初校

74

令和4年9月議案（その2）



小 計 125，000，000 11，730，000 ―

上 勝 町 広域営農団地農道整備事業 70，000，000 7，000，000 1／10以内

那 賀 町 広域営農団地農道整備事業
中山間地域農村活性化総合
整備事業

35，000，000

80，000，000

3，500，000

10，530，000

1／10以内

1．5／10以内

小 計 115，000，000 14，030，000 ―

海 陽 町 老朽ため池等整備事業 60，000，000 6，400，000 1．6／10以内

松 茂 町 地盤沈下対策事業 130，000，000 7，800，000 0．6／10以内

藍 住 町 地盤沈下対策事業 90，000，000 5，400，000 0．6／10以内

上 板 町 県営かんがい排水事業

県営農道整備事業

32，800，000

5，000，000

8，200，000

1，250，000

2．5／10以内

2．5／10以内

小 計 37，800，000 9，450，000 ―

つ る ぎ 町 広域営農団地農道整備事業 40，000，000 4，000，000 1／10以内

東みよし町 広域営農団地農道整備事業
中山間地域農村活性化総合
整備事業
老朽ため池等整備事業

30，000，000

16，000，000

20，000，000

3，000，000

2，400，000

1，466，000

1／10以内

1．5／10以内

1．1／10以内

小 計 66，000，000 6，866，000 ―
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提案理由

令和4年度県営土地改良事業費に対する受益市町負担金について，地方財政法第27条第2項及び土地改良法第91条第6項の規定により議決を経る必要があ

る。これが，この案件を提出する理由である。

初校
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事 業 の 名 称 負 担 市 町 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

広域漁港整備事業等 鳴 門 市 水産物供給基盤機能保全事
業
県単独漁港漁場整備事業

10，000，000

3，000，000

1，400，000

600，000

14

20

事業費を増額又は減額

した場合は，事業費に対

する負担金の割合に応

じ，知事は負担金を増額

又は減額することができ

る。

小 計 13，000，000 2，000，000 ―

阿 南 市 広域漁港整備事業

県単独漁港漁場整備事業

100，000，000

17，935，000

14，000，000

3，587，000

14

20

小 計 117，935，000 17，587，000 ―

牟 岐 町 広域漁港整備事業
水産物供給基盤機能保全事
業
漁港環境整備事業

100，000，000

22，000，000

8，000，000

10，000，000

2，640，000

1，120，000

10

12

14

小 計 130，000，000 13，760，000 ―

美 波 町 水産物供給基盤機能保全事
業 100，000，000 14，000，000 14

第14号

令和4年度広域漁港整備事業費等に対する受益市町負担金について

令和4年度広域漁港整備事業費等の一部を次のとおり受益市町に負担させるものとする。

令 和 4 年 9 月14日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第14号 令和4年度広域漁港整備事業費等に対する受益市町負担金について

再校
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提案理由

令和4年度広域漁港整備事業費等に対する受益市町負担金について，地方財政法第27条第2項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出

する理由である。

県単独漁港漁場整備事業 12，810，000 2，562，000 20

小 計 112，810，000 16，562，000 ―

海 陽 町 水産物供給基盤機能保全事
業 100，000，000 14，000，000 14

松 茂 町 水産物供給基盤機能保全事
業
県単独漁港漁場整備事業

100，000，000

3，000，000

14，000，000

600，000

14

20

小 計 103，000，000 14，600，000 ―
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提案理由

令和4年度県営林道開設事業費に対する受益市町負担金について，地方財政法第27条第2項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出す

る理由である。

第15号

令和4年度県営林道開設事業費に対する受益市町負担金について

令和4年度県営林道開設事業費の一部を次のとおり受益市町に負担させるものとする。

令 和 4 年 9 月14日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

事 業 の 名 称 負 担 市 町 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

県 営 林 道 開 設 事 業 美 馬 市 森林基幹道 280，000，000 29，960，000 10．7 事業費を増額又は減額

した場合は，事業費に対

する負担金の割合に応

じ，知事は負担金を増額

又は減額することができ

る。

三 好 市 森林基幹道 60，000，000 6，420，000 10．7

那 賀 町 森林基幹道 323，000，000 34，561，000 10．7

海 陽 町 森林基幹道 160，000，000 17，120，000 10．7

円 円 ％

第15号 令和4年度県営林道開設事業費に対する受益市町負担金について
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第16号

令和4年度県単独道路事業費に対する受益市町負担金について

令和4年度県単独道路事業費の一部を次のとおり受益市町に負担させるものとする。

令 和 4 年 9 月14日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

事 業 の 名 称 負 担 市 町 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

県 単 独 道 路 事 業 徳 島 市 道路局部改良事業 17，000，000 2，550，000 15 事業費を増額又は減額

した場合は，事業費に対

する負担金の割合に応

じ，知事は負担金を増額

又は減額することができ

る。

鳴 門 市 道路局部改良事業

交通安全対策事業

58，000，000

956，000

8，700，000

95，600

15

10

小 計 58，956，000 8，795，600 ―

小 松 島 市 道路局部改良事業 10，000，000 1，500，000 15

阿 南 市 道路局部改良事業

交通安全対策事業

8，000，000

956，000

1，200，000

95，600

15

10

小 計 8，956，000 1，295，600 ―

吉 野 川 市 道路局部改良事業 7，000，000 1，050，000 15

阿 波 市 道路局部改良事業 78，000，000 11，700，000 15

第16号 令和4年度県単独道路事業費に対する受益市町負担金について

初校
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美 馬 市 道路局部改良事業

交通安全対策事業

67，000，000

956，000

10，050，000

95，600

15

10

小 計 67，956，000 10，145，600 ―

三 好 市 道路局部改良事業 70，000，000 10，500，000 15

勝 浦 町 道路局部改良事業 17，000，000 2，550，000 15

上 勝 町 道路局部改良事業 6，000，000 900，000 15

石 井 町 道路局部改良事業 3，500，000 525，000 15

神 山 町 道路局部改良事業 10，000，000 1，500，000 15

那 賀 町 道路局部改良事業 71，000，000 10，650，000 15

美 波 町 道路局部改良事業 2，000，000 300，000 15

海 陽 町 道路局部改良事業 30，000，000 4，500，000 15

藍 住 町 道路局部改良事業 3，000，000 450，000 15

上 板 町 道路局部改良事業

交通安全対策事業

15，000，000

956，000

2，250，000

95，600

15

10

小 計 15，956，000 2，345，600 ―

つ る ぎ 町 道路局部改良事業 50，000，000 7，500，000 15

東みよし町 道路局部改良事業 30，000，000 4，500，000 15

初校
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提案理由

令和4年度県単独道路事業費に対する受益市町負担金について，道路法第52条第2項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出する理由

である。

初校
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提案理由

令和4年度県営都市計画事業費に対する受益市町負担金について，地方財政法第27条第2項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出す

る理由である。

事 業 の 名 称 負 担 市 町 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

県 営 都 市 計 画 事 業 徳 島 市 公共街路事業

県単独街路事業

緊急地方道路整備事業

1，500，000，000

8，500，000

560，000，000

150，000，000

850，000

56，000，000

1／10

1／10

1／10

事業費を増額又は減額

した場合は，事業費に対

する負担金の割合に応

じ，知事は負担金を増額

又は減額することができ

る。

小 計 2，068，500，000 206，850，000 ―

石 井 町 緊急地方道路整備事業 80，000，000 8，000，000 1／10

第17号

令和4年度県営都市計画事業費に対する受益市町負担金について

令和4年度県営都市計画事業費の一部を次のとおり受益市町に負担させるものとする。

令 和 4 年 9 月14日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第17号 令和4年度県営都市計画事業費に対する受益市町負担金について

初校
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事 業 の 名 称 負担市町村 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

県 単 独 砂 防 事 業 等 徳 島 市 急傾斜地崩壊対策事業

県単独砂防事業

22，000，000

10，625，000

1，500，000

2，656，250

5／100・1／10

25／100

事業費を増額又は減額

した場合は，事業費に対

する負担金の割合に応

じ，知事は負担金を増額

又は減額することができ

る。

小 計 32，625，000 4，156，250 ―

鳴 門 市 急傾斜地崩壊対策事業

県単独砂防事業

33，000，000

425，000

1，650，000

106，250

5／100

25／100

小 計 33，425，000 1，756，250 ―

阿 南 市 県単独砂防事業 425，000 106，250 25／100

吉 野 川 市 県単独砂防事業 2，380，000 595，000 25／100

阿 波 市 県単独砂防事業 5，525，000 1，381，250 25／100

美 馬 市 急傾斜地崩壊対策事業

県単独砂防事業

20，000，000

23，596，000

2，000，000

5，899，000

1／10

25／100

第18号

令和4年度県単独砂防事業費等に対する受益市町村負担金について

令和4年度県単独砂防事業費等の一部を次のとおり受益市町村に負担させるものとする。

令 和 4 年 9 月14日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

円 円

第18号 令和4年度県単独砂防事業費等に対する受益市町村負担金について
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小 計 43，596，000 7，899，000 ―

三 好 市 急傾斜地崩壊対策事業

県単独砂防事業

35，000，000

19，941，000

2，250，000

4，985，250

5／100・1／10
25／100

小 計 54，941，000 7，235，250 ―

勝 浦 町 急傾斜地崩壊対策事業

県単独砂防事業

35，000，000

425，000

3，500，000

106，250

1／10

25／100

小 計 35，425，000 3，606，250 ―

上 勝 町 県単独砂防事業 425，000 106，250 25／100

佐那河内村 県単独砂防事業 425，000 106，250 25／100

神 山 町 県単独砂防事業 425，000 106，250 25／100

那 賀 町 急傾斜地崩壊対策事業

県単独砂防事業

15，000，000

4，675，000

750，000

1，168，750

5／100

25／100

小 計 19，675，000 1，918，750 ―

牟 岐 町 急傾斜地崩壊対策事業 17，000，000 850，000 5／100

美 波 町 県単独砂防事業 425，000 106，250 25／100

海 陽 町 急傾斜地崩壊対策事業

県単独砂防事業

30，000，000

425，000

1，500，000

106，250

5／100

25／100

小 計 30，425，000 1，606，250 ―

板 野 町 県単独砂防事業 425，000 106，250 25／100

初校
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提案理由

令和4年度県単独砂防事業費等に対する受益市町村負担金について，地方財政法第27条第2項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出

する理由である。

上 板 町 県単独砂防事業 425，000 106，250 25／100

つ る ぎ 町 急傾斜地崩壊対策事業

県単独砂防事業

20，000，000

3，332，000

2，000，000

833，000

1／10

25／100

小 計 23，332，000 2，833，000 ―

東みよし町 急傾斜地崩壊対策事業

県単独砂防事業

22，000，000

6，426，000

2，200，000

1，606，500

1／10

25／100

小 計 28，426，000 3，806，500 ―

初校
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提案理由

令和4年度流域下水道事業費に対する受益市町負担金について，下水道法第31条の2第2項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出す

る理由である。

事 業 の 名 称 負 担 市 町 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

流 域 下 水 道 事 業 徳 島 市 旧吉野川流域下水道建設事
業 12，592，000 3，148，000 1／4 事業費を増額又は減額

した場合は，事業費に対

する負担金の割合に応

じ，知事は負担金を増額

又は減額することができ

る。

鳴 門 市 旧吉野川流域下水道建設事
業 28，168，000 7，042，000 1／4

松 茂 町 旧吉野川流域下水道建設事
業 6，216，000 1，554，000 1／4

北 島 町 旧吉野川流域下水道建設事
業 10，720，000 2，680，000 1／4

藍 住 町 旧吉野川流域下水道建設事
業 17，024，000 4，256，000 1／4

板 野 町 旧吉野川流域下水道建設事
業 5，280，000 1，320，000 1／4

第19号

令和4年度流域下水道事業費に対する受益市町負担金について

令和4年度流域下水道事業費の一部を次のとおり受益市町に負担させるものとする。

令 和 4 年 9 月14日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第19号 令和4年度流域下水道事業費に対する受益市町負担金について
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提案理由

令和4年度港湾建設事業費に対する受益市負担金について，地方財政法第27条第2項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出する理由

である。

事 業 の 名 称 負 担 市 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

港 湾 建 設 事 業 徳 島 市 港湾改修事業 350，000，000 52，500，000 15

事業費を増額又は減額
した場合は，事業費に対
する負担金の割合に応
じ，知事は負担金を増額
又は減額することができ
る。

第20号

令和4年度港湾建設事業費に対する受益市負担金について

令和4年度港湾建設事業費の一部を次のとおり受益市に負担させるものとする。

令 和 4 年 9 月14日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

円 円 ％

第20号 令和4年度港湾建設事業費に対する受益市負担金について
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1 売 払 い す る 県 有 地

所 在 地 番 地 目 地 積

徳島市津田海岸町 1146番4ほか5筆 雑種地 29，90484
㎡

2 売 払 予 定 価 格 864，795，007円

3 売 払 い の 相 手 方 徳島市東沖洲2丁目66番地

徳島港湾荷役株式会社

代表取締役社長 端 村 圭 ほか

提案理由

不動産の処分について，議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第3条の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提

出する理由である。

第21号

不 動 産 の 処 分 に つ い て

徳島小松島港津田地区企業用地として，次の県有地を売払いする。

令 和 4 年 9 月14日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第21号 不動産の処分について
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1 物 件 名 電子線マイクロアナライザー

2 納 期 徳島県議会の議決のあった日から令和5年3月31日まで

3 契 約 金 額 89，980，000円

4 契 約 の 方 法 一般競争入札

5 契 約 の 相 手 方 徳島市東沖洲1丁目5番地10

株式会社 日進機械徳島支店

支 店 長 森 邦 一

提案理由

物品の購入契約について，議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第3条の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を

提出する理由である。

第22号

電子線マイクロアナライザーの購入契約について

次のとおり物品の購入契約を締結する。

令 和 4 年 9 月14日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第22号 電子線マイクロアナライザーの購入契約について
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提案理由

令和3年度徳島県一般会計歳入歳出決算並びに各特別会計歳入歳出決算について，地方自治法第233条第3項の規定により認定に付する必要がある。これが，

この案件を提出する理由である。

第23号

令和3年度徳島県一般会計歳入歳出決算並びに各特別会計歳入歳出決算の認定について

令和3年度徳島県一般会計歳入歳出決算並びに各特別会計歳入歳出決算を別冊監査委員の意見を付けて議会の認
定に付する。

令 和 4 年 9 月14日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第23号 令和3年度徳島県一般会計歳入歳出決算並びに各特別会計歳入歳出決算の認定について
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提案理由

令和3年度徳島県病院事業会計決算について，地方公営企業法第30条第4項の規定により議会の認定に付する必要がある。これが，この案件を提出する理由

である。

第24号

令和3年度徳島県病院事業会計決算の認定について

令和3年度徳島県病院事業会計の決算を監査委員の意見を付けて，別冊のとおり議会の認定に付する。

令 和 4 年 9 月14日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第24号 令和3年度徳島県病院事業会計決算の認定について
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提案理由

令和3年度徳島県電気事業会計剰余金の処分について，地方公営企業法第32条第2項の規定により議決を経る必要があり，あわせて令和3年度徳島県電気事

業会計決算について，同法第30条第4項の規定により議会の認定に付する必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第25号

令和3年度徳島県電気事業会計剰余金の処分及び決算の認定について

別冊のとおり，令和3年度徳島県電気事業会計の剰余金を処分し，令和3年度徳島県電気事業会計の決算を監査
委員の意見を付けて，議会の認定に付する。

令 和 4 年 9 月14日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第25号 令和3年度徳島県電気事業会計剰余金の処分及び決算の認定について
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提案理由

令和3年度徳島県工業用水道事業会計剰余金の処分について，地方公営企業法第32条第2項の規定により議決を経る必要があり，あわせて令和3年度徳島県

工業用水道事業会計決算について，同法第30条第4項の規定により議会の認定に付する必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第26号

令和3年度徳島県工業用水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について

別冊のとおり，令和3年度徳島県工業用水道事業会計の剰余金を処分し，令和3年度徳島県工業用水道事業会計
の決算を監査委員の意見を付けて，議会の認定に付する。

令 和 4 年 9 月14日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第26号 令和3年度徳島県工業用水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について
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提案理由

令和3年度徳島県土地造成事業会計剰余金の処分について，地方公営企業法第32条第2項の規定により議決を経る必要があり，あわせて令和3年度徳島県土

地造成事業会計決算について，同法第30条第4項の規定により議会の認定に付する必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第27号

令和3年度徳島県土地造成事業会計剰余金の処分及び決算の認定について

別冊のとおり，令和3年度徳島県土地造成事業会計の剰余金を処分し，令和3年度徳島県土地造成事業会計の決
算を監査委員の意見を付けて，議会の認定に付する。

令 和 4 年 9 月14日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第27号 令和3年度徳島県土地造成事業会計剰余金の処分及び決算の認定について
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提案理由

令和3年度徳島県駐車場事業会計剰余金の処分について，地方公営企業法第32条第2項の規定により議決を経る必要があり，あわせて令和3年度徳島県駐車

場事業会計決算について，同法第30条第4項の規定により議会の認定に付する必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第28号

令和3年度徳島県駐車場事業会計剰余金の処分及び決算の認定について

別冊のとおり，令和3年度徳島県駐車場事業会計の剰余金を処分し，令和3年度徳島県駐車場事業会計の決算を
監査委員の意見を付けて，議会の認定に付する。

令 和 4 年 9 月14日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第28号 令和3年度徳島県駐車場事業会計剰余金の処分及び決算の認定について
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提案理由

令和3年度徳島県流域下水道事業会計決算について，地方公営企業法第30条第4項の規定により議会の認定に付する必要がある。これが，この案件を提出す

る理由である。

第29号

令和3年度徳島県流域下水道事業会計決算の認定について

令和3年度徳島県流域下水道事業会計の決算を監査委員の意見を付けて，別冊のとおり議会の認定に付する。

令 和 4 年 9 月14日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第29号 令和3年度徳島県流域下水道事業会計決算の認定について
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報告第1号

徳島県継続費精算報告書について

地方自治法施行令第145条第2項の規定により，徳島県継続費精算報告書を次のとおり報告する。

令 和 4 年 9 月14日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

款 項 事業名 年度

全 体 計 画 実 績 比 較

年 割 額

左 の 財 源 内 訳

支出済額

左 の 財 源 内 訳 年割
額と
支出
済額
の差

左 の 財 源 内 訳
特 定 財 源

一般財源
特 定 財 源

一般財源
特 定 財 源 一般

財源国支出金 地 方 債 そ の 他 国支出金 地 方 債 そ の 他 国支
出金

地方
債

その
他

8土木費 2
道 路
橋りょ
う 費

落 合
2号ト
ンネル
新 設
事 業

元 300，000，
000
150，000，

000
135，000，

000
15，000，

000
300，000，

000
150，000，

000
135，000，

000
15，000，

000 0 0 0 0

2 550，000，
000
275，000，

000
247，000，

000
28，000，

000
550，000，

000
275，000，

000
247，000，

000
28，000，

000 0 0 0 0

3 145，245，
000
72，622，

000
65，000，

0007，000，000 623，000145，244，800
72，622，

400
65，000，

0007，000，000 622，400 200△400 0 0 600

計 995，245，
000
497，622，

000
447，000，

000
35，000，

000
15，623，

000
995，244，

800
497，622，

400
447，000，

000
35，000，

000
15，622，

400 200△400 0 0 600

京田ト
ンネル
新 設
事 業

元 300，000，
000
175，500，

000
112，000，

000
12，500，

000
300，000，

000
175，500，

000
112，000，

000
12，500，

000 0 0 0 0

2 800，000，
000
468，000，

000
298，000，

000
34，000，

000
800，000，

000
468，000，

000
298，000，

000
34，000，

000 0 0 0 0

令和元年度徳島県継続費精算報告書

1 一 般 会 計

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

報告第1号 徳島県継続費精算報告書について

再校

113

令和4年9月議案（その2）



3 99，000，
000
58，410，

000
36，000，

0004，000，000 590，00099，000，000
58，410，

000
36，000，

0004，000，000 590，000 0 0 0 0 0

計 1，199，
000，000

701，910，
000
446，000，

0004，000，000
47，090，

000
1，199，
000，000

701，910，
000
446，000，

0004，000，000
47，090，

000 0 0 0 0 0

曽江谷
新 橋
上部工
架 設
事 業

元 300，000，
000
175，500，

000
112，000，

000
12，000，

000 500，000300，000，000
175，500，

000
112，000，

000
12，000，

000 500，000 0 0 0 0 0

2 500，000，
000
321，750，

000
160，000，

000
18，250，

000
500，000，

000
321，750，

000
160，000，

000
18，250，

000 0 0 0 0

3 147，747，
000
95，887，

000
46，000，

0005，000，000 860，000147，746，800
95，887，

673
46，000，

0005，000，000 859，127 200△673 0 0 873

計 947，747，
000
593，137，

000
318，000，

000
17，000，

000
19，610，

000
947，746，

800
593，137，

673
318，000，

000
17，000，

000
19，609，

127 200△673 0 0 873

5都 市
計画費

末 広
住 吉
高架橋
上部工
架 設
事 業

元 500，000，
000
250，000，

000
180，000，

000
50，000，

000
20，000，

000
500，000，

000
250，000，

000
180，000，

000
50，000，

000
20，000，

000 0 0 0 0 0

2 770，000，
000
385，000，

000
277，000，

000
107，000，

0001，000，000
770，000，

000
385，000，

000
277，000，

000
107，000，

0001，000，000 0 0 0 0 0

3 24，370，
000
12，185，

0008，000，0002，437，0001，748，000
24，370，

000
12，185，

0008，000，0002，437，0001，748，000 0 0 0 0 0

計 1，294，
370，000

647，185，
000
465，000，

000
159，437，

000
22，748，

000
1，294，
370，000

647，185，
000
465，000，

000
159，437，

000
22，748，

000 0 0 0 0 0

10教育費 6社 会
教育費

県立博
物館新
常設展
構 築
事 業

元 4，000，000 3，000，000 1，000，0004，000，000 3，000，000 1，000，000 0 0 0

2 600，000，
000

540，000，
000

60，000，
000
600，000，

000
540，000，

000
60，000，

000 0 0 0

3 520，200，
000

433，000，
000

87，200，
000
520，200，

000
433，000，

000
87，200，

000 0 0 0

計 1，124，
200，000

976，000，
000

148，200，
000
1，124，
200，000

976，000，
000

148，200，
000 0 0 0
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報告第2号

令和3年度決算に係る健全化判断比率の報告について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第3条第1項の規定により，令和3年度決算に係る健全化判断比率を
別冊監査委員の意見を付けて次のとおり報告する。

令 和 4 年 9 月14日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

実 質 赤 字 比 率 連結実質赤字比率 実 質 公 債 費 比 率 将 来 負 担 比 率

―

（3．75）

―

（8．75）

11．3

（25．0）

156．9

（400．0）

（備考） 実質赤字額及び連結実質赤字額がないため，「―」と記載した。（ ）内は，早期健全化基準を記載した。

％％ ％ ％ ％

報告第2号 令和3年度決算に係る健全化判断比率の報告について
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報告第3号

令和3年度決算に係る資金不足比率の報告について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第22条第1項の規定により，令和3年度決算に係る資金不足比率を別
冊監査委員の意見を付けて次のとおり報告する。

令 和 4 年 9 月14日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

会 計 名 資 金 不 足 比 率

徳 島 県 港 湾 等 整 備 事 業 特 別 会 計 ―

徳 島 県 病 院 事 業 会 計 ―

徳 島 県 電 気 事 業 会 計 ―

徳 島 県 工 業 用 水 道 事 業 会 計 ―

徳 島 県 土 地 造 成 事 業 会 計 ―

徳 島 県 駐 車 場 事 業 会 計 ―

徳 島 県 流 域 下 水 道 事 業 会 計 ―

（備考） 資金不足額がないため，「―」と記載した。

％

報告第3号 令和3年度決算に係る資金不足比率の報告について
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損害賠償の額の決定及び和解について

交通事故に関し，県の義務に属する損害賠償の額を次のとおり決定し，和解する。

報告第4号

損害賠償（交通事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について

地方自治法第180条第1項の規定により，次のとおり専決処分したので，同条第2項の規定により報告する。

令 和 4 年 9 月14日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

和 解 の 相 手 方 賠 償 金 額 事故発生年月日 事 故 発 生 場 所 専決処分年月日

阿南市所在 1法人 178，992 令和4年2月26日 阿南市地内 令和4年8月23日

東京都中央区所在 1法人 103，400 令和4年4月6日 阿南市地内 令和4年8月23日

徳島市在住 1名 351，903 令和4年4月7日 徳島市地内 令和4年8月23日

板野郡北島町所在 1法人 105，000 令和4年4月7日 阿南市地内 令和4年8月23日

美馬市在住 1名 533，428 令和3年12月6日 美馬市地内 令和4年8月24日

徳島市在住 1名 298，430 令和4年3月12日 小松島市地内 令和4年8月24日

鳴門市ほか在住 3名 123，018 令和4年3月22日 板野郡北島町地内 令和4年8月24日

円

報告第4号 損害賠償（交通事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について
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損害賠償の額の決定及び和解について

道路事故に関し，県の義務に属する損害賠償の額を次のとおり決定し，和解する。

報告第5号

損害賠償（道路事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について

地方自治法第180条第1項の規定により，次のとおり専決処分したので，同条第2項の規定により報告する。

令 和 4 年 9 月14日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

和 解 の 相 手 方 賠 償 金 額 事故発生年月日 事 故 発 生 場 所 専決処分年月日

阿波市在住 1名 30，000 令和3年9月27日 阿波市地内
（県道津田川島線） 令和4年8月19日

吉野川市在住 1名 110，000 令和4年3月9日 吉野川市地内
（県道板野川島線） 令和4年8月19日

美馬市在住 1名 199，000 令和4年3月23日 美馬市地内
（国道492号） 令和4年8月19日

板野郡藍住町在住 1名 591，000 令和4年4月6日 那賀郡那賀町地内
（国道193号） 令和4年8月19日

三好市在住 1名 168，000 令和4年4月14日 三好市地内
（県道大利辻線） 令和4年8月19日

那賀郡那賀町在住 1名 51，000 令和4年5月13日 那賀郡那賀町地内
（国道195号） 令和4年8月19日

阿南市在住 1名 164，000 令和4年5月28日 那賀郡那賀町地内
（国道193号） 令和4年8月19日

円

報告第5号 損害賠償（道路事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について
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高知県高知市在住 1名 649，000 令和4年5月30日 那賀郡那賀町地内
（国道195号） 令和4年8月19日

那賀郡那賀町在住 1名 75，000 令和4年6月6日 那賀郡那賀町地内
（国道195号） 令和4年8月19日

阿南市在住 1名 66，000 令和4年6月19日 那賀郡那賀町地内
（国道195号） 令和4年8月19日
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損害賠償の額の決定及び和解について

捜査活動に伴う物損事故に関し，県の義務に属する損害賠償の額を次のとおり決定し，和解する。

報告第6号

損害賠償（捜査活動に伴う物損事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について

地方自治法第180条第1項の規定により，次のとおり専決処分したので，同条第2項の規定により報告する。

令 和 4 年 9 月14日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

和 解 の 相 手 方 賠 償 金 額 事故発生年月日 事 故 発 生 場 所 専決処分年月日

阿南市在住 1名 22，000 令和4年3月11日 小松島市地内 令和4年8月24日

徳島市在住 1名 165，000 令和4年6月7日 板野郡松茂町地内 令和4年8月24日

吉野川市在住 1名 22，000 令和4年6月29日 吉野川市地内 令和4年8月24日

円

報告第6号 損害賠償（捜査活動に伴う物損事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について
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報告第7号

地方独立行政法人徳島県鳴門病院の令和3年度に係る業務の実績に関する評価結果について

地方独立行政法人法第28条第5項の規定により，地方独立行政法人徳島県鳴門病院の令和3年度に係る業務の実
績に関する評価結果を別冊のとおり報告する。

令 和 4 年 9 月14日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

報告第7号 地方独立行政法人徳島県鳴門病院の令和3年度に係る業務の実績に関する評価結果について
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